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第1節　企業概要

1　業種及び業態

⑴　業種構成
　卸売業基本調査の回答企業（809企業）の業種構成

を５区分に分類すると、［その他卸売業］が26.1％と
最も高い割合である（図表Ⅱ－１－１）。次いで［衣
料品卸売業］25.0％、［加工食品卸売業］19.8％、［生
鮮食品卸売業］16.4％、［住関連卸売業］12.7％である。

第1章　卸売業

　この章では、東京の中小卸売業の経営実態を「東京の中小企業の現状」アンケート調査結果から、明らかに
する。なお、当調査は都内（島しょを除く）に立地する中小企業基本法が定めるところの中小卸売業（資本金
又は出資の額が1億円以下、又は常時雇用する従業員数が100人以下の会社及び個人）を対象としている。ま
た、小売業・卸売業等に商品を提供する消費財卸売業を対象範囲としている。
　総配布数3,000から宛先不明等を除いた有効配布数は2,660であり、有効回答数は809、有効回答率（有効回答
数/有効配布数）は30.4％である。

　　　　　　　　　　　　　　　　 業　　　　種 （％）
n食料品卸売業 衣料品

関連卸売業
住関連
卸売業

その他
卸売業 不明

生鮮食品 加工食品等

前回調査
14.8 18.6

21.2 10.0 34.8 0.5 609
33.4

今回調査（全体）
16.4 19.8

25.0 12.7 26.1 0.0 809
36.2

【図表Ⅱ－1－1】　業種構成

【図表Ⅱ－1－2】　取引形態
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1.46.55.830.715.014.04.122.5

15.7 11.1 20.0 6.312.2 1.15.627.9

8.01.67.730.79.214.6

0.0

0.0

15.9

3.0 18.09.0
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1.6
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8.1 6.921.9

⑵　取引形態
　取引形態別にみると、全体では生産業者・国外から
仕入て小売業者に販売する［小売直取引卸］が27.9％
と最も高い割合である（図表Ⅱ－１－２）。次いで、
販社または卸売業者から仕入て小売業者に販売する
［最終卸］20.0％、生産者・国外から仕入て卸売業者
に販売する［元卸］15.7％、［製造卸］12.2％、販社・

卸売業者から仕入て卸売業者に販売する［中間卸］
11.1％となっている。
　業種別にみると、「生鮮食品卸売業」では［最終卸］
が 41.4％と他の業種に比べ比較的高い割合である。
一方、「衣料品関連卸売業」では［小売直取引卸］が
36.1％と高くなっている。
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⑶　流通系列関係
　流通系列関係をみると、全体では［系列関係はない］
が68.5％で最も高い割合である（図表Ⅱ－１－３）。
次いで、［卸売業の系列］が19.5％となっている。
　業種別にみると、いずれの業種でも［系列関係はな
い］が６割を超えており、系列関係をもたない経営が
主流である。「生鮮食品卸売業」と「衣料品関連卸売業」
においては、［卸売業の系列］の割合がそれぞれ30.1
％、22.8％と目立っているが、［系列関係はない］と

は大きな差がみられる。
　取引形態別においても［流通系列関係はない］は、
いずれの業種でも過半数を占めているが、「他部門直
取引卸」が77.8％であるのに対して、「中間卸」では
54.4％と差が生じている。また［卸売業の系列］では、
「中間卸」が36.7％であるのに対して、「他部門直取引
卸」が6.7％と取引形態別でみると大きな違いがみら
れる。

【図表Ⅱ－1－3】　流通系列関係
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0 20 40 60 80 100（%） 

前回調査 

今回調査（全体） 

n

都心 副都心 城東 城南 城西 城北 多摩 不明 

30.0 12.5 27.6 9.0 8.4 4.3 7.2 0.5

31.8 16.9 26.8 8.8 6.9 3.2 5.6 0.0

【図表Ⅱ－1－4】　所在地

2　所在地

　所在地をみると、全体では［都心（千代田、中央、
港）］が31.8％と最も高い割合である。次いで［城東（台
東、墨田、江東、荒川、足立、葛飾、江戸川）］26.8
％、［副都心（新宿、文京、渋谷、豊島）］16.9％、［城

南（品川、目黒、大田）］8.8％、［城西（世田谷、中
野、杉並、練馬）］6.9％、［多摩］5.6％、［城北（北、
板橋）］3.2％である（図表Ⅱ－１－４）。前回調査と
比べると、［副都心］の割合が4.4ポイント増加してい
るが、このほかは±２ポイント未満に納まっており、
大きな違いはみられなかった。

3　企業形態

　企業形態をみると、全体では［法人］が93.3％を占

め、［個人］は6.7％である（図表Ⅱ－１－５）。前回
調査においても法人が93.6％とほぼ同じ割合である。



23

第
Ⅱ
編
第
1
章　

卸
売
業

609 

809

0 20 40 60 80 100（%） 

前回調査 

今回調査（全体） 

n

個人 法人 不明 

6.4 93.6 1.0

0.06.7 93.3

【図表Ⅱ－1－5】　企業形態

4　資本金

　資本金をみると、全体では［１～３千万円未満］が
56.9％と最も高く、次いで、［300万～1千円未満］が
19.8％である。資本金の平均値は4,250万円となってい

るが、これは10億円以上が８社（常時使用する従業員
数100名以下）の回答に大きく影響を受けたためであ
る（図表Ⅱ－１－６）。このため、中央値は1,000万円
で［１～３千万円未満］の中でも下限に位置している。

【図表Ⅱ－1－6】　資本金
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24.1 54.9 6.0 1.51.5 12.8
3.1
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0.5

0.5
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1.0
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1.8
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8.9 48.9 24.4 8.9 6.7
0.8
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注）全体平均値4,250万円、中央値1,000万円

5　従業者

⑴　従業者規模
　従業者規模をみると、全体では［10～49人］が31.6
％を占めているものの、［１～４人］が32.6％、［５～
９人］が32.3％みられ、９人以下で64.9％を占めてい
る（図表Ⅱ－１－７）。
　業種別にみると、いずれの業種も「１～４人」及び

「５～９人」、「10～49人」がおおむね３割台で、大き
な差異はみられない。
　取引形態別にみると、「他部門直取引卸」において
［10～49人］が48.9％と半数近くあり、他の取引形態
に比べて規模が大きい。一方、「最終卸」は「１～４人」
が38.9％で最も割合が高く、他の取引形態に比べて規
模が小さい傾向がみられる。
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⑵　従業者の平均年齢
　従業者の平均年齢をみると、全体では48.6歳であ
る。年代別にみると［40歳代］の35.4％をピークに、
［40歳未満］が16.4％、［50歳代］が29.8％と［40歳代］
前後に集中している（図表Ⅱ－１－８）。
　従業者規模別平均年齢をみると、［１～４人］54.9
歳、［５～９人］49.1歳、［10～49人］42.4歳、［50人以
上］38.8歳と小規模企業ほど［50歳代］［60歳代］の
割合が高くなり、［40歳未満］や［40歳代］の割合が

低くなることから、平均年齢は高くなる。
　従業者規模別年代構成割合は、［１～４人］で「50
歳代」が37.5％と最も高く、次いで「60歳代」28.8％
である。［５～９人］は「50歳代」39.5％と「40歳代」
36.0％が高い。［10～49人］は、「40歳代」が最も高く、
［50人以上］は「40歳代」と40歳未満が高い。このよ
うに、規模の小さい企業ほど従業者の平均年齢が高く
なる傾向がみられる。

【図表Ⅱ－1－7】　従業者規模
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【図表Ⅱ－1－8】　従業者規模別年代構成割合と平均年齢
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6　経営者

⑴　経営者の年齢
　経営者の年齢をみると、全体では［60歳代］ が35.4
％で最も高く、次いで［50歳代］25.1％、［70歳以上］
21.1％と、「60歳代」前後に集中している（図表Ⅱ－

１－９）。
　従業者規模別にみると、「50人以上」を除き［60歳代］ 
の経営者が最も高い割合である。これに対して「50人
以上」では［50歳代］が33.3％と最も高い割合である。
また「40歳代」は従業者規模に応じて割合が高くなっ
ており、総じて従業者規模が大きくなるにしたがって



25

第
Ⅱ
編
第
1
章　

卸
売
業

若い経営者の割合が増加する傾向がみられる。

【図表Ⅱ－1－9】　経営者の年齢
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⑵　経営者の続柄・出身
　経営者の続柄をみると、全体では［創業者］が45.2
％を占めている（図表Ⅱ－１－10）。次いで、［２代目］
28.3％、［３代目］15.8％である。親族以外の経営者
は、［従業員出身］（6.4％）と［他社から出向］（1.9％）
でわずかである。前回調査と比べると、 ［創業者］の
割合が減少し、［２代目］、［３代目以降］の割合が増
加しており、世代交代が進んできたとみられる。［従
業員出身］の経営者はわずかに増加しており、［他社

からの出向］はわずかながら減少した。
　従業者規模別にみると、［創業者］の割合は従業者
「１～４人」で53.0％と最も高く、規模が大きくなる
にしたがって低下している。［２代目］は、「50人以
上」の40.7％が目立っており、規模が大きくなるにし
たがって割合が高くなる傾向がみられる。「10～49人」
では、他の規模に比べると［３代目以降］が20.7％で
高く、従業者規模が大きい企業ほど世代交代が進んで
いる。
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【図表Ⅱ－1－10】　経営者の続柄・出身状況経営者の続柄・出身
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7　創業時期

　創業時期みると、全体では［昭和40年代］（15.7％）
を中心に、［昭和20年代］から［平成６～10年］（正味
５年を勘案）において１割台と、広くなだらかに分布
している（図表Ⅱ－１－11）。
　業種別にみると、「生鮮食品卸売業」は高度成長期
の［昭和40年代］が23.3％と最も多く、［昭和40年代］ 
を除く［昭和元～19年］から［昭和50年代］創業が１
割台で推移している。しかし、近年は［平成６～10年］
1.5％、［平成11年以降］5.3％と大幅に減少している。
「加工食品等卸売業」では［昭和30年代］が20.0％と
最も多く、この前後の［昭和40年代］（15.0％）と［昭

和20年代］（13.8％）とあわせると48.8％と、半数近く
がこの時期に創業している。これに対して「衣料品関
連卸売業」では、［昭和60年～平成５年］（18.8％）前
後に分布しており、比較的近年に創業した企業が多い
ことがわかる。
　従業者規模別にみると、「50人以上」では、［大正時
代以前］、［昭和20年代］ともに11.1％と、業歴の長い
企業が３割近くを占めているほか、［昭和40年代］
（22.2％）及び［昭和50年代］（29.6％）に創業した企
業が集中している。これに対し「１～４人」と「５～
９人」では、［昭和20年代］から［平成６～10年（正
味５年を勘案）］の間、ほぼ１割台で推移し、［平成11
年以降］も他の規模より高い割合を維持している。
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8　後継者

　後継者の状況をみると、全体では［まだ決める必要
はない］とする企業が38.9％である（図表Ⅱ－１－
12）。一方、後継者が［決まっている］ところも34.7
％みられた。これに対して［決まらずに困っている］
が8.9％、［今の代で廃業するので必要がない］が13.6
％と、事業承継されない企業は、前回調査（27.1％）
よりも4.6ポイント減少しているものの、４社に１社
の割合でみられ依然として高い割合である。
　経営者年齢別にみると後継者が［決まっている］は、
「70歳以上」で59.1％、「60歳代」で45.5％と、それぞ
れ最も高い割合であるが、「50歳代」では18.2％と割
合が減少している。一方、［まだ決める必要はない］
とする企業は「40歳未満」及び「40歳代」の経営者が
若い企業では各々 84.0％・86.0％と極めて高い割合で
あり、「50歳代」も57.1％と高いものの、「60歳代」で
は21.0％と大幅に減少しており、50歳代から60歳代を
境に事業承継意識の変化がみられる。また、「今の代

で廃業するので必要ない」とする経営者が、「70歳以
上」18.7％、「60歳代」17.1％と少なくなく、今後、廃
業による企業数の減少が危惧される。
　従業者規模別に後継者の状況をみると、「１～４人」
以外では［決まっている］及び「まだ決める必要はな
い」が大きな割合を占めている。一方、「１～４人」
では［まだ決める必要はない］の33.3％に続き、［今
の代で廃業するので必要がない］が32.6％と大きな割
合を占める。
　「１～４人」について経常利益額別にみると、「赤字」
においては、［今の代で廃業するので必要ない］が
36.8％と最も高い割合であり、［まだ決める必要はな
い］の35.0％を上回っている（図表Ⅱ－１－13）。「５
百万円未満」では［今の代で廃業するので必要ない］
は28.4％と低くなり、［まだ決める必要はない］が33.7
％と上回るようになる。これが「５百～１千万円未満」
では［決まっている］が40.0％となるが、「１千万円
以上」では19.2％に減少している。

【図表Ⅱ－1－11】　創業年
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【図表Ⅱ－1－12】　後継者の状況
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後継者の状況 （％）
n

決まっている 決まらずに
困っている

まだ決める
必要はない

今の代で廃業す
るので必要ない その他 不明

経
常
利
益
額

赤字（マイナス） 18.8 6.8 35.0 36.8 0.0 2.6 117
５百万円未満 27.4 6.3 33.7 28.4 2.1 2.1 95
５百～１千万円未満 40.0 10.0 25.0 25.0 0.0 0.0 20
１千万円以上 19.2 11.5 30.8 26.9 11.5 0.0 26
「１～４人」計 23.1 7.2 33.3 32.6 1.9 1.9 264

【図表Ⅱ－1－13】　「1～4人」における経常利益額別の後継者状況
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第2節　経営成果（業績）とその動向

1　売上高の状況

⑴　売上高
　直近の売上高をみると、全体では［１～３億円未満］
が26.2％と最も高い割合であり、［５千万円～１億円
未満］（16.6％）と［５千万円未満］（17.6％）とをあ
わせると、売上高３億円未満の企業で約６割を占めて
いる（図表Ⅱ－１－14）。前回調査でも［１～３億円
未満］が28.2％で最も高い割合であり、売上高３億円
未満の企業も59.2％であり分布に大きな違いはみられ
なかった。
　業種別にみると、いずれの区分においても［１～３
億円未満］が最も高い割合である。特に、食料品卸売
業では［１～３億円未満］が23.5％と最も高く、次い
で［５千万円未満］が22.2％であり、このうち加工食
品等卸売業では、［５千万円未満］が25.6％で最も高

く、売上高規模の小さな企業が多い。生鮮食品卸売業
では［１～３億円未満］が21.8％で最も高い割合であ
るが、［10～30億円未満］が21.1％と次いで高い割合
である。
　取引形態別にみると、「小売直取引」と「元卸」、「中
間卸」及び「その他卸」では［１～３億円未満］が最
も高い割合である。これに対して、「他部門直取引卸」
では［10～30億円未満］（24.4％）が最も高く、規模
の大きい企業が多い。対照的に「最終卸」と「製造卸」
では［５千万円未満］の割合が高く、小規模企業が多
くなっている。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［５千万
円未満］が47.7％で最も高い割合であり、「５～９人」
では［１～３億円未満］（48.7％）、「10～49人」と「50
人以上」では［10～30億円未満］がそれぞれ31.6％と
40.7％で最も高く、従業者規模が大きくなるにしたが
って売上高規模が拡大することが、あらためて確認さ
れた。

【図表Ⅱ－1－14】　売上高規模
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⑵　売上高の増減 
　３年前と比べた売上高増減状況をみると、全体では
［10％以上減少］が32.6％で最も高い割合であり、［や

や減少］22.9％を合わせた〔減少計〕は過半数を占め
ている（図表Ⅱ－１－15）。一方、［やや増加］ 14.0％
と［10％以上増加］11.0％を合わせた〔増加計〕は
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25.0％と〔減少計〕の半分以下にとどまっている。
　業種別にみるとすべての業種で［10％以上減少］が
最も高い割合であり、［やや減少］を合わせた〔減少計〕
が過半数を占めている。
　取引形態別にみると、「その他卸」を除き「10％以
上減少」が最も高く、なかでも「中間卸」は38.9％と
取引形態別で一番高い割合である。「中間卸」は〔増
加計〕も15.6％と低く、〔増加計〕と〔減少計〕との
差は▲44.4ポイントと厳しい状況である。また、「他
部門直取引卸」では「10％以上減少」が31.1％で最も
高い割合ながら、〔増加計〕は40.0％であり、〔減少計〕
を4.5ポイント上回っており、わずかながら唯一プラ
スの取引形態となっている。
　従業者規模別にみると、「１～４人」と「５～９人」

において［10％以上減少］が最も高い割合であるのに
対して、「10～49人」では［やや減少］が、「50人以上」
では［10％以上増加］と［やや増加］と［ほぼ横ばい］
がいずれも22.2％で最も高い割合である。これを〔増
加計〕と〔減少計〕との差でみると、「１～４人」で
は▲55.7ポイントであるのに対して、「50人以上」で
は14.8ポイントと明暗が分かれている。
　売上高規模別にみると、「５千万円未満」では［10
％以上減少］が54.9％と過半数を占めており、〔増加
計〕から〔減少計〕を引いた差は▲72.6ポイントと極
めて厳しい状況である。一方、「30億円以上」では［10
％以上増加］が37.5％であり、〔増加計〕から〔減少計〕
を引いた差は41.7ポイントと対照的である。

【図表Ⅱ－1－15】　3年前と比較した売上高の変化
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2　売上総利益の状況
 
⑴　売上総利益額
　売上総利益額をみると、全体では［１千万円未満］
が30.8％と最も高い割合であり、次いで［１～３千万
円未満］が17.9％と、〔３千万円未満計〕で48.7％と半
数近くを占めている（図表Ⅱ－１－16）。
　業種別にみると、いずれの業種も［１千万円未満］
が最も高い割合である。特に［加工食品等卸売業］が

36.3％と高い割合であり、「１～３千万円未満」（13.8
％）とあわせた〔３千万円未満計〕では50.1％と半数
を占めている。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［１千万
円未満］が56.4％と過半数が占めており、「１～３千
万円未満」（24.6％）とあわせた〔３千万円未満計〕（81.0
％）が８割を占めている。これに対して「50人以上」
では「10億円以上」が25.9％で最も高い割合となった。

【図表Ⅱ－1－16】　売上総利益額
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⑵　売上総利益率
　売上総利益率をみると、全体では「30％以上」が
16.8％と最も高い割合であり、次いで［15～20％未満］
が15.0％である（図表Ⅱ－１－17）。この他も［５％
未満］を除き13～14％と広く分散している。
　業種別にみると、「生鮮食料品卸売業」と「加工食
品等卸売業」では［５～10％未満］がそれぞれ21.8％、
20.0％と高い割合であり、〔15％未満計〕で約半数を
占めている。これに対して、「衣料品関連卸売業」と
「住関連卸売業」では、食品卸売業とは対照的に売上
総利益率は比較的高い。
　取引形態別にみると、「小売直取引卸」と「元卸」、

「製造卸」及び「その他卸」で［30％以上］がおおむ
ね２割前後で最も高い割合であるのに対して、「他部
門直取引卸」と「最終卸」は［15～20％未満］が２割
ほどで最も高い割合となっている。また、「中間卸」
は［10～15％］が22.2％で最も高く、［５％未満］と［５
～10％未満］もともに13.3％であり、取引形態区分の
中で相対的に低くなっている。
　従業者規模別にみると、「50人以上」においては［５
％未満］がみられず、［30％以上］が22.2％と最も高
い割合であり、他の従業者規模に比べて売上総利益率
は高い。
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⑶　売上総利益額の増減
　３年前と比較した売上総利益額の推移をみると、全
体では「10％以上減少」が31.8％と最も高く、［やや
減少］をあわせた〔減少計〕は55.9％と過半数を占め
ており、売上高の推移と同様に減少傾向が続いている
（図表Ⅱ－１－18）。
　業種別にみると、すべての業種において［10％以上
減少］が最も高い割合であり（注：「生鮮食品卸売業」
では［やや減少］（27.8％）も同率１位）、取引形態別
にみても「その他卸」を除き［10％以上減少］が最も
高い割合となっており、業種・取引形態にかかわらず
減少傾向にあることがわかる。

【図表Ⅱ－1－17】　売上総利益率
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　従業者規模別にみると、「１～４人」と「５～９人」
は［10％以上減少］がそれぞれ42.8％と32.6％で最も
高い割合であるのに対し、「10～49人」では「やや増加」
と「増加」をあわせた［増加計］が33.2％、「50人以上」
では［増加計］が37.0％と、従業者規模が大きくなる
にしたがって売上高利益額が増加する傾向がみられ
る。
　また売上総利益率別にみると、「５％未満」では［や
や減少］（21.1％）と［10％以上減少］（47.9％）をあ
わせた〔減少計〕が７割近く占める。一方、〔増加計〕
（9.8％）との差は59.2ポイントで一段と厳しい状況に
ある。
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3　経常利益額の状況

　経常利益額をみると、全体では［赤字（マイナス）］
が32.4％、［５百万円未満］が34.9％である。［赤字（マ
イナス）］は前回調査の31.4％とほぼ同じであり、お
よそ３社に１社が赤字経営という依然として厳しい状
況にある（図表Ⅱ－１－19）。
　業種別にみると、［５百万円未満］は「生鮮食品卸
売業」、「住関連卸売業」、「その他の卸売業」において
最も高い割合であり、また「加工食品卸売業」におい
ても［赤字（マイナス）］（35.0％）と同じ割合である。
「衣料品関連卸売業」では、［５百万円未満］（30.2％）
に対して［赤字（マイナス）］（33.2％）とわずかに［赤

字（マイナス）］が上回っている。
　取引形態別にみると、「小売直取引卸」と「製造卸」
において［赤字（マイナス）］が最も高い割合であり、
この他の取引形態では「５百万円未満」が最も高い割
合である。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［赤字（マ
イナス）］が48.5％で半数近くを占めて最も高い割合
であるが、「５～９人」と「10～49人」では［５百万
円未満］、「50人以上」では［１～３千万円］が最も高
い割合である。従業者規模が大きくなるにしたがって
［赤字（マイナス）］の割合は低下しており、経常利益
額が高くなる傾向がみられる。

【図表Ⅱ－1－18】　売上総利益額の増減
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【図表Ⅱ－1－19】　経常利益額
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4　期末在庫の状況

⑴　期末在庫高
　期末在庫高をみると、全体では［10日～１ヶ月未満］
が19.0％で最も高い割合である（図表Ⅱ－１－20）。
次いで「１～２ヶ月未満」が17.7％、「10日未満」が
13.5％となっている。「在庫なし」は8.2％みられるが、
一方で「６ヶ月～1年未満」が8.3％、「１年以上」も
4.4％と商品を長期間在庫としている企業も少なくな
い。前回調査と比べると［10日～１ヶ月未満］割合が

大きく減少しているほか、３ヵ月以上の期末在庫を保
有する割合も低下している。
　業種別にみると、「食料品卸売業」では［10日未満］
が27.0％と他の業種に比べて割合が高く、なかでも鮮
度が要求される「生鮮食品卸売業」では45.9％と一段
と高い。また、「衣料品卸売業」は［１～２ヶ月未満］
の割合が25.2％と最も高いものの、［２～３ヶ月未満］
16.8％、［10日～１ヶ月未満］16.3％、［３～６ヶ月未
満］14.9％と在庫期間は分散している。
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【図表Ⅱ－1－20】　期末在庫

609 

809 

293 

133 

160 

202 

103 

211 

264 

261 

256 

27 

89 

113 

148 

185 

264

0 20 40 60 80 100（%） 

在庫 
なし 

前回調査 

今回調査（全体） 

食 料 品 卸 売 業 

生鮮食品卸売業 

加工食品等卸売業 

衣料品関連卸売業 

住 関 連 卸 売 業 

そ の 他 卸 売 業 

1～4人 

5～9人 

10～49人 

50人以上 

10%以上増加 

やや増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

10日 
未満 

10日～ 
1ヵ月未満 

1～2ヵ月 
未満 

2～3ヵ月 
未満 

3～6ヵ月 
未満 

6ヵ月～ 
1年未満 

１年 
以上 

不明 

6.1 13.6 27.8 13.8 13.3 7.6 6.7 3.4 7.7

8.2 13.5 19.0 17.7 12.0 11.2 8.3 4.4 5.7 

11.3 27.0 22.2 13.0 9.9 5.5 6.1 
0.7 0.7 
4.4 

11.3 45.9 19.5 6.0 3.8 
1.5 
5.3 1.5 1.5 

1.5 
1.5 5.3 

11.3 11.3 24.4 18.8 15.0 8.8 6.9 3.8 

5.0 2.0 2.0 2.0 16.3 25.2 16.8 14.9 9.9 5.0 5.0 

5.8 7.8 18.4 16.5 10.7 15.5 12.6 3.9 8.7 

8.1 8.5 17.5 17.5 10.9 13.7 7.6 9.5 6.6 

13.3 13.3 15.5 14.4 9.5 9.5 12.1 4.9 7.6 

7.7 12.3 19.2 19.9 11.9 12.6 6.9 5.4 4.2 
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6.1 14.9 28.4 14.2 16.2 4.7 6.8 3.4 5.4 

6.5 16.8 17.3 21.6 10.8 11.4 8.1 2.2 2.2 2.2 5.4 

10.2 12.1 15.9 15.2 11.7 12.5 9.8 7.6 4.9 

0.0
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0.00.0 0.0
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⑵　期末在庫高の増減
　３年前と比べた期末在庫高の増減をみると、全体で
は［ほぼ横ばい］が36.1％であるが、［10％以上減少］
が15.2％、［やや減少］20.9％で、〔減少計〕は36.1％
であり、減少と横ばいが同じ割合となっている（図表
Ⅱ－１－21）。一方、期末在庫が［10％以上増加］と［や
や増加］をあわせた〔増加計〕は21.2％であり、期末
在庫高は減少傾向にある。
　業種別にみると、「生鮮食品卸売業」は［横ばい］
が52.6％で過半数を占め、〔増加計〕及び〔減少計〕
はともに他の業種に比べて低い割合である。

　従業者規模別にみると、「１～４人」と「５～９人」
では〔減少計〕が「ほぼ横ばい」及び〔増加計〕を上
回っているのに対して、「10～49人」では「ほぼ横ばい」
が多く、「50人以上」では〔増加計〕が「ほぼ横ばい」
と同じく高い割合を占める。
　売上高増減別にみると、「10％以上増加」では期末
在庫の〔増加計〕が55.1％と過半数を占めているのに
対して、「10％以上減少」では、期末在庫の〔減少計〕
は61.0％であり、売上高増減の期末在庫増減への影響
が現れている。
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5　労働分配率の状況

　労働分配率をみると、全体では「40～50％未満」が
15.7％、「50～60％未満」が16.1％であり、両者をあわ
せた［40～60％未満計］は31.8％と、［20～40％未満］
（29.0％）を上回り、およそ40％を中心に分布してい

る（図表Ⅱ－１－22）。
　売上総利益額別にみると、「１千万円未満」におい
ては［20～40％未満］が28.9％で最も高い割合であり、
次いで［20％未満］（27.3％）と、〔40％未満計〕で過
半数を占めている。また、「１千万円未満」より大き
い規模では、労働分配率が高くなる傾向がみられる。

【図表Ⅱ－1－21】　期末在庫の増減
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【図表Ⅱ－1－22】　労働分配率（売上総利益額に対する人件費の割合）
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【図表Ⅱ－1－23】　資金繰り
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6　資金繰り・資金調達の状況

⑴　資金繰り
　資金繰りをみると、全体では［やや厳しい］は24.4
％で最も高い割合であり、［厳しい］（23.0％）とあわ
せると〔厳しい計〕は47.4％と半数近くとなる。調査
期間が平成20年７月であるため、10月以降の都内中小
企業の業況の大幅な落込みを反映しておらず、平成21
年以降の実態は調査結果よりも一段と厳しいものとみ
られる（図表Ⅱ－１－23）。
　業種別にみると、「その他の卸売業」を除き、「厳し
い」あるいは「やや厳しい」の割合が高くなっており、
〔厳しい計〕は半数前後である。なかでも「加工食品
等卸売業」は［余裕あり計］が24.4％であるのに対し
て〔厳しい計〕は55.6％であり、〔余裕あり計〕との
差も31.1ポイントと一段と厳しい状況にある。一方

「その他の卸売業」では〔厳しい計〕から〔余裕あり計〕
を引いた差は11.5ポイントと厳しいものの他の業種と
くらべると相対的には緩やかとみられる。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では「厳しい」
が36.4％で〔厳しい計〕（65.9％）も過半数を占めてい
る。これに対して、「50人以上」では対照的に「余裕
あり」が37.0％で〔余裕あり計〕も48.1％となっており、
規模が大きくなるにしたがって資金繰りに余裕が生じ
ているとみられる。
　売上高規模別にみると、「５千万円未満」と「５千
万～１億円未満」では〔厳しい計〕が６割を超えてい
るのに対して、「5～10億円未満」以上の規模では〔余
裕あり計〕が〔厳しい計〕を上回っており、従業者規
模別と同様に規模が大きくなるにしたがって資金繰り
に余裕が生じているとみられる。
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⑵　資金調達
　資金調達をみると、全体では「やや厳しい」（19.3％）
と「厳しい」（18.9％）をあわせた〔厳しい計〕は38.2
％となり、〔余裕あり計〕（29.9％）との差は8.3ポイン
トとわずかに厳しいに傾いている（図表Ⅱ－１－
24）。
　業種別にみると、すべての業種で〔厳しい計〕が〔余
裕あり計〕を上回っている。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［厳しい］
が31.4％で最も高い割合であり、〔厳しい計〕では54.5
％と過半数を占めている。一方、〔余裕あり計〕は

15.5％にとどまっている。これに対して、「50人以上」
では「余裕あり」（40.7％）が最も高い割合であり、〔余
裕あり計〕は62.9％と６割を超している。このよう
に、従業者規模が大きくなるにしたがって資金調達に
余裕が生じている。
　売上高規模別にみると、「５千万円未満」と「５千
万～１億円未満」において、〔厳しい計〕が過半数を
占めているのに対して、「5～10億円未満」より大きな
規模では〔余裕あり計〕が半数前後であり、当然なが
ら売上高規模が大きくなるにしたがって、資金繰りに
余裕が生じている。

【図表Ⅱ－1－24】　資金調達
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9.9 19.1 25.9 23.9 17.1 4.1
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第3節　卸売業の取引活動とその変化

第1項　仕入活動の実態

1　仕入先総数の変化

　３年前と比較した仕入先総数の増減をみると、全体
では［ほぼ横ばい］が46.2％である（図表Ⅱ－１－
25）。また、「10％以上減少」（12.7％）と「やや減少」
（17.9％）をあわせた［減少計］（30.6％）は、「10％以
上増加」（5.2％）と「やや増加」（16.4％）をあわせた
［増加計］（21.6％）を上回っており、わずかに減少す
る企業が多くなっている。
　売上高規模別にみると「３～５億円未満」において
〔増加計〕が26.9％と、〔減少計〕（19.3％）より7.6ポ

イント上回っている。これ以上の売上高規模では〔増
加計〕がより上回るようになるのに対して、これ未満
の売上高規模では〔減少計〕が〔増加計〕を上回って
おり、売上高規模が大きくなるにしたがって仕入先数
の増加傾向が強くなる傾向がみられる。
　売上高増減別にみても、［10％以上増加］では、仕
入先総数「10％以上増加」が28.1％、仕入先総数「や
や増加」が33.7％と高い。［やや増加］では、仕入先
総数「やや増加」40.7％、仕入先総数「ほぼ横ばい」
46.9％が高くなる。［やや減少］では、仕入先総数「ほ
ぼ横ばい」53.0％、仕入先総数「やや減少」29.7％の
割合が高くなる。［10％以上減少」では、仕入先総数
「10％以上減少」33.7％、仕入先総数「やや減少」25.8
％、仕入先総数「ほぼ横ばい」33.3％となっている。

【図表Ⅱ－1－25】　3年前と比較した仕入先総数の変化
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2　仕入先企業数の多い地域

　仕入先企業数の最も多い地域をみると、全体では

［関東以外の道府県］20.0％、次いで［都心］18.9％、
［城東］16.6％、［海外］15.5％、［関東］14.3％である（図
表Ⅱ－１－26）。
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　業種別にみると、「食料品卸売業」で［都心］が
32.1％と最も高い割合であり、このうち「生鮮食品卸
売業」で［都心］が40.6％と更に高くなっているのは、
築地市場が都心に立地している影響とみられる。これ
に対して、「加工食品等卸売業」では「都心」が25.0
％と低くなる反面、「関東」（20.6％）や「関東以外の
道府県」（19.4％）が２割程度みられるようになる。
また「衣料品関連卸売業」では、「関東以外の道府県」
（32.2％）に次いで「海外」も22.3％みられ、縫製等の
安価なアジア圏からの輸入による影響とみられる。
「住関連卸売業」においても同様に「関東以外の道府県」

（30.1％）に次いで「海外」も16.5％みられた。
　取引形態別にみると、「小売直取引卸」では［関東
以外の道府県］（27.9％）と［関東］（18.1％）の割合
が高く、「他部門直取引卸」では「関東以外の道府県」
（22.2％）と「海外」（28.9％）で過半数を占めている。
また、「元卸」は「海外」が48.8％と半数近くであり、
これら一次卸においては都外からの仕入を主としてい
る。これに対して、「中間卸」と「最終卸」は「都心」
の割合が最も高く、二次卸として都心の卸売業から仕
入ているものとみられる。

【図表Ⅱ－1－26】　仕入先の企業数が最も多い地域
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3　総仕入額の決済別構成比

　総仕入額の決済方法をみると、全体では［支払日現
金決済］が67.8％で最も高い割合であり、［仕入時現
金同時決済］と［支払日手形決済］は１割台にとどま
っている（図表Ⅱ－１－27）。

【図表Ⅱ－1－27】　総仕入額の決済別構成比
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4　仕入活動における自社の問題点

　自社の仕入の問題点をみると、全体では［仕入先が
限定されている］が38.6％で第１位であり、次いで［取
扱商品アイテムが多すぎる］が22.6％、［仕入コスト
がかかりすぎるが20.8％である（図表Ⅱ－１－28）。
　業種別にみると、［仕入先が限定されている］はす
べての業種で第１位であり、特に市場からの仕入が主
流とみられる「生鮮食品卸売業」では過半数を占めて
いる。また、［情報化が遅れている］が「生鮮食品卸
売業」と「加工食品等卸売業」で第５位となっている。
従業者規模別にみると、「50人以上」を除いて［仕入
先が限定されている］が第１位であるのに対して「50
人以上」では、［取扱商品アイテムが多すぎる］が
40.7％で第１位であり、［仕入先が限定されている］
（14.8％）は第６位のため図表外となっている。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

仕入先が限定されて
いる 38.6

取扱商品アイテムが
多すぎる 22.6

仕入先コストがかか
りすぎる 20.8

商品在庫が多すぎる
 19.8

計画的な仕入ができ
ない 18.5

第６位 第７位 第８位 第９位
情報化が遅れている
 12.6

商品情報が少ない
 9.3

仕入ノウハウが不足
している 9.0

仕入先が多すぎる
 7.3

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 仕入先が限定されて
いる 46.8

仕入コストがかかり
すぎる 17.4

取扱商品アイテムが
多すぎる 16.0

計画的な仕入ができ
ない 14.0

商品在庫が多すぎる／情
報化が遅れている 13.7

生鮮食品卸売業 133 仕入先が限定されて
いる 55.6

計画的な仕入ができ
ない 20.3

仕入コストがかかり
すぎる 14.3

取扱商品アイテムが
多すぎる 11.3

情報化が遅れている／
商品情報が少ない 10.5

加工食品等卸売業 160 仕入先が限定されて
いる 39.4

取扱商品アイテムが多すぎる／仕入コス
トがかかりすぎる 20.0

商品在庫が多すぎる
 16.9

情報化が遅れている
 16.3

衣料品関連卸売業 202 仕入先が限定されて
いる 30.2

取扱商品アイテムが
多すぎる 24.3

仕入コストがかかり
すぎる 23.3

商品在庫が多すぎる
 21.3

計画的な仕入ができ
ない 19.8

住 関 連 卸 売 業 103 仕入先が限定されて
いる 31.1

商品在庫が多すぎる
 27.2

取扱商品アイテムが
多すぎる 26.2

計画的な仕入ができ
ない 24.3

仕入コストがかかり
すぎる 21.4

そ の 他 卸 売 業 211 仕入先が限定されて
いる 38.9

取扱商品アイテムが
多すぎる 28.4

商品在庫が多すぎる
 23.2

仕入コストがかかり
すぎる 22.7

計画的な仕入ができ
ない 20.9

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 仕入先が限定されて
いる 45.8

仕入コストがかかり
すぎる 17.8

計画的な仕入ができ
ない 15.9

商品在庫が多すぎる
 14.8

取扱商品アイテムが
多すぎる／情報化が
遅れている／商品情
報が少ない 11.0

５～９人 261 仕入先が限定されて
いる 37.5

仕入コストがかかり
すぎる 24.1

取扱商品アイテムが
多すぎる 21.8

計画的な仕入ができ
ない 19.5

商品在庫が多すぎる
 18.4

10～49人 256 仕入先が限定されて
いる 34.8

取扱商品アイテムが
多すぎる 33.6

商品在庫が多すぎる
 27.3

仕入コストがかかり
すぎる 20.3

計画的な仕入ができ
ない 19.5

50人以上 27 取扱商品アイテムが
多すぎる 40.7

仕入先が多すぎる／計画的な仕入ができ
ない 25.9

仕入コストがかかり
すぎる 22.2

情報化が遅れている
 18.5

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 仕入先が限定されて
いる 37.1

計画的な仕入ができ
ない 24.7

取扱商品アイテムが
多すぎる 19.1

商品在庫が多すぎる
 16.9

仕入コストがかかり
すぎる 14.6

やや増加 113 仕入先が限定されて
いる 36.3

取扱商品アイテムが
多すぎる 28.3

仕入コストがかかり
すぎる 27.4

計画的な仕入ができ
ない 16.8

商品在庫が多すぎる
 15.9

ほぼ横ばい 148 仕入先が限定されて
いる 39.9

取扱商品アイテムが
多すぎる 27.7

商品在庫が多すぎる
 23.0

仕入コストがかかり
すぎる 18.2

計画的な仕入ができ
ない 14.9

やや減少 185 仕入先が限定されて
いる 41.1

取扱商品アイテムが
多すぎる 22.7

仕入コストがかかり
すぎる 21.6

計画的な仕入ができ
ない 16.8

商品在庫が多すぎる
 15.7

10％以上減少 264 仕入先が限定されて
いる 38.3

商品在庫が多すぎる
 23.9

仕入コストがかかり
すぎる 20.8

計画的な仕入ができ
ない 20.1

取扱商品アイテムが
多すぎる／情報化が
遅れている 18.9

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－28】　自社の仕入活動の問題点

5　仕入先の問題点

　仕入先の問題点をみると、全体では［仕入価格が高
い］が37.3％で最も割合が高く、業種や従業者規模等
を問わず共通の問題点となっている（図表Ⅱ－１－
29）。次いで［商品の企画開発力が弱い］が23.7％、［仕
入ロットが大きすぎる］が16.2％である。
　業種別においても、［仕入価格が高い］はすべての
業種で第１位であり、特に「生鮮食品卸売業」では42.9
％と一段と高い割合となっている。このほか「生鮮食
品卸売業」では、季節により商品の質と量が左右され
るためか「品揃えが不十分」が17.3％で第２位となっ
ている。また、「衣料品関連卸売業」では「発注から

納品まで時間が長すぎる」（22.3％）が第３位である
ことに加えて、第５位に「新商品が揃わない」（10.9％）
がみられ、展示会での発注方式によるものとみられる。
　取引形態別においても、［仕入価格が高い］は全て
の取引形態区分で３割を超えて第１位である。また、
［商品の企画開発力が弱い］は一次卸売業にあたる「元
卸」と「他部門直取引卸」及び「小売直取引卸」では
各々 31.0％、24.4％、29.1％と共通して高い。このほ
か「元卸」において［発注から納品までの時間がかか
りすぎる］が29.9％で第２位であるのが目立ってお
り、比較的リードタイムがかかる生産者や海外から仕
入ていることに起因しているとみられる。
　従業者規模別においても［仕入価格が高い］はいず
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れの規模においても第１位である。次いで「商品の企
画開発力が弱い」が［50人以上］を除き、第２位であ
る。［50人以上］での、第２位は［仕入条件がきつい］

であり、第５位の［新商品が揃わない］と［仕入先の
情報化が遅れている］などにおいても、他の従業者規
模と回答傾向に違いがみられる。

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－29】　仕入先の問題点
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

仕入価格が高い
 37.3

商品の企画開発力が
弱い 23.7

仕入ロットが大きす
ぎる 16.2

仕入条件がきつい
 13.5

発注から納品までの
時間が長すぎる 13.2

第６位 第７位 第８位 第９位
商品情報が少ない
 12.1

品揃えが不十分
 11.5

仕入先の情報化が遅
れている 9.3

新商品が揃わない
 9.1

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 仕入価格が高い
 40.3

商品の企画開発力が
弱い 17.1

仕入条件がきつい
 16.4

仕入ロットが大きす
ぎる 14.0

商品情報が少ない
 13.0

生鮮食品卸売業 133 仕入価格が高い
 42.9

品揃えが不十分
 17.3

仕入条件がきつい
 15.0

商品情報が少ない
 14.3

仕入先の情報化が遅
れている 11.3

加工食品等卸売業 160 仕入価格が高い
 38.1

商品の企画開発力が
弱い 23.8

仕入ロットが大きす
ぎる 20.0

仕入条件がきつい
 17.5

商品情報が少ない
 11.9

衣料品関連卸売業 202 仕入価格が高い
 34.2

商品の企画開発力が
弱い 33.7

発注から納品までの時
間が長すぎる 22.3

仕入ロットが大きす
ぎる 18.3

新商品が揃わない
 10.9

住 関 連 卸 売 業 103 仕入価格が高い
 36.9

仕入ロットが大きす
ぎる 27.2

商品の企画開発力が
弱い 21.4

発注から納品までの
時間が長すぎる 19.4

仕入条件がきつい／商
品情報が少ない 15.5

そ の 他 卸 売 業 211 仕入価格が高い
 36.5

商品の企画開発力が
弱い 24.6

仕入条件がきつい
 13.7

発注から納品までの
時間が長すぎる 13.3

品揃えが不十分
 12.8

取
引
形
態
別

一次卸／
小売直取引卸 226 仕入価格が高い

 38.1
商品の企画開発力が
弱い 31.0

仕入ロットが大きす
ぎる 19.9

仕入条件がきつい
 14.6

発注から納品までの
時間が長すぎる 14.2

一次卸／
他部門直取引卸 45 仕入価格が高い

 35.6
商品の企画開発力が
弱い 24.4

仕入条件がきつい／発注から納品までの
時間が長すぎる 17.8

仕入ロットが大きす
ぎる 13.3

一次卸／元卸 127 仕入価格が高い
 39.4

発注から納品までの
時間が長すぎる 29.9

商品の企画開発力が
弱い 29.1

仕入ロットが大きす
ぎる 21.3

仕入条件がきつい
 15.0

二次卸／中間卸 90 仕入価格が高い
 38.9

品揃えが不十分
 20.0

商品の企画開発力が
弱い 18.9

商品情報が少ない
 16.7

仕入条件がきつい
 15.6

二次卸／最終卸 162 仕入価格が高い
 36.4

商品情報が少ない
 19.8

仕入ロットが大きす
ぎる 16.7

品揃えが不十分／商品の企画開発力が弱い
 15.4

その他卸／製造卸 99 仕入価格が高い
 34.3

商品の企画開発力が
弱い 22.2

発注から納品までの
時間が長すぎる 14.1

仕入ロットが大きす
ぎる 13.1

仕入先の情報化が遅
れている 11.1

その他卸／その他卸 51 仕入価格が高い
 39.2

商品の企画開発力が
弱い 19.6

仕入条件がきつい
 15.7

商品情報が少ない
 13.7

仕入ロットが大きすぎる
／発注から納品までの時
間が長すぎる 11.8

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 仕入価格が高い
 36.7

商品の企画開発力が
弱い 16.7

品揃えが不十分
 13.6

仕入条件がきつい
 13.3

商品情報が少ない／
仕入ロットが大きす
ぎる 12.1

５～９人 261 仕入価格が高い
 39.5

商品の企画開発力が
弱い 23.4

仕入ロットが大きす
ぎる 19.9

発注から納品までの
時間が長すぎる 14.9

商品情報が少ない
 14.2

10～49人 256 仕入価格が高い
 35.5

商品の企画開発力が
弱い 31.3

仕入ロットが大きす
ぎる 18.0

発注から納品までの
時間が長すぎる 13.7

仕入条件がきつい
 12.5

50人以上 27 仕入価格が高い
 40.7

仕入条件がきつい
 29.6

商品の企画開発力が
弱い 25.9

発注から納品までの
時間が長すぎる 14.8

新商品が揃わない／
仕入先の情報化が遅
れている 11.1

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 仕入価格が高い
 32.6

商品の企画開発力が
弱い 24.7

発注から納品までの
時間が長すぎる 18.0

品揃えが不十分／仕入条件がきつい
 15.7

やや増加 113 仕入価格が高い
 38.9

商品の企画開発力が
弱い 28.3

仕入ロットが大きす
ぎる 19.5

発注から納品までの
時間が長すぎる 13.3

仕入条件がきつい
 11.5

ほぼ横ばい 148 仕入価格が高い
 35.8

商品の企画開発力が
弱い 18.2

仕入ロットが大きすぎる／発注から納品
までの時間が長すぎる 14.9

仕入条件がきつい
 12.8

やや減少 185 仕入価格が高い
 36.2

商品の企画開発力が
弱い 25.9

仕入ロットが大きす
ぎる 15.7

商品情報が少ない
 12.4

仕入条件がきつい／
発注から納品までの
時間が長すぎる 11.4

10％以上減少 264 仕入価格が高い
 39.4

商品の企画開発力が
弱い 23.5

仕入ロットが大きすぎる／商品情報が少
ない 15.9

仕入条件がきつい
 15.2
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第2項　販売活動の実態

1　販売先総数の変化

　３年前と比較した販売先総数の増減をみると、全体
では販売先総数［10％以上増加］と［やや増加］をあ
わせた〔増加計〕が25.7％であるのに対し、［10％以
上減少］と［やや減少］をあわせた〔減少計〕は45.2
％となり減少企業の方が19.5ポイント高い（図表Ⅱ－
１－30）。平成19年商業統計においてみられるように
｛前述P. ９、P. 11｝、卸売業・小売業ともに事業所数
は減少しており、特定販売先の減少ではなく、販売先
企業の全体の減少とみられる。
　業種別にみると、「生鮮食品卸売業」と「加工食品
等卸売業」において〔減少計〕が半数前後であり、両
業種とも３年前と比較した売上高においても〔減少計〕
がともに過半数を占めており、この販売先件数の減少
も要因の一つと考えられる。
　取引形態別にみると、「中間卸」と「最終卸」、「小
売直取引卸」では販売先を［10％以上減少］と［やや
減少］をあわせた〔減少計〕が各々 55.6％、53.7％、

50.0％と５割以上であるのに対し、「元卸」、「その他
卸」、「他部門直取引卸」では、販売先を減らす企業が
各々 27.6％、33.3％、33.4％と大幅に低くなっている。
　従業者規模別にみると、「１～４人」においては［10
％以上減少］が33.0％で最も高い割合であり、［やや
減少］とあわせた〔減少計〕は60.3％となる。これに
対して「50人以上」では〔減少計〕は25.9％にとどまり、
従業者規模が大きくなるのにしたがって減少企業が少
なくなる傾向がみられる。
　売上高規模別にみても、売上高の大きい企業では
［ほぼ横ばい］と［やや増加］割合が５割を超す一方で、
売上高の小さい企業ほど販売先総数［減少計］割合が
高くなる。
　売上高増減別にみると、売上高を増加させた企業ほ
ど販売先総数を増やし、売上高を減少させた企業ほど
販売先を減らす企業が多くなる。特に、売上高が「10
％以上増加」した企業では、販売先総数を［10％以上
増加］させた企業が24.7％と極めて高いのに対し、売
上高を「10％以上減少」した企業においては販売先を
［10％以上減少］させた企業が47.0％と半数近くに達
している。
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2　販売先企業数の多い地域

　販売先企業数が最も多い地域をみると、全体では
［関東（都内を除く）］29.3％、次いで［都心］15.8％、
［関東以外の道府県］14.5％、［副都心］12.1％、［城東］
11.9％となっている（図表Ⅱ－１－31）。〔23区内計〕
は46.4％となり、東京を中心とした関東圏でみると
〔関東計〕が79.4％を占めている。
　業種別にみると、「住関連卸売業」と「生鮮食品卸
売業」においては［都心］が各々 22.3％、21.1％と他
の業種に比べると高い。特に「生鮮食品卸売業」は〔都
内計〕が69.3％と高い割合になっている。他の業種に
おいても都心・副都心を要として23区内の割合が高い

ものの、「その他卸売業」と「衣料品関連卸売業」では、
都外各道府県（［関東］及び［関東以外の道府県］）に
販売圏が拡大している企業が各々 50.3％、47.0％と半
数前後みられた。
　取引形態別にみると、一次卸売業にあたる［小売直
取引卸］と［他部門直取引卸］、［元卸］では、他の取
引形態以上に「関東（都内・島しょ除く）」の割合が
高い。二次卸売業の［中間卸］と［最終卸］において
は、「関東（都内・島しょ除く）」や「関東以外の道府県」
より23区内が高くなっており、なかでも［最終卸］は
〔23区内計〕が60.4％と、他の取引形態に比べて著し
く高い。

【図表Ⅱ－1－30】　3年前と比較した販売先の総数の変化
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一
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卸 

二
次
卸 

そ
の
他 

0 20 40 60 80 100（%） 

10%以上 
増加 

今回調査（全体） 

食 料 品 卸 売 業 

生鮮食品卸売業 

加工食品等卸売業 

衣料品関連卸売業 

住 関 連 卸 売 業 

そ の 他 卸 売 業 

小売直取引卸 

他部門直取引卸 

元卸 

中間卸 

最終卸 

製造卸 

その他卸 

1～4人 

5～9人 

10～49人 

50人以上 

5千万円未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5～10億円未満 

10～30億円未満 

30億円以上 

10%以上増加 

やや増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

取
引
形
態
別 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

やや増加 ほぼ横ばい やや減少 
10%以上 
減少 

不明 

5.1 20.6 27.3 26.5 18.7 1.9 

5.5 16.7 25.6 29.7 20.1 2.4 

5.3 17.3 25.6 32.3 18.0 1.5 

5.6 16.3 25.6 27.5 21.9 3.1 

5.4 23.8 26.2 24.8 18.3 1.5 

2.9 2.9 28.2 27.2 23.3 17.5 1.0 

5.2 19.4 30.8 25.1 17.5 1.9 

7.5 19.0 21.7 31.4 18.6 1.8 

4.4 28.9 33.3 17.8 15.6 0.0

7.9 26.8 36.2 15.0 12.6 1.6 

3.3 12.2 26.7 27.8 27.8 2.2 

4.3 19.1 21.6 31.5 22.2 1.2 

3.4 11.4 22.3 27.3 33.0 2.7 

4.6 21.1 29.5 25.3 17.6 1.9 

7.4 28.9 29.3 27.0 6.6 0.8 

3.7 29.6 37.0 22.2 3.7 3.7 

2.1 2.1 6.3 17.6 27.5 43.0 3.5 

1.5 1.5 13.4 18.7 35.8 28.4 2.2 

4.7 21.7 29.2 28.8 14.2 1.4 

3.8 32.1 34.6 21.8 7.7 0.0

10.4 28.1 32.3 20.8 7.3 1.0 

9.7 28.3 36.3 18.6 4.4 2.7 

8.3 29.2 29.2 25.0 8.3 0.0

24.7 51.7 15.7 4.5 3.4 0.0

9.7 47.8 31.0 8.8 1.8 1.8 1.8 0.9 

2.7 2.7 24.3 46.6 22.3 3.4 0.7 

31.4 9.7 
0.5 0.5 

47.6 9.2 1.6 

15.9 4.2 
0.8 0.8 

29.2 47.0 3.0 

0.00.0
15.7 49.0 19.6 13.7 2.0 

2.0 2.0 26.3 25.3 26.3 17.2 3.0 
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3　総販売額の決済別構成比

　総販売額の決済方法をみると、全体では［受取日現
金決済（前払い含む）］が62.3％で最も高い割合であ
り、次に［受取日手形決済］が24.2％であり、両者の
間には明確な差がみられる（図表Ⅱ－１－32）。［販売
時現金決済］は13.7％と低い割合である。

【図表Ⅱ－1－31】　販売先の企業数が最も多い地域
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海外 不明 

n

15.8 12.1 11.9 3.3 3.2 3.7 
0.1 0.1 

0.00.0

29.3 14.5 1.1 1.1 1.1 4.9 

18.1 12.3 11.9 5.5 3.8 6.8 
0.3 0.3 

0.3 0.3 28.0 7.5 5.5 

21.1 13.5 14.3 6.8 5.3 
0.80.8
7.5 21.8 5.3 3.8 

0.60.6
0.00.0

0.00.0
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【図表Ⅱ－1－32】　総販売額の決済別構成比
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4　販売活動における自社の問題点

　販売活動における自社の問題点をみると、全体では
［販売先の新規開拓困難］（55.5％）が過半数を占めて
おり、これに次ぐのは、［人手不足で営業活動が不十
分］26.5％、［同業他社と差別化ができない］22.0％で
ある（図表Ⅱ－１－33）。
　業種別にみると、「住関連卸売業」では、第１位［販
売先の新規開拓が困難］48.5％、第２位［人手不足で

営業活動が不十分］28.2％である。他の業種は［販売
先の新規開拓が困難］、［人手不足で営業活動が不十
分］、［同業他社と差別化ができない］を第１～３位、
［販売コストがかかりすぎる］を第４～５位にあげて
おり、各業種ともおおむね主要な問題点は共通してい
る。
　従業者規模別にみると、［販売先の新規開拓困難］
はいずれの区分でも第１位であり、小規模企業ほど割
合が高い。全体で第２位の［人手不足で営業活動が不

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

販売先の新規開拓が
困難 55.5

人手不足で営業活動
が不十分 26.5

同業他社との差別化
ができない 22.0

販売コストがかかり
すぎる 17.4

価格交渉力が弱い 
 16.7

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
販売先へのきめ細か
いサービスが不十分 
 14.6

取扱商品アイテムが
多すぎる 14.5

支払条件交渉の困難
性 11.2

販売先への販促活
動、売場管理等の支
援が不十分 10.4

販売先の情報が収集
できない 10.1

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
販売ノウハウが不足
している 8.3

品揃えが不十分
 7.8

多頻度配送への対応
が不十分 6.9

小口配送への対応が
不十分 6.4

販売先への情報提供
ができない 5.7

第16位
欠品・品違いが多い
 3.8

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 販売先の新規開拓が
困難 60.8

人手不足で営業活動
が不十分 29.4

同業他社との差別化
ができない 22.9

販売コストがかかり
すぎる 17.4

価格交渉力が弱い
 17.1

生鮮食品卸売業 133 販売先の新規開拓が
困難 60.9

人手不足で営業活動
が不十分 32.3

同業他社との差別化
ができない 20.3

価格交渉力が弱い
 18.8

販売コストがかかり
すぎる 15.8

加工食品等卸売業 160 販売先の新規開拓が
困難 60.6

人手不足で営業活動
が不十分 26.9

同業他社との差別化
ができない 25.0

販売コストがかかり
すぎる 18.8

販売先へのきめ細かい
サービスが不十分 16.9

衣料品関連卸売業 202 販売先の新規開拓が
困難 55.4

人手不足で営業活動
が不十分 25.2

同業他社との差別化
ができない 21.3

販売コストがかかり
すぎる 15.3

支払条件交渉の困難
性／取扱商品アイテ
ムが多すぎる 13.9

住 関 連 卸 売 業 103 販売先の新規開拓が
困難 48.5

人手不足で営業活動
が不十分 28.2

価格交渉力が弱い
 24.3

販売コストがかかりすぎる／販売先への
きめ細かいサービスが不十分 20.4

そ の 他 卸 売 業 211 販売先の新規開拓が
困難 51.7

同業他社との差別化
ができない 25.1

人手不足で営業活動
が不十分 22.7

取扱商品アイテムが
多すぎる 20.9

販売コストがかかり
すぎる 18.0

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 販売先の新規開拓が
困難 62.1

人手不足で営業活動
が不十分 26.1

同業他社との差別化
ができない 19.3

価格交渉力が弱い
 14.8

品揃えが不十分
 12.1

５～９人 261 販売先の新規開拓が
困難 56.3

人手不足で営業活動
が不十分 29.5

同業他社との差別化
ができない 24.5

価格交渉力が弱い
 18.0

販売コストがかかり
すぎる 16.5

10～49人 256 販売先の新規開拓が
困難 48.8

販売コストがかかり
すぎる 24.6

人手不足で営業活動
が不十分 24.2

同業他社との差別化ができない／取扱商
品アイテムが多すぎる 22.7

50人以上 27 販売先の新規開拓が
困難 44.4

販売コストがかかり
すぎる 33.3

人手不足で営業活動が不十分／価格交渉力が弱い／取扱商品ア
イテムが多すぎる 22.2

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 販売先の新規開拓が
困難 31.5

人手不足で営業活動
が不十分 27.0

販売先へのきめ細かいサ
ービスが不十分 18.0

販売コストがかかり
すぎる 16.9

同業他社との差別化
ができない 15.7

やや増加 113 販売先の新規開拓が
困難 33.6

人手不足で営業活動
が不十分 21.2

取扱商品アイテムが
多すぎる 16.8

販売コストがかかりすぎる／価格交渉力
が弱い 15.9

ほぼ横ばい 148 販売先の新規開拓が
困難 54.1

人手不足で営業活動
が不十分 31.8

同業他社との差別化
ができない 22.3

販売コストがかかりすぎる／販売先への
きめ細かいサービスが不十分 15.5

やや減少 185 販売先の新規開拓が
困難 67.6

同業他社との差別化
ができない 23.2

販売コストがかかり
すぎる 18.4

人手不足で営業活動
が不十分 17.8

取扱商品アイテムが
多すぎる 16.8

10％以上減少 264 販売先の新規開拓が
困難 65.9

人手不足で営業活動
が不十分 31.8

同業他社との差別化
ができない 25.8

価格交渉力が弱い
 21.6

販売コストがかかり
すぎる 18.9

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－33】　自社の販売活動の問題点



48

十分］は、「５～９人」では29.5％、「１～４人」では
26.1％、「10～49人」24.2％、「50人以上」22.2％と小
規模企業を中心に比較的高くなっている。
　売上高増減別にみても、［販売先の新規開拓困難］
はいずれの区分でも第１位であり、売上高減少企業ほ
ど割合が高い傾向がうかがえる。また、「10％以上増
加」では他の区分ではみられない［販売先へのきめ細
かいサービスが不十分］（18.0％）があげられている。

5　販売先の問題点

　販売先の問題点をみると、全体では［受注が小口化
している］44.6％が最も高い割合であり、次いで［販
売先の販売力が弱い］28.9％が第２位であり、明確な
差が見られる（図表Ⅱ－１－34）。

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－34】　販売先の問題点
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

受注が小口化している
 44.6

販売先の販売力が弱い
 28.9

販売先が同業他社に取られる／販売先の
移転・廃業が多い 26.6

値引き要請がきつい
 23.6

第６位 第７位 第８位 第９位
販売先の固定化が難
しい 17.6

代金回収が長期化し
ている 17.1

販売先に後継者がい
ない 13.3

多頻度配送の要請が
きつい 10.0

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 受注が小口化している
 41.6

販売先が同業他社に
取られる 32.1

販売先の移転・廃業
が多い 31.4

値引き要請がきつい
 25.6

販売先の販売力が弱い
 25.3

生鮮食品卸売業 133 受注が小口化している
 40.6

販売先が同業他社に
取られる 38.3

販売先の移転・廃業
が多い 28.6

値引き要請がきつい
 24.1

販売先の販売力が弱い 
 23.3

加工食品等卸売業 160 受注が小口化している
 42.5

販売先の移転・廃業
が多い 33.8

販売先が同業他社に取られる／販売先の販売力が弱い／値引き
要請がきつい 26.9

衣料品関連卸売業 202 受注が小口化している
 48.0

販売先の販売力が弱い
 35.1

販売先の移転・廃業
が多い 23.3

値引き要請がきつい
 20.8

販売先の固定化が難し
い／販売先が同業他社
に取られる 18.8

住 関 連 卸 売 業 103 受注が小口化している
 48.5

販売先が同業他社に
取られる 31.1

販売先の販売力が弱い
 30.1

値引き要請がきつい
 28.2

販売先の固定化が難
しい 22.3

そ の 他 卸 売 業 211 受注が小口化している
 43.6

販売先の販売力が弱い／販売先の移転・
廃業が多い 27.5

販売先が同業他社に
取られる 24.2

値引き要請がきつい
 21.3

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 受注が小口化している
 48.1

販売先の移転・廃業
が多い 34.8

販売先の販売力が弱い
 30.7

販売先が同業他社に
取られる 26.9

販売先の固定化が難
しい 18.2

５～９人 261 受注が小口化している
 46.4

販売先の販売力が弱い
 31.8

販売先が同業他社に
取られる 26.4

販売先の移転・廃業
が多い 23.8

値引き要請がきつい
 20.7

10～49人 256 受注が小口化している
 40.2

値引き要請がきつい
 31.3

販売先が同業他社に
取られる 27.0

販売先の販売力が弱い
 24.6

販売先の移転・廃業
が多い 21.1

50人以上 27 値引き要請がきつい／受注が小口化して
いる 33.3

販売先の販売力が弱い／販売先の移転・
廃業が多い 25.9

販売先が同業他社に
取られる 22.2

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 受注が小口化している
 30.3

値引き要請がきつい
 23.6

販売先の販売力が弱い
 22.5

販売先が同業他社に
取られる 20.2

代金回収が長期化し
ている 15.7

やや増加 113 受注が小口化している
 38.1

販売先が同業他社に
取られる 32.7

値引き要請がきつい
 25.7

販売先の移転・廃業
が多い 18.6

販売先の販売力が弱い
 17.7

ほぼ横ばい 148 受注が小口化している
 41.2

販売先が同業他社に
取られる 26.4

値引き要請がきつい
 24.3

販売先の固定化が難
しい 23.0

販売先の販売力が弱い
 20.3

やや減少 185 受注が小口化している
 50.3

販売先の販売力が弱い
 36.2

販売先の移転・廃業
が多い 29.7

値引き要請がきつい
 22.7

販売先が同業他社に
取られる 22.2

10％以上減少 264 受注が小口化している
 50.4

販売先の移転・廃業
が多い 40.2

販売先の販売力が弱い
 35.2

販売先が同業他社に
取られる 29.9

値引き要請がきつい
 23.1

　業種別にみても、すべての業種で［受注が小口化し
ている］が第１位である。「生鮮食品卸売業」と「住
関連卸売業」では［販売先が同業他社からとられる］
が第２位で、各々 38.3％、31.1％と同業種間の競争が
激しくなっていることがうかがえる。［販売先の移
転・廃業が多い］は、「加工食品卸売業」第２位33.8
％、「その他卸売業」第２位27.5％、「生鮮食品卸売業」
「衣料品関連卸売業」第３位各々 28.6％、23.3％で、「住
関連卸売業」を除くと販売先の減少が予想される。
　従業者規模別にみても、いずれの規模でも第１位の
［受注が小口化している］は、売上高規模が小さくな
るにしたがって割合が高くなる傾向がみられる。［値
引要請がきつい］は｢50人以上｣では33.3％と［受注が
小口化している］と同率第１位であり、「10～49人」
でも31.3％と第２位で、大規模企業ほど高い。
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第4節　物流活動と情報化
　

第1項　物流活動の状況

1　物流業務と納期・物流コスト

⑴　物流に関する業務
①　保管業務
　物流に関する業務のうち保管業務をみると、全体で
は［該当する業務なし］は4.7％とわずかであり、９
割近い企業が何らかの形で保管業務を行っている（図
表Ⅱ－１－35）。これを［すべて自社］で行っている
企業は54.9％と過半数を占めており，これに次ぐの

は、［一部を外部委託］21.1％、［全部を外部委託］
12.6％であり、保管業務の対応面において明確な差が
みられる。
　取引形態別にみると、［全て自社］で行っている企
業は、一次卸売業の「元卸」と「他部門直取引」を除
き５割以上を占めている。なかでも、「製造卸」と「最
終卸」は65％以上と高い割合を占めている。一方、「他
部門直取引卸」は、［一部を外部委託］（31.1％）が高
く「元卸」では［全部を外部委託］（36.2％）の割合
が高くなっている。
　売上高規模別にみると、［すべて自社］は「５千万
円未満」では71.8％と高い割合であり、規模が大きく
なるにしたがって割合は低下し、次第に外部委託する

【図表Ⅱ－1－35】　保管業務
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傾向がうかがえる。「30億円以上」では、［すべて自社］
は25.0％となり、［全部を外部委託］が41.7％で最も高
い割合となっている。

②　在庫管理
　物流に関連する業務のうち在庫管理をみると、全体
では［該当する業務なし］は4.3％とわずかであり、
９割近い企業が在庫管理業務を行っている（図表Ⅱ－
１－36）。これを［すべて自社］で行っている企業は
全体では66.9％と３分の２を占めており、他の物流に
関連する業務より高い割合である。
　業種別にみると、いずれの業種でも［すべて自社］
が過半数を占めて第１位であるが、「加工食品等卸売

業」で59.4％とやや割合が低く、その反面として［一
部を外部委託］が21.9％と他の区分に比べて高い割合
である。
　従業者規模別にみても、いずれの業種でも［すべて
自社］が過半数を占めて第１位であるが、規模が大き
くなるにしたがって、その割合は低くなり、反対に
［一部を外部委託］の割合が増える傾向がうかがえる。
　取引形態別にみると、在庫管理を［すべて自社］で
行っている企業は、「最終卸」81.5％、「製造卸」76.8
％で高いが、「元卸」47.2％「その他卸」51.0％は他の
取引形態より低い。一方、［一部を外部委託］を行っ
ている企業は「その他卸」25.5％、「元卸」24.4％が他
の取引形態より著しく高い。また「元卸」で、商品管

【図表Ⅱ－1－36】　在庫管理
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理と同じように在庫管理を［全部を外部委託］してい
る企業は16.5％と他の業種に比べて高かった。
　売上高規模別にみると、［すべて自社］は、小規模
企業ほど高くなる傾向がうかがえ、［一部を外部委託］
は「５億円以上」で25％以上を占めており、［全部を
外部委託］では「30億円以上」の企業が29.2％と他の
規模より高くなっている。

③　流通加工
　物流に関する業務のうち流通加工（商品の値札付け
など）をみると、全体では［該当する業務なし］が
20.4％であり、68.8％の企業が何らかの形式で流通加

工業務を行っている（図表Ⅱ－１－37）。これを［す
べて自社］で行っているのは28.2％で、［一部を外部
委託］（24.4％）よりやや高い割合であるものの、流
通加工を［すべて自社］で行っている企業の割合は、
保管や在庫管理業務に比べると低い。
　従業者規模別にみると、「流通加工」を［すべて自社］
で行っている企業は規模が小さくなるにしたがって割
合が高くなる傾向がみられる。一方、［一部を外部委
託］は規模が大きくなるにしたがって割合が高くなる
傾向がみられる。
　取引形態別にみると、「小売直取引卸」では［すべ
て自社］が29.2％、［一部を外部委託］が25.2％、［該

【図表Ⅱ－1－37】　流通加工
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当する業務なし］が21.2％と分散している。これに対
して「元卸」では［全部を外部委託］31.5％と［該当
する業務なし］が29.1％と自社での流通加工業務はあ
まりないとみられる。また、「中間卸」と「最終卸」
及び「製造卸」は［すべて自社］が３～４割みられ、
［一部を外部委託］をあわせると過半数を占めており、
自社主体で流通加工業務を行っているとみられる。
　所在地別でみると、［すべて自社］で行っている企
業の割合は、「城西」42.3％、「城南」38.0％、「城東」
34.1％、「多摩」33.3％で高く、地価の高い「都心」、
「副都心」で低い。

④　配送・輸送
　物流に関連する業務のうち配送・輸送をみると、全
体では［該当する業務なし］が3.5％であり、９割超
の企業が配送・輸送を行っている（図表Ⅱ－１－38）。
これを［すべて自社］で行っているのは23.2％にとど
まり、［全部を外部委託］36.3％及び［一部を外部委託］
31.5％がともに３割超であり、物流業務全般のなかで
も、外部委託割合が比較的高くなっている。
　業種別にみると、［全部を外部委託］割合が高いの
は、「衣料品卸売業」と「その他卸売業」である。「加
工食品卸売業」と「住関連卸売業」では、［一部を外
部委託］を中心にしながらも［全部を外部委託］が高

【図表Ⅱ－1－38】　配送・輸送
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い。「生鮮食品卸売業」では、［すべて自社］が36.1％
である一方で、［一部を外部委託］も33.1％みられ、
自社配送を中心としながらも、外部委託を効率的に活
用することによって、鮮度が重視されるなかで納期の
短縮化を図っているとみられる。
　従業者規模別にみると、［一部を外部委託］と［全
部を外部委託］の割合は大規模企業ほど高く、小規模
企業ほど［すべて自社］で配送・輸送を行っている割
合が高い。
　所在地別にみると、「城西」を除く23区内では「全
部を外部委託」が３割以上と高い。なかでも、「都心」
では、約５割と非常に高い。［自社］をあげる企業が
多いのは、「多摩」40.0％、「城西」32.1％、「城北」
30.8％である。

⑵　販売先に対する納期
　販売先に対する納期をみると、全体では［受注の翌
日］34.0％、［受注の当日］17.4％と、［受注の翌日］
までの納品が約５割を占め、次いで「受注後１週間以
上」20.0％が高い割合である（図表Ⅱ－１－39）。
　業種別にみると、「食料品卸売業」では［受注の翌日］

と［受注の当日］が高い。なかでも、商品の鮮度が要
求される「生鮮食品卸売業」では［受注の当日］（35.3
％）が一段と高い割合である。この回答者のうち約半
数は市場仲卸業者であり、小売店が早朝に市場へ出向
き、店頭で商品を目利きして購入するという市場流通
を反映している。「衣料品関連卸売業」では、商品の
代替性が少ないため後日入荷が困難な場合が多いと考
えられ、［受注の翌々日］と［受注後３～６日］は低
い割合であるが、一方で展示会発注とみられる［受注
後1週間以上］（36.6％）が他の業種に比べて高い割合
であり、業界特性を反映したものとみられる。
　従業者規模別にみると、「１～４人」において［受
注の当日］が21.6％と割合が高く、規模が大きくなる
にしたがって［受注の当日］の割合は低くなる傾向が
みられる。一方、「50人以上」では［受注の翌日］が
44.4％で最も高い割合である。これはオンラインネッ
トワークの利用が、従業者規模にしたがって「効果が
ある」割合が高くなる傾向がみられ｛P. 56後述｝、［受
注の当日］には対応できないものの、［受注の翌日］
には納品できるシステムになっているためと思われ
る。また、いずれの従業者規模でも「受注の当日」と

【図表Ⅱ－1－39】　主な販売先に対する納期
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13.8 48.8 12.5 13.8 5.6 5.6 

15.8 25.2 6.9 8.9 36.6 6.4 

8.7 27.2 12.6 21.4 24.3 5.8 

14.7 29.4 11.4 15.2 22.3 7.1 

21.6 29.9 11.0 11.7 21.6 4.2 

17.6 31.0 9.2 14.9 19.2 8.0 

13.7 40.2 8.2 11.7 19.5 6.6 

7.4 44.4 7.4 18.5 18.5 3.7 

6.7 39.3 13.5 6.7 24.7 9.0 

8.8 38.9 9.7 13.3 24.8 4.4 

20.3 32.4 7.4 13.5 21.6 4.7 

21.1 35.1 7.6 12.4 15.7 8.1 

21.2 30.7 9.1 15.5 18.6 4.9 

27.7 38.8 9.0 6.9 11.2 6.4

17.6 37.6 8.2 16.1 17.6 2.72.72.7

10.2 33.0 9.9 15.0 28.9 3.1

17.4 34.0 9.4 13.0 20.0 6.2
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「受注の翌日」の合計は半数前後であり、受注の翌日
以降の回答割合に大きな違いはみられない。
　物流活動における配送・輸送別にみると、いずれの
区分においても［受注の翌日］が最も高い割合である
が、「すべて自社」においては「受注の当日」（27.7％）
が次いで高い割合であり、自社配送のフットワークの
軽さを生かしているとみられる。これに対して、「全
部を外部委託」では「受注後１週間以上」（28.9％）
が次いで高い割合であり、［受注後３～６日］も15.0
％みられるなど配送・輸送に時間を余裕のある商品を
中心に利用している。

⑶　物流コストの割合
　物流コストが売上高に占める割合をみると、全体で
は［５％未満］40.9％、［５～10％未満］26.6％で、〔10
％未満計〕は67.5％を占めている（図表Ⅱ－１－40）。
一方、［把握していない］も12.7％と一部にみられた。
　業種別にみると、「食料品卸売業」において［５％
未満］が31.1％、［５～10％未満］が29.7％と〔10％未

満計〕が約６割であるのに対して、この他の業種では
〔10％未満計〕が７割前後であり、「食料品卸売業」の
物流コストが比較的高くなっている。
　取引形態別にみると、いずれの取引形態においても
［５％未満］が最も高い割合であり、特に「製造卸」
（54.5％）が目立っている。また、二次卸売業の「中
間卸」と「最終卸」においては［把握していない］が
それぞれ18.9％・17.3％と他の取引形態に比べて高い
割合である。
　従業者規模別にみると、「10～49人」で［５％未満］
が47.7％と半数近くを占めており、次いで［５～10％
未満］が25.8％と他の従業者規模に比べて物流コスト
が低くなっている。「50人以上」では、オンラインネ
ットワーク導入によるためか｛P. 56後述｝、物流コス
トは上昇している。
　売上総利益額増減別にみると、「10％以上増加」に
おいては［５％未満］が52.8％と過半数を占めており、
［10％未満計］では79.2％であり、［やや増加］におい
ても［10％未満計］は72.6％と低コストに抑えられて

【図表Ⅱ－1－40】　物流コストの割合
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未満 

10～15％ 
未満 

15％以上 不明 
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いる。これ以外の区分では［10％未満計］は７割を下
回るほか、「把握していない」も１割を超えており、
利益に結びつけるための物流管理に差が生じていると
みられる。

第2項　情報化の状況

⑴　ITの業務への活用状況
　コンピュータ（パソコン等を含む）を活用している
業務をみると、全体では［販売業務］が66.1％で最も
割合が高く、次いで［経理業務］62.8％と［仕入業務］

51.8％となっている（図表Ⅱ－１－41）。
　売上高規模別にみると、「30億円以上」を除いて活
用している業務内容は［販売業務］［経理業務］［仕入
業務］［在庫管理業務］［総務業務］の５つが上位を占
めており、このうち「３～５億円」以外はその順位も
同一であり、概して規模が大きくなるにしたがってい
ずれの業務も割合が高くなっており、一段とITを業
務活用していることがうかがえる。更に「30億円以上」
においては、［経理業務］よりも［仕入業務］で活用
する企業が増加しているほか、［物流業務］（50.0％）
としても半数の企業が活用している。

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－41】　コンピュータ活用業務
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809
販売業務 66.1 経理業務 62.8 仕入業務 51.8 在庫管理業務 38.1 総務業務 19.8

第６位 第７位 第８位
物流業務 17.4 宣伝・広告業務 14.3 流通加工業務 3.3

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 販売業務 64.2 経理業務 54.9 仕入業務 49.8 在庫管理業務 31.7 物流業務 13.0

生鮮食品卸売業 133 販売業務 59.4 経理業務 54.1 仕入業務 45.9 在庫管理業務 29.3 物流業務／総務業務 7.5
加工食品等卸売業 160 販売業務 68.1 経理業務 55.6 仕入業務 53.1 在庫管理業務 33.8 物流業務 17.5

衣料品関連卸売業 202 販売業務 65.3 経理業務 61.9 仕入業務 53.0 在庫管理業務 42.1 総務業務 23.3
住 関 連 卸 売 業 103 経理業務 68.9 販売業務 68.0 仕入業務 41.7 在庫管理業務 35.9 総務業務 29.1
そ の 他 卸 売 業 211 経理業務 71.6 販売業務 68.7 仕入業務 58.3 在庫管理業務 44.1 総務業務 21.8

取
引
形
態
別

一次卸／
小売直取引卸 226 販売業務 65.5 経理業務 65.0 仕入業務 54.0 在庫管理業務 42.9 物流業務 23.0

一次卸／
他部門直取引卸 45 経理業務 84.4 販売業務 71.1 仕入業務 64.4 在庫管理業務 46.7 総務業務 35.6

一次卸／元卸 127 経理業務 75.6 販売業務 74.0 仕入業務 63.8 在庫管理業務 44.9 総務業務 31.5
二次卸／中間卸 90 販売業務 67.8 仕入業務 52.2 経理業務 51.1 在庫管理業務 30.0 総務業務 13.3
二次卸／最終卸 162 販売業務 65.4 経理業務 56.8 仕入業務 42.0 在庫管理業務 25.9 総務業務 14.2
その他卸／製造卸 99 販売業務 61.6 経理業務 56.6 仕入業務 44.4 在庫管理業務 43.4 宣伝・広告業務 16.2
その他卸／その他卸 51 販売業務 64.7 経理業務 58.8 仕入業務 47.1 在庫管理業務 39.2 総務業務 23.5

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 販売業務 47.7 経理業務 43.6 仕入業務 30.3 在庫管理業務 19.7 宣伝・広告業務 12.5
５～９人 261 販売業務 66.7 経理業務 63.6 仕入業務 48.7 在庫管理業務 35.2 総務業務 17.2
10～49人 256 販売業務 81.6 経理業務 78.9 仕入業務 73.8 在庫管理業務 56.6 総務業務 29.7
50人以上 27 販売業務 92.6 経理業務 88.9 仕入業務 81.5 在庫管理業務 66.7 総務業務 40.7

売
上
高
規
模
別

５千万円未満 142 販売業務 35.2 経理業務 32.4 仕入業務 19.0 在庫管理業務 14.8 宣伝・広告業務 10.6
５千万～１億円未満 134 販売業務 61.2 経理業務 53.0 仕入業務 44.0 在庫管理業務 29.9 宣伝・広告業務 21.6
１～３億円未満 212 販売業務 67.0 経理業務 62.3 仕入業務 47.2 在庫管理業務 32.1 総務業務 20.3
３～５億円未満 78 経理業務 76.9 販売業務 75.6 仕入業務 66.7 在庫管理業務 47.4 総務業務 30.8
５～10億円未満 96 販売業務 80.2 経理業務 79.2 仕入業務 65.6 在庫管理業務 55.2 総務業務 20.8
10～30億円未満 113 販売業務 86.7 経理業務 85.8 仕入業務 82.3 在庫管理業務 65.5 総務業務 35.4
30億円以上 24 仕入業務／販売業務 91.7 経理業務 83.3 在庫管理業務 58.3 物流業務 50.0

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 販売業務 82.0 経理業務 74.2 仕入業務 61.8 在庫管理業務 59.6 物流業務 30.3

やや増加 113 経理業務 78.8 販売業務 77.9 仕入業務 64.6 在庫管理業務 45.1 総務業務／物流業務 23.9
ほぼ横ばい 148 経理業務 68.2 販売業務 68.2 仕入業務 58.1 在庫管理業務 37.2 総務業務 25.0
やや減少 185 販売業務 62.7 経理業務 56.8 仕入業務 50.8 在庫管理業務 33.0 総務業務 19.5
10％以上減少 264 販売業務 56.8 経理業務 53.4 仕入業務 40.2 在庫管理業務 32.2 物流業務 12.9
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　取引形態別では、一次卸売業（「他部門直取引卸」、
「元卸」、「小売直取引卸」）の方が二次卸売業（「中間
卸」、「最終卸」）や「製造卸売業」よりも、ITを活用
した業務数と業務の実施割合が高い。

⑵　オンラインネットワーク利用状況
　コンピュータによるオンラインネットワークの利用
状況とその効果をみると、全体ではオンラインネット
ワークを利用している企業は56.0％である（図表Ⅱ－
１－42）。利用により［やや効果がある］23.0％、［効
果がある］21.5％をあわせた〔効果ある計〕44.5％で
あり、利用した企業の４割強から効果を認められてい
る。
　業種別にオンラインネットワークの利用率をみる
と、「生鮮食品卸売業」の利用率は42.8％であり、「加
工食品等卸売業」も50.0％であり、他の業種区分に比
べて低い割合である。また、利用による〔効果ある計〕

は、「生鮮食品卸売業」では27.8％、「加工食品等卸売
業」では38.2％と低い割合である。これは、「生鮮食
品卸売業」及び「加工食品等卸売業」では、多くは受
注の翌日までに納めて｛前述P. 53｝いるため情報化
する時間がないことも一因とみられる。
　取引形態別にみると、［利用していない］は二次卸
売業で多くみられ、利用している企業においても十分
に効果をあげている企業は比較的少ない。
　売上高規模別にみると、「５千万円未満」では［利
用していない］が69.0％で過半数を占めている。一
方、「30億円以上」では［効果がある］が58.3％と過
半数を占めており、売上高規模が大きくなるにしたが
って利用企業割合が増加し、［効果がある］の割合が
高くなる傾向がみられ、売上高規模との関係が顕著に
現れている。また、従業者規模別も同様の傾向にあ
る。

【図表Ⅱ－1－42】　オンラインネットワーク利用状況
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⑶　情報化の課題
　情報化の課題をみると、全体では［社内に必要な人
材が不足している］35.0％、［投資に見合った効果が
得られない］26.1％、［取引先との連携が難しい］23.1
％とする割合が高い（図表Ⅱ－１－43）。
　従業者規模別にみると、「１～４人」と「50人以上」
でともに仕入活動における自社の問題点｛前述P. 41｝
として「情報化が遅れている」をともに第５位にあげ
ているが、情報化の課題としては、「１～４人」では
［取引先との連携が難しい］（16.7％）は第５位であり
「社内に人材が不足している」（28.0％）や「投資額に
見合った効果が得られない」（24.6％）がより上位で
ある。一方「50人以上」では［取引先との連携が難し
い］（33.3％）は第１位であり、この点に違いが現れ
ている。
　売上高規模別にみると、［社内に必要な人材が不足

している］ は、「１～３億円未満」41.5％、「10～30億
円未満」37.5％が高い。［投資に見合った効果が得ら
れない］は、「５千万～１億円未満」の企業で32.8％
があげているものの、30億円以上の大規模企業では
12.5％と大幅に低いことから、「５千万～１億円未満」
では効果をあげるための情報化投資のあり方を再検討
する余地のある企業が多いようである。［取引先との
連携が難しい］は、「30億円以上」と「３～５億円未満」
の企業で３割以上、この企業グループを除く「５千万
円以上」の企業で２割の企業があげている。「30億円
以上」をみると、［情報のセキュリティの確保］25.0
％、［物流機能など他の機能との連携が不十分］ 20.8
％が、他の売上高規模の卸売業より高い。「10～30億
円未満」の企業は他の売上高規模の卸売業より［自社
だけで取り組むことが難しい］22.1％と高い。
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 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－43】　情報化の課題
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

社内に必要な人材が
不足している 35.0

投資額に見合った効果
が得られない 26.1

取引先との連携が難
しい 23.1

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 17.8

特に問題はない
 16.6

第６位 第７位 第８位 第９位
自社だけで取り組む
ことが難しい 14.6

情報のセキュリティ
の確保 10.6

共同化で事業を進める
ことが難しい 8.5

物流機能など他の機能
との連携が不十分 7.3

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 社内に必要な人材が
不足している 34.8

投資額に見合った効果
が得られない 24.2

取引先との連携が難
しい 20.8

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 18.4

自社だけで取り組む
ことが難しい 16.4

生鮮食品卸売業 133 社内に必要な人材が
不足している 33.1

取引先との連携が難
しい 23.3

自社だけで取り組むことが難しい／投資
額に見合った効果が得られない 21.1

投資金額が大きく、資
金調達が難しい／特に
問題はない 15.8

加工食品等卸売業 160 社内に必要な人材が
不足している 36.3

投資額に見合った効果
が得られない 26.9

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 20.6

取引先との連携が難
しい 18.8

特に問題はない
 14.4

衣料品関連卸売業 202 社内に必要な人材が
不足している 35.1

投資額に見合った効果
が得られない 27.7

取引先との連携が難
しい 25.2

特に問題はない
 17.3

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 16.3

住 関 連 卸 売 業 103 社内に必要な人材が
不足している 37.9

投資額に見合った効果
が得られない 25.2

取引先との連携が難
しい 22.3

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 21.4

特に問題はない
 15.5

そ の 他 卸 売 業 211 社内に必要な人材が
不足している 33.6

投資額に見合った効果
が得られない 27.5

取引先との連携が難
しい 24.6

特に問題はない
 18.5

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 16.6

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 社内に必要な人材が
不足している 28.0

投資額に見合った効果
が得られない 24.6

特に問題はない
 20.5

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 17.4

取引先との連携が難
しい 16.7

５～９人 261 社内に必要な人材が
不足している 39.5

投資額に見合った効果
が得られない 25.7

取引先との連携が難
しい 24.9

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 19.5

特に問題はない
 14.9

10～49人 256 社内に必要な人材が
不足している 38.3

投資額に見合った効果
が得られない 27.7

取引先との連携が難
しい 27.0

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 16.0

自社だけで取り組むこ
とが難しい／情報のセ
キュリティの確保／特
に問題はない 14.5

50人以上 27 取引先との連携が難
しい 33.3

社内に必要な人材が不足している／物流機能など他の機能との
連携が不十分／投資額に見合った効果が得られない 29.6

情報のセキュリティ
の確保 25.9

売
上
高
規
模
別

５千万円未満 142 投資額に見合った効果
が得られない 26.8

社内に必要な人材が
不足している 25.4

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 19.0

取引先との連携が難しい／特に問題はない
 16.9

５千万～１億円未満 134 投資額に見合った効果
が得られない 32.8

社内に必要な人材が
不足している 28.4

取引先との連携が難
しい 24.6

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 20.9

特に問題はない
 17.2

１～３億円未満 212 社内に必要な人材が
不足している 41.5

投資額に見合った効果
が得られない 21.2

取引先との連携が難
しい 20.3

特に問題はない
 19.3

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 17.5

３～５億円未満 78 社内に必要な人材が
不足している 33.3

取引先との連携が難
しい 30.8

投資額に見合った効果
が得られない 28.2

情報のセキュリティ
の確保 17.9

自社だけで取り組む
ことが難しい 16.7

５～10億円未満 96 社内に必要な人材が
不足している 33.3

投資額に見合った効果
が得られない 27.1

取引先との連携が難
しい 24.0

特に問題はない
 20.8

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 14.6

10～30億円未満 113 社内に必要な人材が
不足している 43.4

投資額に見合った効果
が得られない 29.2

取引先との連携が難
しい 27.4

自社だけで取り組む
ことが難しい 22.1

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 19.5

30億円以上 24 取引先との連携／社内に必要な人材が不
足しているが難しい 37.5

情報のセキュリティ
の確保 25.0

物流機能など他の機能と
の連携が不十分 20.8

自社だけで取り組む
ことが難しい 16.7

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 社内に必要な人材が
不足している 40.4

投資額に見合った効果
が得られない 24.7

取引先との連携が難
しい 23.6

自社だけで取り組む
ことが難しい 18.0

特に問題はない
 15.7

やや増加 113 社内に必要な人材が
不足している 38.1

投資額に見合った効果
が得られない 27.4

取引先との連携が難
しい 24.8

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 17.7

自社だけで取り組む
ことが難しい 15.0

ほぼ横ばい 148 社内に必要な人材が
不足している 37.8

投資額に見合った効果
が得られない 25.7

特に問題はない
 19.6

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 18.2

取引先との連携が難
しい 16.9

やや減少 185 社内に必要な人材が
不足している 27.0

取引先との連携が難しい／投資額に見合
った効果が得られない 24.9

特に問題はない
 21.1

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 15.1

10％以上減少 264 社内に必要な人材が
不足している 35.6

投資額に見合った効果
が得られない 27.7

取引先との連携が難
しい 25.0

投資金額が大きく、資
金調達が難しい 20.1

自社だけで取り組む
ことが難しい 18.2



59

第
Ⅱ
編
第
1
章　

卸
売
業

第5節　経営環境の変化への認識

1　競争環境の変化

　卸売業界における競争環境の変化をみると、全体で
は［価格競争の激化］をあげる企業が52.4％と最も高
く、［小売店の減少］39.9％と［同業種卸との競争激化］
31.8％が続いているが、［価格競争の激化］とは大き
な差がある（図表Ⅱ－１－44）。
　業種別にみても、すべての業種で［価格競争の激化］
と［小売店の減少］と［同業種卸との競争激化］ 、［小
売店の減少］や［輸入品の増加］は高いものの、「衣
料関連卸売業」では［価格競争の激化］や［同業種卸
との競争激化］をあげる企業が他の業種に比べると低
下する。住関連卸売業では、全体であげている項目に
次いで［他業種卸との競争の激化］ ［メーカーと大手
小売業間の直接取引の増加］が高くなる。［インター

ネット等を活用した販売形態の拡大］ をあげる企業
は、食料品（生鮮食品と加工食品）卸売業のみ低い。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［小売店
の減少］が50.0％で第１位であり、［価格競争の激化］
（49.2％）よりわずかに高い割合である。［小売店の減
少］は「５～９人」と「10～49人」では約36％でとも
に第２位であるが、「50人以上」では図表上現れてい
ないが、18.5％で第７位と、規模に応じて割合が低く
なる傾向がうかがえる。また、［同業種卸との競争環
境の激化］は「１～４人」が22.7％であるのに対して、
「50人以上」では55.6％と過半数を占めており、［小売
店の減少］と正反対に規模に応じて割合が高くなる傾
向がうかがえる。このほか、［インターネット等を活
用した販売形態の拡大］は規模に応じて割合が高くな
る傾向がうかがえるなど、従業者規模によって環境変
化の認識の重要度に温度差がみられた。
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 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－44】　競争環境の変化
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

価格競争の激化
 52.4

小売店の減少
 39.9

同業種卸との競争の
激化 31.8

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 20.1

商慣行の変化
 16.6

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
輸入品の増加
 15.7

メーカーと大手小売業間の直接取引の増
加／他業種卸との競争の激化 15.1

卸売業の転廃業の増加
 13.0

顧客のネット販売利
用の増加 10.9

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位

卸売業の規模格差の
拡大 10.8

ディスカウントスト
ア、ＳＰＡ等の新業
態の成長 9.4

通信販売、訪問販売
等の進展 8.2

小売業主体の価格決
定権 7.7

卸売機能を担う卸売業
以外の事業者の出現
 7.4

第16位 第17位 第18位 第19位 第20位
流通のグローバル化
 6.6

大手小売業における卸売
業の納入業者化 6.2

大手小売業における卸
売業の選別化 4.9

情報ネットワークシス
テム化の進展 4.3

商材のデジタル化
 1.7

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 価格競争の激化
 55.6

小売店の減少
 43.3

同業種卸との競争の
激化 36.5

他業種卸との競争の
激化 17.4

商慣行の変化
 17.1

生鮮食品卸売業 133 価格競争の激化
 56.4

小売店の減少
 49.6

同業種卸との競争の
激化 38.3

他業種卸との競争の
激化 18.0

商慣行の変化
 15.0

加工食品等卸売業 160 価格競争の激化
 55.0

小売店の減少
 38.1

同業種卸との競争の
激化 35.0

商慣行の変化
 18.8

他業種卸との競争の
激化 16.9

衣料品関連卸売業 202 価格競争の激化
 47.0

小売店の減少
 42.6

同業種卸との競争の
激化 25.2

輸入品の増加
 23.8

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 21.8

住 関 連 卸 売 業 103 価格競争の激化
 58.3

小売店の減少／同業種卸との競争の激化
 30.1

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 29.1

他業種卸との競争の
激化 22.3

そ の 他 卸 売 業 211 価格競争の激化
 50.2

小売店の減少
 37.4

同業種卸との競争の
激化 32.2

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 24.2

メーカーと大手小売業
間の直接取引の増加
 17.1

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 小売店の減少
 50.0

価格競争の激化
 49.2

同業種卸との競争の
激化 22.7

商慣行の変化
 19.7

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 16.7

５～９人 261 価格競争の激化
 56.3

小売店の減少
 35.6

同業種卸との競争の
激化 34.9

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 19.9

輸入品の増加
 18.0

10～49人 256 価格競争の激化
 50.8

小売店の減少
 36.3

同業種卸との競争の
激化 35.5

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 25.0

他業種卸との競争の
激化 17.6

50人以上 27 価格競争の激化
 59.3

同業種卸との競争の
激化 55.6

小売業主体の価格決定権／顧客のネット
販売利用の増加 25.9

商慣行の変化／メーカ
ーと大手小売業間の直
接取引の増加 22.2

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 価格競争の激化
 52.8

同業種卸との競争の
激化 30.3

小売店の減少
 20.2

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 19.1

他業種卸との競争の
激化 16.9

やや増加 113 価格競争の激化
 52.2

同業種卸との競争の
激化 34.5

小売店の減少
 31.9

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 23.0

商慣行の変化
 20.4

ほぼ横ばい 148 価格競争の激化
 56.1

小売店の減少
 34.5

同業種卸との競争の
激化 33.1

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 23.0

商慣行の変化
 16.9

やや減少 185 小売店の減少／価格競争の激化
 47.0

同業種卸との競争の
激化 31.4

商慣行の変化
 20.5

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 19.5

10％以上減少 264 価格競争の激化
 54.9

小売店の減少
 48.9

同業種卸との競争の
激化 30.7

輸入品の増加
 18.6

インターネット等を
活用した販売形態の
拡大 18.2
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2　現在も続いている商慣習

　現在も続いている商慣習をみると、全体では［返品
制度］が27.1％で最も高い。次いで［協賛金］17.1％、
［委託販売］15.7％、［値札付け］14.8％、［リベート］

12.9％、［建値制度］11.5％と割合が高い（図表Ⅱ－１
－45）。
　業種別にみると、「衣料品関連卸売業」で［返品制度］
38.1％、［値札付け］34.2％、［委託販売］24.8％が高
い。「生鮮食品卸売業」と「加工食品卸売業」では、［返

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

返品制度
 27.1

協賛金制度
 17.1

委託販売
 15.7

値札付け
 14.8

リベート
 12.9

第６位 第７位 第８位 第９位
建値制度
 11.5

特約・代理店制度
 9.1

センター・フィー
 7.4

販売員派遣
 5.3

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 返品制度
 23.2

リベート
 20.8

協賛金制度
 17.4

建値制度
 15.0

センター・フィー
 10.9

生鮮食品卸売業 133 返品制度
 24.8

リベート
 19.5

協賛金制度
 18.8

建値制度
 10.5

センター・フィー
 9.8

加工食品等卸売業 160 返品制度／リベート
 21.9

建値制度
 18.8

協賛金制度
 16.3

特約・代理店制度
 12.5

衣料品関連卸売業 202 返品制度
 38.1

値札付け
 34.2

委託販売
 24.8

協賛金制度
 15.8

販売員派遣
 9.9

住 関 連 卸 売 業 103 返品制度
 27.2

協賛金制度
 20.4

値札付け
 17.5

リベート
 16.5

特約・代理店制度
 15.5

そ の 他 卸 売 業 211 委託販売
 22.7

返品制度
 21.8

協賛金制度
 16.1

特約・代理店制度
 12.3

値札付け／建値制度
 10.0

取
引
形
態
別

一次卸／
小売直取引卸 226 返品制度

 31.0
値札付け
 23.5

委託販売
 19.5

協賛金制度
 17.7

建値制度／リベート
 10.6

一次卸／
他部門直取引卸 45 返品制度

 17.8
建値制度／リベート／協賛金制度／特約・代理店制度
 13.3

一次卸／元卸 127 返品制度
 34.6

協賛金制度
 25.2

委託販売
 19.7

センター・フィー
 15.0

建値制度／リベート
 14.2

二次卸／中間卸 90 返品制度
 20.0

建値制度
 17.8

協賛金制度
 12.2

委託販売
 10.0

リベート／特約・代
理店制度 8.9

二次卸／最終卸 162 返品制度
 25.3

協賛金制度
 18.5

リベート
 17.3

値札付け
 11.1

委託販売
 9.9

その他卸／製造卸 99 返品制度
 25.3

委託販売
 23.2

値札付け
 16.2

リベート／協賛金制度
 14.1

その他卸／その他卸 51 返品制度
 25.5

値札付け／特約・代理店制度
 15.7

建値制度
 13.7

リベート
 11.8

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 返品制度
 16.7

建値制度
 12.9

委託販売
 12.1

値札付け
 10.6

協賛金制度
 9.8

５～９人 261 返品制度
 30.7

値札付け
 16.9

委託販売
 15.3

協賛金制度
 14.6

リベート
 14.2

10～49人 256 返品制度
 34.0

協賛金制度
 25.0

委託販売
 19.1

値札付け
 17.6

リベート
 16.4

50人以上 27 リベート
 44.4

協賛金制度
 37.0

返品制度
 29.6

委託販売
 22.2

センター・フィー
 18.5

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 返品制度
 28.1

協賛金制度
 22.5

委託販売
 20.2

リベート／値札付け
 19.1

やや増加 113 返品制度
 30.1

協賛金制度
 18.6

委託販売
 15.0

リベート
 13.3

建値制度／値札付け
 12.4

ほぼ横ばい 148 返品制度
 29.1

協賛金制度
 17.6

建値制度／リベート
 14.2

値札付け
 13.5

やや減少 185 返品制度
 25.4

協賛金制度／値札付け
 15.7

委託販売
 15.1

建値制度
 13.0

10％以上減少 264 返品制度
 25.8

委託販売
 17.0

協賛金制度
 15.2

値札付け
 14.4

建値制度
 11.0

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－45】　商慣習
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品制度］ 各々 24.8％、21.9％、 ［リベート］ 19.5％、21.9
％をあげている。「住関連卸売業」は、［返品制度］
27.2％、［協賛金制度］20.4％が高い。
　取引形態別にみると、一次卸売業の「小売直取引卸」
と「元卸」では［返品制度］をあげる企業割合が各々
34.6％、31.0％であるが、他部門直取引卸では17.8％
と低い。他の取引形態では、［返品制度］をあげる企
業割合は２割前後である。他には、「小売直取引卸」
で［値付け］、「元卸」で［協賛金］、「製造卸」と「小
売直取引卸」では、［委託販売］が他の取引形態に比
べると高くなる。

3　東京の立地環境

　東京の立地環境をみると全体では、［競争が激しい］
が31.8％で第１位である（図表Ⅱ－１－46）。次いで
［高齢化］27.3％、［中小企業の減少傾向］24.5％が高

い割合となっている。
　所在地別にみると、［競争が激しい］が高いのは「多
摩」の46.7％で、次いで「城西」、「城南」、「城東」、「都
心」となっている。［高齢化］は「城北」が46.2％、「多
摩」37.8％、「城西」32.1％、「城東」30.9％で高く、「都
心」、「副都心」「城南」は２割台にとどまっている。 ［人
件費の高さ］はすべての地域で２割台で、地域ごとの
負担感の差は少ない。
　業種別にみると、「食料品卸売業」では、［高齢化］
31.4％、［少子化］20.5％が高く、品揃え面や少量多品
種販売への対応に迫られつつあることがうかがえる。
また、「住関連卸売業」では［交通の利便性］が21.4
％で高く第５位である。
　売上高増減別では、「売上高増加企業」ほど［マー
ケットの巨大性］と［人件費の高さ］が高い。［中小
企業の減少傾向］と［高齢化］は、規模の小さい企業
ほどあげる割合が高くなる。
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卸
売
業

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

競争が激しい
 31.8

高齢化
 27.3

中小小売業の減少傾向
 24.5

人件費の高さ
 23.7

マーケットの巨大性
 20.9

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
駐車場が不足
 17.4

少子化
 16.8

交通の利便性
 16.4

地価の高さ
 10.5

卸売業の減少傾向
 10.4

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
道路交通事情の悪さ
 9.9

マーケットの先進性
 9.8

情報発信機能の発達
 7.5

東京圏の人口の集積／本社機能が集中
 7.0

第16位 第17位 第18位
卸売業が集積
 6.3

小売業が集積
 5.3

人材が豊富
 3.5

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 競争が激しい
 35.8

高齢化
 31.4

マーケットの巨大性
 25.6

中小小売業の減少傾向
 24.9

人件費の高さ
 23.2

生鮮食品卸売業 133 高齢化
 36.8

競争が激しい
 34.6

マーケットの巨大性
 29.3

中小小売業の減少傾向
 26.3

少子化
 24.8

加工食品等卸売業 160 競争が激しい
 36.9

高齢化
 26.9

中小小売業の減少傾向
 23.8

マーケットの巨大性／人件費の高さ
 22.5

衣料品関連卸売業 202 中小小売業の減少傾向
 27.7

人件費の高さ／競争が激しい
 25.2

高齢化
 22.3

マーケットの巨大性
 18.8

住 関 連 卸 売 業 103 競争が激しい
 36.9

高齢化
 35.9

中小小売業の減少傾向
 22.3

人件費の高さ／交通の利便性
 21.4

そ の 他 卸 売 業 211 競争が激しい
 29.9

人件費の高さ
 24.2

高齢化
 22.3

中小小売業の減少傾向
 21.8

少子化
 19.9

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 高齢化
 33.3

競争が激しい
 31.8

中小小売業の減少傾向
 31.4

マーケットの巨大性
 18.2

少子化
 16.7

５～９人 261 競争が激しい
 29.5

高齢化
 26.4

マーケットの巨大性／中小小売業の減少
傾向 21.8

人件費の高さ
 21.5

10～49人 256 競争が激しい
 34.0

人件費の高さ
 32.4

高齢化
 23.8

マーケットの巨大性
 22.3

中小小売業の減少傾向
 21.5

50人以上 27 人件費の高さ
 48.1

競争が激しい
 33.3

マーケットの巨大性
 22.2

少子化
 18.5

情報発信機能の発達
／地価の高さ 14.8

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 競争が激しい
 31.5

マーケットの巨大性／人件費の高さ
 29.2

交通の利便性
 23.6

駐車場が不足
 16.9

やや増加 113 人件費の高さ
 32.7

競争が激しい
 30.1

マーケットの巨大性
 23.9

高齢化
 22.1

交通の利便性
 21.2

ほぼ横ばい 148 競争が激しい
 35.8

高齢化
 25.7

人件費の高さ
 23.6

マーケットの巨大性
 22.3

少子化
 21.6

やや減少 185 競争が激しい
 32.4

高齢化
 31.9

中小小売業の減少傾向
 26.5

人件費の高さ
 21.6

マーケットの巨大性
 20.0

10％以上減少 264 中小小売業の減少傾向
 34.5

高齢化
 31.1

競争が激しい
 29.9

人件費の高さ
 20.1

駐車場が不足
 19.7

所　

在　

地　

別

都　心 257 競争が激しい
 31.5

人件費の高さ
 26.1

中小小売業の減少傾向
 25.7

交通の利便性
 23.3

マーケットの巨大性
 21.4

副都心 137 人件費の高さ／競争が激しい
 25.5

高齢化
 24.8

中小小売業の減少傾向
 20.4

マーケットの巨大性
 19.0

城　東 217 競争が激しい
 31.8

高齢化
 30.9

中小小売業の減少傾向
 24.9

人件費の高さ
 20.3

マーケットの巨大性
 19.8

城　南 71 中小小売業の減少傾向
 35.2

競争が激しい
 32.4

高齢化
 26.8

人件費の高さ／駐車場が不足
 23.9

城　西 56 競争が激しい
 37.5

高齢化
 32.1

駐車場が不足
 28.6

人件費の高さ
 25.0

少子化
 21.4

城　北 26 高齢化
 46.2

少子化
 30.8

競争が激しい
 26.9

人件費の高さ／駐車場が不足／中小小売
業の減少傾向 23.1

23区地域計 764 競争が激しい
 30.9

高齢化
 26.7

中小小売業の減少傾向
 24.7

人件費の高さ
 24.0

マーケットの巨大性
 20.2

多　摩 45 競争が激しい
 46.7

高齢化
 37.8

マーケットの巨大性
 33.3

人件費の高さ／中小小売業の減少傾向
 20.0

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－46】　東京の立地環境
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4　経営環境変化への自社の対応状況

⑴　環境変化への対応
①　この３年間の取り組み
　自社を取り巻く環境変化に対応するため、この３年
間で重点的に取り組んだ項目をみると、全体では［営
業の強化］が44.3％で最も高く、次いで［企画開発力
の強化］18.4％、［財務体質の強化］17.1％であるが、
［営業の強化］とは大きな差がある（図表Ⅱ－１－
47）。
　業種別にみても、［営業の強化］はいずれの業種で
も第１位であり、なかでも「加工食品等卸売業」が
50.0％と高くなっている。また、「食料品卸売業」で
は［商品の安心・安全の確保］が20.8％で第２位であ
り、その内訳区分である「生鮮食品卸売業」・「加工食
品卸売業」ともに約２割で第２位である。この詳細は
第Ⅲ編第３章　食の安心・安全｛後述P. 186｝のとお
りである。
　取引形態別にみても、［営業の強化］は二次卸売業
の「中間卸売業」50.0％と「その他卸売業」40.8％、
次いで一次卸売業で３割台の企業が実施している。
［企画開発力の強化］は、「製造卸売業」と一次卸売業
及び「その他卸売業」で実践している割合が高い。［財
務体質の強化］は一次卸売業の「他部門直取引卸売業」
と「元卸」、そして二次卸売業の「最終卸売業」で行
っている割合が高い。［販売先の見直し］は「製造卸」

と「その他卸」で若干高く、二次卸売業の「中間卸売
業」と「最終卸売業」と一次卸売業のなかでは「元卸」
の割合が高い。
　従業者規模別においても、［営業の強化］はいずれ
の業種でも第１位であり、「１～４人」の33.3％から
「10～49人」の52.7％まで割合が増加するが、「50人以
上」では44.4％とやや減少している。また、「企画開
発力の強化」及び「財務体質の強化」は従業者規模が
大きくなるにしたがって割合が高くなる傾向がみられ
る。「１～４人」を除きそれぞれ第２位・第３位とな
っているが、「１～４人」では図表上では現れていな
いが、第６位（12.5％）・第７位（11.7％）であり、他
の従業者区分に比べて取り組む優先順位が下がってい
る。
　売上高増減別には、売上高増減企業とも［営業力の
強化］を推進してきた割合が高く、「10％以上増加」、
「やや増加」をあわせた〔増加計〕と「ほぼ横ばい」
企業では、［企画開発力の強化］や［人材の育成］を
実践してきた割合が売上高減少企業より高い。また、
「10％以上増加」企業では、他の企業が１割台にとど
まる［品揃え機能の強化］を進めている企業が約２割
みられた。［仕入先の見直し］は、売上高が減少した
企業ほど進める割合が高くなっている。［販売先の見
直し］、［人員の削減］も、〔増加計〕より〔減少計〕
で割合が高い。
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卸
売
業

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

営業の強化
 44.3

企画開発力の強化
 18.4

財務体質の強化
 17.1

販売先の見直し
 16.1

品揃え機能の強化
 15.0

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
仕入先の見直し
 12.9

商材の発掘／商品の安心・安全の確保
 10.6

価格競争力の強化
 10.1

人材の育成
 9.5

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
人員の削減
 8.5

ローコストオペレー
ションの強化 5.8

情報システムの強化／物流機能の強化
 5.2

取引先への交渉力の
強化 4.9

第16位 第17位 第18位 第19位 第20位
海外仕入への対応
 4.7

組織の見直し
 3.6

事業領域の見直し／他事業への進出
 3.1

仕入先の分散化
 2.5

第21位 第22位 第23位 第24位 第25位
小売分野への進出／販売先支援機能の強化
 1.9

トレーサビリティの
確保 1.5

環境（エコ）活動へ
の対応 1.4

電子決済への対応
 0.9

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 営業の強化
 47.1

商品の安心・安全の
確保 20.8

財務体質の強化
 17.4

品揃え機能の強化
 17.4

販売先の見直し
 16.7

生鮮食品卸売業 133 営業の強化
 43.6

財務体質の強化
 21.1

商品の安心・安全の
確保 21.1

品揃え機能の強化
 19.5

販売先の見直し
 14.3

加工食品等卸売業 160 営業の強化
 50.0

商品の安心・安全の
確保 20.6

販売先の見直し
 18.8

品揃え機能の強化
 15.6

財務体質の強化
 14.4

衣料品関連卸売業 202 営業の強化
 42.6

企画開発力の強化
 30.2

販売先の見直し
 19.8

仕入先の見直し
 13.9

財務体質の強化
 13.4

住 関 連 卸 売 業 103 営業の強化
 46.6

財務体質の強化
 20.4

品揃え機能の強化
 19.4

企画開発力の強化
 18.4

商材の発掘
 15.5

そ の 他 卸 売 業 211 営業の強化
 40.8

企画開発力の強化
 21.3

財務体質の強化
 18.5

仕入先の見直し／販売先の見直し
 13.7

取
引
形
態
別

小売直取引卸 226 営業の強化
 48.2

企画開発力の強化
 20.4

販売先の見直し／品揃え機能の強化
 15.0

財務体質の強化
 12.8

他部門直取引卸 45 営業の強化
 48.9

企画開発力の強化／財務体質の強化
 22.2

人員の削減／品揃え機能の強化
 15.6

元　卸 127 営業の強化
 44.1

企画開発力の強化／財務体質の強化
 22.0

販売先の見直し
 15.7

海外仕入への対応
 14.2

中間卸 90 営業の強化
 50.0

販売先の見直し
 17.8

仕入先の見直し
 15.6

品揃え機能の強化
 14.4

商品の安心・安全の
確保 13.3

最終卸 162 営業の強化
 39.5

品揃え機能の強化
 22.8

財務体質の強化
 21.6

仕入先の見直し
 18.5

販売先の見直し
 15.4

製造卸自社内製造品 99 営業の強化
 35.4

企画開発力の強化
 31.3

販売先の見直し
 19.2

財務体質の強化
 15.2

人材の育成
 12.1

その他卸 51 営業の強化
 40.8

企画開発力の強化
 21.3

財務体質の強化
 18.5

仕入先の見直し／販売先の見直し
 13.7

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 営業の強化
 33.3

販売先の見直し
 19.7

仕入先の見直し
 17.8

品揃え機能の強化
 14.4

価格競争力の強化
 12.9

５～９人 261 営業の強化
 46.7

企画開発力の強化
 19.5

財務体質の強化
 16.9

販売先の見直し
 14.6

品揃え機能の強化
 13.0

10～49人 256 営業の強化
 52.7

企画開発力の強化
 22.3

財務体質の強化
 21.5

品揃え機能の強化
 18.4

人材の育成
 15.2

50人以上 27 営業の強化
 44.4

企画開発力の強化／財務体質の強化
 29.6

人材の育成
 22.2

ローコストオペレーションの強
化／商品の安心・安全の確保／
情報システムの強化 14.8

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 営業の強化
 48.3

企画開発力の強化／品揃え機能の強化
 21.3

財務体質の強化
 19.1

人材の育成
 18.0

やや増加 113 営業の強化
 53.1

企画開発力の強化
 24.8

財務体質の強化
 18.6

品揃え機能の強化
 15.9

商材の発掘
 15.0

ほぼ横ばい 148 営業の強化
 43.2

企画開発力の強化
 20.3

財務体質の強化
 17.6

商品の安心・安全の確保／品揃え機能の
強化 16.9

やや減少 185 営業の強化
 42.7

販売先の見直し
 18.4

財務体質の強化
 17.3

企画開発力の強化
 16.2

品揃え機能の強化
 14.1

10％以上減少 264 営業の強化
 40.5

販売先の見直し
 18.2

仕入先の見直し
 17.8

財務体質の強化
 15.5

人員の削減
 15.2

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－47】この3年間の重点項目 （複数回答：％）
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②　今後の取り組み
　自社を取り巻く環境変化に対応するため、今後３年
間で重点的に取り組む項目をみると、全体では「営業
の強化」が31.9％と第１位であり、この３年間に引き
続き今後も重点的に取り組むとされている（図表Ⅱ－

１－48）。次いで［人材の育成］20.6％、［企画開発力
の強化］17.8％となっている。
　業種別にみると、［営業の強化］はいずれの業種で
も３割台で第１位である。食料品卸売業では［商品の
安心・安全の確保］が24.2％で第２位であり、重点課

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

営業の強化
 31.9

人材の育成
 20.6

企画開発力の強化
 17.8

商品の安心・安全の
確保 14.0

財務体質の強化
 13.2

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
商材の発掘
 12.7

取引先への交渉力の
強化 11.4

販売先の見直し
 11.0

価格競争力の強化
 8.5

 品揃え機能の強化
 7.9

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
他事業への進出
 7.0

環境（エコ）動への
対応 6.6

仕入先の見直し
 5.9

ローコストオペレー
ションの強化 5.6

海外仕入への対応
 5.3

第16位 第17位 第18位 第19位 第20位
事業領域の見直し／小売分野への進出
 5.3

情報システムの強化
 4.7

組織の見直し
 4.0

物流機能の強化
 3.6

第21位 第22位 第23位 第24位 第25位
人員の削減
 3.3

販売先支援機能の強化
 2.5

仕入先の分散化／電子決済への対応
 1.6

トレーサビリティの
確保 1.2

第26位
電子タグへの対応
 0.7

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 営業の強化
 33.1

商品の安心・安全の確保／人材の育成
 24.2

財務体質の強化
 12.6

販売先の見直し
 11.9

生鮮食品卸売業 133 営業の強化
 35.3

人材の育成
 24.8

商品の安心・安全の
確保 23.3

財務体質の強化
 13.5

取引先への交渉力の強化
／販売先の見直し 12.8

加工食品等卸売業 160 営業の強化
 31.3

商品の安心・安全の
確保 25.0

人材の育成
 23.8

企画開発力の強化
 12.5

財務体質の強化
 11.9

衣料品関連卸売業 202 営業の強化
 31.2

企画開発力の強化
 27.7

人材の育成
 16.8

財務体質の強化／商材の発掘
 12.9

住 関 連 卸 売 業 103 営業の強化
 32.0

人材の育成
 19.4

財務体質の強化
 18.4

商材の発掘
 15.5

環境（エコ）活動への対
応／取引先への交渉力の
強化／他事業への進出／
販売先の見直し 13.6

そ の 他 卸 売 業 211 営業の強化
 30.8

企画開発力の強化
 22.7

人材の育成
 19.9

商材の発掘
 16.1

財務体質の強化
 11.8

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 営業の強化
 26.1

商品の安心・安全の
確保 15.2

販売先の見直し
 14.0

商材の発掘
 13.6

企画開発力の強化
 13.3

５～９人 261 営業の強化
 30.7

人材の育成
 21.1

企画開発力の強化
 16.5

商品の安心・安全の
確保 14.6

取引先への交渉力の
強化 13.8

10～49人 256 営業の強化
 38.3

人材の育成
 35.5

企画開発力の強化
 21.9

財務体質の強化
 15.6

商品の安心・安全の
確保 12.9

50人以上 27 営業の強化
 40.7

企画開発力の強化
 37.0

財務体質の強化
 33.3

商材の発掘
 18.5

情報システムの強化
／人材の育成 14.8

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 営業の強化
 36.0

人材の育成
 28.1

財務体質の強化
 24.7

企画開発力の強化／商品の安心・安全の
確保 20.2

やや増加 113 営業の強化
 31.9

人材の育成
 28.3

企画開発力の強化
 19.5

商品の安心・安全の
確保 15.0

財務体質の強化
 14.2

ほぼ横ばい 148 営業の強化
 29.7

人材の育成
 25.7

企画開発力の強化
 19.6

商品の安心・安全の
確保 14.9

販売先の見直し
 13.5

やや減少 185 営業の強化
 31.4

人材の育成
 18.9

企画開発力の強化
 18.4

商材の発掘
 15.7

財務体質の強化
 14.6

10％以上減少 264 営業の強化
 31.4

企画開発力の強化
 14.4

販売先の見直し
 14.0

人材の育成
 13.3

取引先への交渉力の
強化 12.1

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－48】今後の重点項目
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題として注目されている。
　従業者規模別においても、［営業の強化］はいずれ
の区分でも第１位である。「１～４人」においては次
いで「商品の安心・安全の確保」15.2％で第２位であ
るが、「５～９人」では14.6％で第４位、「10～49人」
では12.9％で第５位と、次第に割合と順位が低くなっ
ており、「50人以上」では図表上示していないが3.7％
で第14位となっている。

⑵　同業他社との比較
①　自社の強み
　自社における同業他社と比較した「強い点」をみる
と、全体では［商品調達力］が32.1％で最も高い割合
である（図表Ⅱ－１－49）。次いで第２位が［安定し
た取引関係］29.4％、第３位が［商品知識］25.6％で
ある。
　業種別にみると、商品のファッションセンスが決め

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－49】　自社の強み
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

商品調達力
 32.1

安定した取引関係
 29.4

商品知識
 25.6

企業としての信用力
 22.4

意思決定の迅速さ
 18.2

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
商品の企画開発力
 16.7

取引先とのコミュニ
ケーション 16.4

きめ細かいサービス
体制 15.8

営業力
 10.6

従業員の能力・やる気
 9.8

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
商材の発掘
 9.6

金融機能・資金力
 4.3

情報提供力
 3.6

企業としての知名度
 3.2

情報収集力
 3.1

第16位 第17位 第18位 第19位 第20位
販売先への販売支援
活動 2.3

組織の求心力
 1.7

情報システム／物流システム
 1.5

売上高の規模
 0.9

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 商品調達力
 36.2

安定した取引関係
 31.7

商品知識
 28.0

企業としての信用力
 20.8

きめ細かいサービス
体制 18.8

生鮮食品卸売業 133 商品調達力
 35.3

安定した取引関係
 33.1

商品知識
 30.1

意思決定の迅速さ
 23.3

きめ細かいサービス
体制 21.8

加工食品等卸売業 160 商品調達力
 36.9

安定した取引関係
 30.6

商品知識
 26.3

企業としての信用力
 23.1

取引先とのコミュニ
ケーション 19.4

衣料品関連卸売業 202 商品の企画開発力
 30.7

企業としての信用力
 26.2

商品調達力
 25.2

安定した取引関係
 24.3

商品知識
 19.8

住 関 連 卸 売 業 103 安定した取引関係
 32.0

商品調達力
 31.1

商品知識
 25.2

意思決定の迅速さ／取引先とのコミュニ
ケーション 22.3

そ の 他 卸 売 業 211 商品調達力
 33.6

安定した取引関係
 29.9

商品知識
 28.0

企業としての信用力
 22.3

きめ細かいサービス
体制 17.5

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 安定した取引関係
 27.7

商品知識／商品調達力
 26.9

きめ細かいサービス
体制 20.5

企業としての信用力
 17.0

５～９人 261 商品調達力
 34.5

安定した取引関係
 28.0

商品知識
 26.4

意思決定の迅速さ
 21.8

企業としての信用力 
 21.1

10～49人 256 商品調達力
 34.8

安定した取引関係
 32.0

企業としての信用力
 28.5

商品知識
 25.0

商品の企画開発力
 20.3

50人以上 27 安定した取引関係／商品調達力
 37.0

企業としての信用力
 29.6

取引先とのコミュニ
ケーション 25.9

意思決定の迅速さ
 14.8

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 商品調達力
 33.7

安定した取引関係
 29.2

商品の企画開発力
 25.8

意思決定の迅速さ
 23.6

企業としての信用力
 21.3

やや増加 113 商品調達力
 31.9

商品知識
 31.0

安定した取引関係
 30.1

企業としての信用力
 24.8

商品の企画開発力
 22.1

ほぼ横ばい 148 安定した取引関係
 39.9

商品調達力
 32.4

商品知識
 25.7

企業としての信用力
 23.0

意思決定の迅速さ
 18.9

やや減少 185 安定した取引関係
 31.4

商品調達力
 31.4

商品知識
 24.3

企業としての信用力
 23.8

意思決定の迅速さ
 22.2

10％以上減少 264 商品調達力
 32.6

商品知識
 26.9

きめ細かいサービス
体制 23.9

安定した取引関係
 22.3

企業としての信用力
 21.2
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手になる「衣料品関連卸売業」では、［商品の企画開
発力］ の充実を30.7％の企業が進めている。他の業種
では［商品調達力］ や［商品知識］、［安定した取引関
係］などの回答が多くなり、品揃えの厚みや販売先と
しての信頼関係の構築を強みと認識している割合が高
くなっている。［企業としての信用力］は、「衣料品関
連卸売業」と「加工食品卸売業」と「その他卸売業」
で各々 26.2％、23.1％、22.3％と高い。［意思決定の迅
速さ］は、「生鮮食品卸売業」と「住関連卸売業」で各々
23.3％、22.3％と高い。
　従業者規模別にみると、［商品調達力］は「１～４人」
を除いて約３割の企業があげている。［企業としての
信用力］、［営業力］は大規模企業ほど高く、［商品知
識］、［きめ細かいサービス体制］は小規模企業ほど高
い。

②　自社の弱み
　自社における同業他社と比較した「弱い点」をみる

と、全体では［営業力］が33.6％で第１位で、次いで
［売上高の規模］が27.8％で第２位である（図表Ⅱ－
１－50）。
　業種別にみると、すべての業種においても［営業力］
と［売上高の規模］の２項目が第１位若しくは第２位
である。
　従業者規模別をみると、すべての規模で「営業力」
が第１位であり、規模が大きくなるにしたがって割合
は低下する傾向がみられる。また、［売上高の規模］
は「50人以上」を除き第２位であり、「50人以上」で
は［企業としての知名度］が第２位となっている。
　売上高増減別にみると、「営業力」がいずれも第１
位である。また、［企業としての知名度］はいずれも
第２位であるが、「10％以上増加」においては「売上
高の規模」も同率第２位となっている。
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 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－50】　自社の弱み
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

営業力
 33.6

売上高の規模
 27.8

金融機能・資金力
 20.1

企業としての知名度
 19.0

商品の企画開発力
 15.5

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
きめ細かいサービス
体制 10.5

販売先への販売支援
活動 9.4

情報システム
 9.1

従業員の能力・やる気／情報収集力
 8.8

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
商材の発掘
 8.5

取引先とのコミュニケーション／物流シ
ステム 7.2

情報提供力
 5.7

商品調達力
 5.4

第16位 第17位 第18位 第19位 第20位
安定した取引関係
 4.4

企業としての信用力
 4.3

商品知識
 2.7

組織の求心力
 2.5

意思決定の迅速さ
 2.0

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 営業力
 37.5

売上高の規模
 26.6

金融機能・資金力
 20.8

企業としての知名度
 16.7

商品の企画開発力 
 12.3

生鮮食品卸売業 133 営業力
 40.6

売上高の規模
 25.6

金融機能・資金力
 19.5

企業としての知名度
 13.5

商品の企画開発力
 12.8

加工食品等卸売業 160 営業力
 35.0

売上高の規模
 27.5

金融機能・資金力
 21.9

企業としての知名度
 19.4

商品の企画開発力
 11.9

衣料品関連卸売業 202 売上高の規模
 29.2

営業力
 28.2

企業としての知名度
 21.3

金融機能・資金力
 19.8

商品の企画開発力
 19.3

住 関 連 卸 売 業 103 売上高の規模
 31.1

営業力／金融機能・資金力
 24.3

きめ細かいサービス体制／企業としての
知名度 19.4

そ の 他 卸 売 業 211 営業力
 37.9

売上高の規模
 26.5

企業としての知名度
 19.9

金融機能・資金力
 17.5

商品の企画開発力／
販売先への販売支援
活動 14.7

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 営業力
 35.6

売上高の規模
 33.3

金融機能・資金力
 22.3

企業としての知名度
 16.3

商品の企画開発力
 15.9

５～９人 261 営業力
 33.7

売上高の規模
 31.0

金融機能・資金力
 23.4

企業としての知名度
 20.3

商品の企画開発力
 12.6

10～49人 256 営業力
 32.0

売上高の規模
 21.1

企業としての知名度
 20.3

商品の企画開発力
 17.2

きめ細かいサービス
体制 16.4

50人以上 27 営業力
 29.6

企業としての知名度／商品の企画開発力
 22.2

きめ細かいサービス体制／意思決定の迅
速さ 18.5

売
上
高
増
減
別

10％以上増加 89 営業力
 30.3

売上高の規模／企業としての知名度
 23.6

きめ細かいサービス体制／情報システム
 16.9

やや増加 113 営業力
 31.9

売上高の規模
 24.8

企業としての知名度／金融機能・資金力
 17.7

商品の企画開発力
 14.2

ほぼ横ばい 148 営業力
 29.7

売上高の規模
 22.3

企業としての知名度
 20.9

金融機能・資金力
 20.3

商品の企画開発力
 18.2

やや減少 185 営業力
 33.5

売上高の規模
 31.4

金融機能・資金力
 16.2

企業としての知名度
 15.7

商品の企画開発力
 14.6

10%以上減少 264 営業力
 38.3

売上高の規模
 31.8

金融機能・資金力
 25.4

企業としての知名度
 18.9

商品の企画開発力
 15.5
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第6節　今後の経営戦略の方向性

1　経営に関する考え方

⑴　経営ビジョン・理念
　経営ビジョン・理念をみると、全体では「明文化し
ている」企業は12.1％にとどまるものの、明文化まで

していないが［心掛けているものがある］（51.3％）
が多く、また［特にない］は23.2％となっている（図
表Ⅱ－１－51）。
　従業者規模別にみると、経営ビジョンや理念を［明
文化している］割合が高い。小規模企業においては、
従業員が身近にいる経営者の考え方を実感しやすいた
めか、［特にない］とする割合が高くなっている。

【図表Ⅱ－1－51】　経営ビジョン・理念

809 

293 

133 

160 

202 
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211 

264 

261 

256 

27 

89 

113 

148 

185 

264

0 20 40 60 80 100（%） 

明文化している 
心掛けている 
ものがある 

特にない 不明 

今回調査（全体） 

食 料 品 卸 売 業 

生鮮食品卸売業 

加工食品等卸売業 

衣料品関連卸売業 

住 関 連 卸 売 業 

そ の 他 卸 売 業 

1～4人 

5～9人 

10～49人 

50人以上 

10%以上増加 

やや増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

13.323.251.312.1

12.327.648.511.6

12.830.849.66.8

11.925.047.515.6

15.818.355.010.9

11.729.142.716.5

13.319.055.911.8

15.533.348.13.03.0

11.924.955.28.0

12.112.952.322.7

18.57.433.340.7

12.414.650.622.5

11.515.054.918.6

10.819.653.416.2

11.926.556.25.4

17.429.245.87.6

⑵　年間事業計画
　年間事業計画の作成状況についてみると、全体では
［作成していない］が54.8％と過半数を占めている（図
表Ⅱ－１－52）。業種別にみると、「生鮮食料品卸売
業」において［作成していない］が68.4％と他の業種
区分に比べて高い割合である。また、「衣料品卸売業」
では［作成している］（46.5％）と［作成していない］（45.5
％）が拮抗している。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では「作成し
ている」は20.8％にとどまるが、規模が大きくなるに
したがって割合が高くなり、「50人以上」では85.2％
と多くの企業が［作成している］としている。
　これを、年間事業計画作成別に３年前の売上高との

増減をみると、「作成していない」においては［10％
以上減少］が40.4％で最も高い割合であり、［やや減
少］とあわせると〔減少計〕は65.2％と減少傾向が強
い（図表Ⅱ－１－53）。しかしながら、「作成している」
においても〔減少計〕（41.8％）は〔増加計〕（35.1％）
を上回っている。このため、従業者規模に応じて企業
として効率的に経営するために、年間事業計画を作成
するものの、計画の内容や実行が必ずしも売上高増加
に結びついていないとみられる。
　取引形態別にみると、「小売直取引卸」を除く一次
卸売業では、［作成している］が過半数を占めている
のに対し、「最終卸」、「中間卸売」など二次卸売業で
は、［作成していない］とする企業が７割弱と多い。
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⑶　物流投資
　積極的な物流投資をみると、全体では［投資してい
る］が11.7％に対して、［投資していない］は81.5％と
ほとんどの企業で実施していない（図表Ⅱ－１－54）。
売上高規模別にみると、［投資していない］は、「５千
万～１億円未満」89.6％、「５千万円未満」83.1％、「１
～３億円未満」85.8％と小規模企業が高い割合である
のに対して、物流投資している企業は「30億円以上」
で25.0％、10～30億円未満で23.0％であり、規模に応
じて増加する傾向みられる。
　更に、売上高規模を10億円で区分し、３年前と比べ

た売上高増減との関係をみると、「10億円未満・物流
投資していない」では［10％以上減少］が38.3％であ
り〔減少計〕は62.2％である。一方、「10億円未満・
物流投資している」においては、〔減少計〕（44.4％）
は〔増加計〕（33.3％）を上回っている。このため、
売上高10億円未満の物流取扱量では、物流投資をしな
ければ売上高は減少傾向にあるものの、投資が必ずし
も売上高増に結びついていない状況も少なくないとみ
られる。
　これに対して、「10億円以上・物流投資している」
では「10％以上増加」が28.1％あり、〔増加計〕（53.1％）

【図表Ⅱ－1－52】　年間事業計画①
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今回調査（全体） 

食 料 品 卸 売 業 

生鮮食品卸売業 

加工食品等卸売業 

衣料品関連卸売業 

住 関 連 卸 売 業 

そ の 他 卸 売 業 

小売直取引卸 

他部門直取引卸 

元卸 

中間卸 

最終卸 

製造卸 

その他卸 

1～4人 

5～9人 

10～49人 

50人以上 

10%以上増加 

やや増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

取
引
形
態
別 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

6.254.839.1

6.561.831.7

6.068.425.6

6.956.336.9

7.945.546.5

2.92.954.442.7

5.754.040.3

5.352.242.5

0.044.455.6

4.744.151.2

3.367.828.9

8.068.523.5

9.148.542.4

11.845.143.1

9.569.720.8

4.259.036.8

4.740.255.1

7.47.485.2

5.632.661.8

5.345.149.6

6.848.045.3

7.059.533.5

5.767.826.5

【図表Ⅱ－1－53】　年間事業計画②
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n

1.21.232.622.918.314.011.0

1.91.922.219.621.217.717.4

0.70.740.424.816.011.56.6
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【図表Ⅱ－1－54】　物流投資
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5～10億円未満 

10～30億円未満 

30億円以上 

10%以上増加 

やや増加 
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やや減少 

10%以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

6.881.511.7

7.882.69.6

9.881.29.0

6.383.810.0

7.981.210.9

2.92.983.513.6

6.279.114.7

9.586.44.2

6.184.79.2

5.174.220.7

3.770.425.9

14.883.12.12.1

3.789.66.7

4.785.89.4

3.880.815.4

11.568.819.8

3.573.523.0

0.075.025.0

7.968.523.6

3.581.415.0

7.477.015.5

7.084.38.6

7.286.06.8

【図表Ⅱ－1－55】物流投資と売上高増減

売上高規模 物流投資
　　　　　　　　　　　　　　３年前と比較した売上高 （％）

n
10%以上増加 やや増加 ほぼ横ばい やや減少 10%以上減少 不明

売上高10億円未満
投資している 19.0 14.3 22.2 22.2 22.2 0.0 63
投資していない 7.3 13.5 16.4 23.9 38.3 0.7 549

売上高10億円以上
投資している 28.1 25.0 28.1 6.3 12.5 0.0 32
投資していない 19.8 16.8 23.8 23.8 15.8 0.0 101

全　　　　体 11.0 14.0 18.3 22.9 32.6 1.2 809

は〔減少計〕（18.8％）を大きく上回っている（図表
Ⅱ－１－55）。一方、「10億円以上・物流投資していな

い」においても〔増加計〕（36.6％）と〔減少計〕（39.6
％）とはほぼ同じ割合であった。

⑷　情報化投資
　積極的な情報化投資をみると、全体では［情報投資
をしている］は32.5％と低い割合である（図表Ⅱ－１
－56）。
　業種別にみると、「食料品卸売業」が24.6％で他の
業種区分に比べて低く、なかでも「生鮮食品卸売業」
は16.5％と一段と低くなっている。
　従業者規模別にみると、［投資している］は「１～

４人」で17.0％であるのに対して、［50人以上］では
77.8％になり、明らかに規模が大きくなるにしたがっ
て割合が高くなる傾向がみられる。
　取引形態別にみると、「他部門直取引卸売業」にお
いて［投資している］が55.6％と過半数を占めている。
次いで高いのは、同じ一次卸売業の「小売直取引卸」、
「元卸」及び「製造卸」である。最も低いのは、二次
卸売業の「中間卸」と「最終卸」である。
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⑸　従業員に対する達成目標の設定
　従業員に対する達成目標の設定をみると、全体では
［設定している］が40.8％であり、一方［設定してい
ない］が53.0％と過半数を占めている（図表Ⅱ－１－
57）。
　業種別にみると「食料品卸売業」が33.8％と他の業
種区分に比べて低い割合である。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［設定し
ている］が18.9％と、小規模企業においては、経営者
が従業員１人ひとりまで日々きめ細かく管理できるこ

ともあり、実施割合は低い。これに対して「50人以上」
では85.2％と、規模が大きくなるにしたがって割合が
高くなる傾向がみられる。
　取引形態別にみると、［設定している］は、一次卸
売業では「元卸」と「他部門直取引卸」に［設定して
いる］が５割以上を占めているのに対し、二次卸売業
で［設定している］ は３割と低くなる。
　また、売上高増減別にみると、増加企業ほど［設定
している］が高くなり、減少企業ほど［設定していな
い］が高くなっている。

【図表Ⅱ－1－56】　情報への積極的投資
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【図表Ⅱ－1－57】　達成目標の設定
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6.559.733.8
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2　外部相談先

⑴　外部知識の積極的活用
　外部知識の積極的な活用をみると、全体では［必要
に応じて活用している］が39.7％であり、［定期的に
活用している］（3.6％）とあわせると〔活用している計〕
は43.3％である（図表Ⅱ－１－58）。一方［特に活用
しない］は48.8％であり、積極的には活用しない企業
がわずかに上回っている。
　業種別には、［特に活用しない］は「生鮮食品卸売業」

で60.2％と高い。「その他の卸売業」と「衣料品関連
卸売業」でも［活用しない］が各々 49.8％、49.5％と
半数近く占めている。ただ、「住関連卸売業」と「加
工食品卸売業」は［必要に応じて活用している］が［特
に活用しない］より高い。
　従業者規模別にみると、「１～４人」では［必要に
応じて活用している］が27.7％であるのに対して、「50
人以上」では66.7％が［必要に応じて活用している］
であり、「定期的に活用している」（11.1％）も一部に
みられる。
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【図表Ⅱ－1－58】　外部知識の積極的活用
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7.948.839.73.6

7.249.838.64.4

7.560.229.33.03.0

6.941.346.35.6

10.449.537.13.03.0
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8.049.637.25.3

0.035.655.68.9

6.343.347.23.1
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⑵　主な外部の相談先
　経営に関する主な外部の相談先をみると、全体では
顧問契約を行っている企業が多いためか、［税理士］
をあげる企業が72.9％と高い（図表Ⅱ－１－59）。次
いで［知合いの経営者］、［金融機関］を約２割の企業
があげている。
　従業者規模別にみると、従業者が49人未満までの企
業は従業者規模が大きくなるにつれ［税理士］に相談
する割合が高くなる傾向がみられる。しかし、「50人
以上」になると［税理士］に相談する割合は「10～49
人」より低下する。［知合いの経営者］に相談する割

合は、地縁的な人間関係が強い小規模企業ほど高くな
る。［金融機関］に相談する企業は「10～49人」32.8
％で最も高く、「50人以上」22.2％、「５～９人」19.5
％である。「１～４人」においては［相談しない］が
25.0％と高い。
　売上総利益額増減別でも、「税理士」に［相談する］
がいずれの区分でも高いものの、「増加」企業ほど高
い。［金融機関］に相談する企業は、「10％以上増加」
で33.3％と高いが、「やや減少」20.5％、「10％以上減
少」15.2％と、減少企業ほど相談する割合が低くな
る。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 809

税理士
 72.9

知合いの経営者
 25.7

金融機関
 21.5

特に外部に相談しない
 17.7

民間の経営コンサル
タント 5.7

第６位 第７位
親類縁者
 3.3

行政機関等の公的経
営相談コーナー  2.2

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

食 料 品 卸 売 業 293 税理士
 67.9

知合いの経営者
 22.5

金融機関／特に外部に相談しない
 20.8

民間の経営コンサル
タント 3.8

生鮮食品卸売業 133 税理士
 72.2

特に外部に相談しない
 24.1

知合いの経営者
 21.1

金融機関
 16.5

民間の経営コンサルタ
ント／親類縁者 1.5

加工食品等卸売業 160 税理士
 64.4

金融機関
 24.4

知合いの経営者
 23.8

特に外部に相談しない
 18.1

民間の経営コンサル
タント 5.6

衣料品関連卸売業 202 税理士
 78.2

知合いの経営者
 29.2

金融機関
 25.2

特に外部に相談しない
 16.8

民間の経営コンサル
タント 6.4

住 関 連 卸 売 業 103 税理士
 76.7

知合いの経営者
 26.2

金融機関
 25.2

民間の経営コンサル
タント 10.7

特に外部に相談しない
 7.8

そ の 他 卸 売 業 211 税理士
 73.0

知合いの経営者
 26.5

特に外部に相談しない
 19.0

金融機関
 17.1

民間の経営コンサル
タント 5.2

従
業
者
規
模
別

１～４人 264 税理士
 65.5

知合いの経営者
 26.9

特に外部に相談しない
 25.0

金融機関
 12.5

親類縁者
 3.8

５～９人 261 税理士
 72.8

知合いの経営者
 25.7

金融機関
 19.5

特に外部に相談しない
 16.1

民間の経営コンサル
タント 3.4

10～49人 256 税理士
 80.5

金融機関
 32.8

知合いの経営者
 25.0

特に外部に相談しない
 12.9

民間の経営コンサル
タント 9.8

50人以上 27 税理士
 74.1

知合いの経営者／金融機関
 22.2

民間の経営コンサル
タント 14.8

特に外部に相談しない
 7.4

取
引
形
態
別

一次卸／
小売直取引卸 226 税理士

 76.1
知合いの経営者
 24.8

金融機関
 20.4

特に外部に相談しない
 15.9

親類縁者
 4.4

一次卸／
他部門直取引卸 45 税理士

 73.3
知合いの経営者
 24.4

金融機関
 22.2

民間の経営コンサルタント／特に外部に
相談しない／その他 13.3

一次卸／元卸 127 税理士
 70.1

知合いの経営者
 29.1

金融機関
 23.6

特に外部に相談しない
 15.0

民間の経営コンサル
タント 5.5

二次卸／中間卸 90 税理士
 75.6

知合いの経営者
 31.1

特に外部に相談しない
 21.1

金融機関
 15.6

民間の経営コンサル
タント 4.4

二次卸／最終卸 162 税理士
 72.8

金融機関
 21.6

知合いの経営者
 21.0

特に外部に相談しない
 19.1

民間の経営コンサル
タント 5.6

その他卸／製造卸 99 税理士
 71.7

知合いの経営者
 29.3

金融機関
 22.2

特に外部に相談しない
 20.2

親類縁者
 5.1

その他卸／その他卸 51 税理士
 68.6

金融機関
 31.4

知合いの経営者
 23.5

特に外部に相談しない
 17.6

民間の経営コンサル
タント 7.8

売
上
総
利
益
額
増
減
別

10%以上増加 72 税理士
 77.8

金融機関
 33.3

知合いの経営者
 30.6

特に外部に相談しない
 12.5

民間の経営コンサル
タント 8.3

やや増加 117 税理士
 76.9

金融機関
 23.9

知合いの経営者
 22.2

特に外部に相談しない
 12.0

民間の経営コンサル
タント 6.0

ほぼ横ばい 148 税理士
 75.0

知合いの経営者／金融機関
 25.7

特に外部に相談しない
 18.2

親類縁者
 3.4

やや減少 195 税理士
 74.9

知合いの経営者
 27.7

金融機関
 20.5

特に外部に相談しない
 15.9

民間の経営コンサル
タント 5.6

10%以上減少 257 税理士
 68.5

知合いの経営者
 24.5

特に外部に相談しない
 23.3

金融機関
 15.2

民間の経営コンサル
タント 5.1

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－1－59】　外部相談先 （複数回答：％）

3　自社の事業展開と業界全体の将来性

⑴　事業展開の方向性
　自社の今後の事業展開の方向性をみると、全体では
［既存事業領域に専念して、さらに拡充する］が35.8

％で最も高い割合であり、次いで［現状を維持してい
く］26.3％［既存事業領域に加え、新たな事業領域に
進出］18.7％と本業に力を入れる割合が高い（図表Ⅱ
－１－60）。
　従業者規模別にみると、［既存事業領域に専念し
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【図表Ⅱ－1－60】　事業展開の方向性
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別 
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⑵　業界の将来性
　業界の将来性をみると、全体では［成長する］6.3
％と［やや成長する］13.2％とをあわせた〔成長する計〕
が19.5％であるのに対して、［縮小する］27.1％と［や
や縮小する］22.5％とをあわせた〔縮小する計〕は
49.6％と、業界の将来性を悲観的にとらえる企業が多
い（図表Ⅱ－１－61）。
　業種別にみると、「成長する」と「やや成長する」
をあわせた〔成長する計〕が２割を超すのは、「住関
連卸売業」、「加工食品卸売業」、「その他卸売業」の３
業種である。一方、「縮小する」と「やや縮小する」
をあわせた〔縮小する計〕が５割を超すのが、「生鮮
食料品卸売業」、「その他卸売業」、「衣料品関連卸売
業」である。
　取引形態別にみても、「成長する」と「やや成長する」
をあわせた〔成長する計〕より、「縮小する」と「や
や縮小する」をあわせた〔縮小する計〕が多い、｢他
部門直取引卸売業｣では、［成長する］が37.8％と高
い。一方、二次卸売業の「最終卸売業」と「中間卸売

業」では、［縮小する］が５割を上回っており、業界
の将来を明るいとみていない企業が多い。
　従業者規模別にみると、［成長する］が高いのは「50
人以上」18.5％である。［やや成長する］は、「50人以
上」25.9％、「10～49人」16.4％、｢５～９人｣14.2％の
企業など、規模の大きい企業ほど高くなる。これに対
し、［縮小する］と予想している割合が高いのは、「１
～４人」35.2％、「５～９人」27.2％、「10～49人」20.3
％と小規模企業ほど高い。ただ［やや縮小する］は「５
～９人」24.1％、「10～49人」23.4％、「50人以上」22.2
％で、規模の大きい企業でも事業の将来性に期待でき
ない、とみる企業も少なくない。
　売上高増減別に業界の将来性をみると、［成長する］
は「10％増加」と「やや増加」がそれぞれ14.6％及び
11.5％と比較的高い割合である。一方、［縮小する］
及び［やや縮小する］は「やや減少」と「10％以上減
少」において高い割合であり、自社の売上高の増減を
業界の将来性に投影しているものとみられる。

て、さらに拡充する］は、規模の小さい企業ほど低
く、［現状を維持していく］は規模の大きい企業ほど
低い。［廃業予定］は「１～４人」11.0％、「５～９人」
2.7％、「10～49人」と「50人以上」はともにゼロで、

また［決めていない］は「１～４人」8.3％、「５～９人」
3.4％、「10～49人」2.0％、「50人以上」ゼロで、［廃業
予定］と［決めていない］企業は「１～４人」で著し
く高くなっている。
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【図表Ⅱ－1－61】　事業の将来性
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住 関 連 卸 売 業 
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元卸 

中間卸 

最終卸 

製造卸 

その他卸 

1～4人 

5～9人 

10～49人 

50人以上 

10%以上増加 
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ほぼ横ばい 

やや減少 
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取
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別 
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第1節　企業概要

1　業種及び業態

⑴　業種別構成
　小売業基本調査の回答企業（2,341企業）の業種構

成を６区分に分類すると、［食料品関連小売業］が
31.3％と最も高く、その内訳では［菓子パン小売］、
［酒小売］が多くなっている（図表Ⅱ－２－１）。次い
で、［その他小売業］29.4％、［衣料品関連小売業］
14.9％となっている。前回調査と比べ業種構成はほぼ
同様の分布である。

第2章　小売業

　この章では、東京の中小小売業の経営実態を「東京の中小企業の現状」アンケート調査結果から、明らかに
する。なお、当調査は都内（島しょを除く）に立地する中小企業基本法が定めるところの中小小売業（資本金
又は出資の額が5千万円以下又は常時雇用する従業員数が50人以下の会社及び個人）を対象としている。
　総配布数7,000から宛先不明等を除いた有効配布数は6,482であり、有効回答数は2,341、有効回答率（有効回
答数/有効配布数）は36.1％である。

【図表Ⅱ－2－1】　業種構成

3,056 

2,341

0 20 40 60 80 100（%） 

生鮮食品 
小売業 

各種商品 
小売業 

前回調査 

今回調査（全体） 

n

食料品関連 
小売業 

衣料品関連 
小売業 

住関連 
小売業 

その他 
小売業 

不明 

6.3 8.4 30.0 13.0 9.8 32.2 0.3

6.4 8.3 31.3 14.9 9.7 29.4 0.0

⑵　業態
　業態別にみると、全体では［専門店］が84.4％で最
も多く、これに次ぐのは［コンビニエンスストア］
7.7％であるが、［専門店］とは大きな差がある（図表
Ⅱ－２－２）。
　業種別との関係をみると、［専門店］の内訳では「食

料品関連小売業」（32.8％）と「その他小売業」（30.4％）
が多く、このほか「衣料品関連小売業」（16.3％）、「住
関連小売業」（10.5％）、「生鮮食品小売業」（9.9％）と
続いている（図表Ⅱ－２－３）。また［コンビニエン
スストア］の内訳をみると、「各種商品小売業」が
76.1％と多くを占めている。

【図表Ⅱ－2－2】　業態
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0.9%専門スーパー 
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2　所在地

　所在地をみると、全体では［城東（台東、墨田、江
東、荒川、足立、葛飾、江戸川）］が25.4％と最も多
い（図表Ⅱ－２－４）。次いで、［多摩］20.9％、［城
西（世田谷、中野、杉並、練馬）］16.8％、［副都心（新

宿、文京、渋谷、豊島）］11.1％、［城南（品川、目黒、
大田）］10.9％、［都心（千代田、中央、港）］8.2％、［城
北（北、板橋）］6.4％となっている。
　平成19年商業統計調査における小売業の事業所の地
域分布とくらべると、［多摩］の割合がやや少ない。

【図表Ⅱ－2－3】　業種と業態
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【図表Ⅱ－2－4】　所在地
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副都心 都心 
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平成19年商業統計調査 

n

城東 城南 城西 城北 多摩 

8.2 11.1 25.4 10.9 16.8 6.4 20.9

9.5 12.4 22.6 10.0 15.0 6.1 24.4

3　企業形態

　企業形態をみると、全体では［個人］47.7％、［法人］
51.3％と法人がやや高い割合である（図表Ⅱ－２－
５）。前回調査とくらべると、個人の割合がわずかに
増えている。
　業種別にみると、「生鮮食品小売業」57.4％、「食料

品関連小売業」51.8％の両業種で［個人］が過半数を
占めている。業種細分類では、とくに「食肉小売」・
「鮮魚小売」・「野菜・果実小売」・「惣菜・弁当・すし
等小売」・「その他飲食料品小売」・「靴・履物小売」に
おいて［個人］が６割を超えており、反対に「各種食
料品小売」・「家電製品小売」・「家庭用品・金物・荒物
等小売」においては［法人］が６割を超えている。
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【図表Ⅱ－2－5】　企業形態
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都心 
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城東 
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多摩 
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種
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地
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n

44.8 53.8 1.4 

47.7 51.3 0.9 

42.0 57.3 0.7 

57.4 40.0 2.6 

51.8 47.6 0.5 

46.4 52.7 0.9 

38.5 61.1 0.4 

45.5 53.3 1.2 

30.1 68.9 1.0 

35.8 63.8 0.4 

54.5 44.6 0.8 

40.6 57.9 1.6 

52.8 47.2 0.0

61.1 37.6 1.3 

47.6 51.7 0.8 

48.8 50.2 1.0 

4　従業者

　従業者規模をみると、全体では［１～２人］が36.6
％と最も高い割合で、次いで［３～４人］（29.6％）、
［５～19人］（28.1％）と次第に減少している（図表Ⅱ
－２－６）。前回調査と比べても各区分で２～３ポイ

ントのわずかな差にとどまっている。
　従業者数平均は全体では6.1人であり、その内訳は
経営者役員1.4人、家族従業員1.0人、雇用従業員1.2
人、パート・アルバイト2.5人である（図表Ⅱ－２－
７）。

【図表Ⅱ－2－6】　従業者規模
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1～2人 3～4人 5～19人 20人以上 
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今回調査（全体） 

n

不明 

5.8 

6.1

平均人数 

33.9 33.1 26.6 5.7 0.7

36.6 29.6 28.1 5.0 0.7

　業種別にみると、各種商品小売業で［５～19人］が
58.0％と過半数を占めているほか、生鮮食料品小売業
で［３～４人］が40.5％と最も割合が高い。一方、こ

経営者・
役員

家族
従業員

雇用
従業員

パート・
アルバイト 平均人数

今回調査（全体） 1.4 1.0 1.2 2.5 6.1

 （人）【図表Ⅱ－2－7】　従業者数の内訳 の他の４業種は［１～２人］が最も高い（図表Ⅱ－２
－８）。
　所在地別にみると、「都心」では［５～19人］が
36.3％で最も高い割合であり、［１～２人］は23.8％と
比較的規模の大きな企業の割合が高い。一方、「城
東」、「城西」及び「城北」においては［１～２人］が
４割台であり、小規模の割合が高い。
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5　経営者

⑴　経営者年齢
　経営者の年齢をみると、全体では［60歳代］が34.3
％で最も高い割合であり、［70歳以上］（27.0％）とあ
わせると過半数を占めている（図表Ⅱ－２－９）。［70
歳以上］の割合は、前々回調査（20.5％）、前回調査

（24.9％）、今回調査（27.0％）と確実に増加している。
　経営者年齢別に従業者規模をみると、［70歳以上］
と［60歳代］において「１～２人」がともに最も高い
割合であるのに対して、これより経営者年齢が若い区
分では「５～19人」が最も高くなっている（図表Ⅱ－
２－10）。

【図表Ⅱ－2－8】　業種及び所在地と従業者規模
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43.3 30.4 21.5 0.6 4.3 
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34.2 31.0 30.5 1.2 3.2 

23.8 29.5 36.3 2.1 8.3 

30.8 30.8 31.5 1.2 5.8 

40.9 27.1 26.9 0.5 4.5 

34.3 30.3 31.1 0.8 3.5 

44.7 28.2 24.1 0.03.0 

43.0 35.6 19.5 0.7 1.3 1.3 

37.7 29.2 27.9 0.7 4.4 

32.4 31.6 28.4 0.2 7.3 

6.1 
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4.5 

5.8 

4.9 

4.2 

6.5 

12.4 

6.5 

5.5 

5.5 

4.5 

4.6 
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6.4

平均（人） 

【図表Ⅱ－2－9】　経営者年齢
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n

40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明 

4.0 10.3 28.9 32.5 20.5 3.8

4.2 8.4 25.1 34.8 24.9 2.7

4.1 10.1 23.8 34.3 27.0 0.7

【図表Ⅱ－2－10】　経営者年齢別従業者規模
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n

1～2人 3～4人 5～19人 20人以上 不明 

36.6 29.6 28.1 5.0 0.7

21.1 32.6 38.9 7.4 0.0

22.0 26.7 39.0 11.0 1.3

31.2 26.2 35.3 6.5 0.9

38.9 30.7 25.5 4.1 0.7

46.3 31.7 19.2 2.42.42.4 0.5
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⑵　続柄・出身
　経営者の続柄・出身をみると、全体では［創業者］
が48.1％で最も高い割合である（図表Ⅱ－２－11）。

次いで［２代目］（31.3％）、［３代目以降］（15.5％）
となっている。前回調査と比べても、２～３ポイント
のわずかな差にとどまっている。

【図表Ⅱ－2－11】　続柄・出身
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0 20 40 60 80 100（%） 

2代目 創業者 

前回調査 

今回調査（全体） 

n

3代目 
以降 

従業員 
出身 

他社から 
の出向 

その他 不明 

45.9 34.9 13.5 2.82.82.8 1.71.71.7
0.20.2

1.0 

48.1 31.3 15.5 2.72.72.7 0.90.90.9
0.30.3

1.2

6　創業時期

　創業年をみると、全体では［大正時代以前］が8.8
％であり、それ以降の［昭和50年代］まで１割台が続
き、［昭和60～平成５年］以降において１割未満と割
合がやや減少している（図表Ⅱ－２－12）。その後［平
成６～10年］では５年間で6.4％と回復するが、［平成
11年以降］は7.7％と再び減少している。
　創業年別に業種をみると、「昭和50年代」までにお
いては［各種商品小売業］が１割未満、［生鮮食品小
売業］が１割程度、［食料品関連小売業］がおおむね
３割台、［その他の小売業］が２割台であり、食品と
それ以外でほぼ拮抗している（図表Ⅱ－２－13）。一
方、「昭和60年～平成５年」から［生鮮食品小売業］
はほとんどみられなくなり、［住関連小売業］もわず
かとなり、［食料品関連小売業］も２割台に減少して
いるものの、「各種商品小売業」と「その他の小売業」

は大きく割合を伸ばしている。
　創業年別に従業者数をみると、「昭和50年代」まで
で［１～２人］が最も高い割合であるのに対して、「昭
和60年～平成５年」以降は［５～19人］が４割台と最
も高い（図表Ⅱ－２－14）。

【図表Ⅱ－2－12】　創業年
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【図表Ⅱ－2－13】　創業年と業種
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6.4 8.3 31.3 14.9 9.7 29.4 

6.8 2.9 46.3 10.7 9.8 23.4 

4.0 15.7 34.1 10.4 6.4 29.4 

3.1 9.6 35.2 13.5 13.3 25.3 

2.4 2.4 11.2 30.3 14.4 12.4 29.4 

11.1 2.8 2.8 31.5 13.6 11.7 29.3 

8.9 2.6 2.6 34.9 17.4 9.4 26.8 

13.7 1.0 1.0 1.0 20.5 24.4 7.8 32.7 

14.0 1.3 1.3 1.3 20.7 18.0 4.7 41.3 

21.0 1.7 1.7 1.7 16.6 21.0 4.4 35.4 
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⑴　後継者の状況
　後継者の状況をみると、全体では［今の代で廃業す
るので必要ない］とする廃業予定が38.3％と最も多
く、次いで［決まっている］が25.3％となっている（図
表Ⅱ－２－15）。前回調査と比べて、［今の代で廃業す
るので必要ない］が3.3ポイント増加したのに対して、
［決まっている］が2.7ポイント減少している。
　業種別にみると、「生鮮食品小売業」において［今
の代で廃業するので必要ない］が60.0％と大きな割合
を占め、前回調査（51.2％）より増加している。この

【図表Ⅱ－2－14】　創業年と従業者規模
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ように「生鮮食品小売業」の廃業傾向が強く出ている
反面、昭和60年以降の創業がほとんどみられないこと
から｛前述P. 83｝、今後、生鮮品店の減少が一段と進
むとみられる。
　従業者規模別にみると、「１～２人」の63.9％が［今
の代で廃業するので必要ない］としている。一方、「昭
和60年～平成５年」以降の創業では［５～19人］が４
割台と最も高く｛前述P. 83｝、いわゆる家業あるいは
生業的な小売業から、従業員を有する企業的な小売業
へと東京の小売業が移り変わっていく兆しがうかがえ
る。
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【図表Ⅱ－2－15】　後継者の状況
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【図表Ⅱ－2－16】　直近の年間売上高
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第2節　経営成果（業績）とその動向

1　売上高の状況

⑴　年間売上高
　直近の年間売上高をみると、全体では［１～３千万
円未満］が30.6％で最も多く、［１千万円未満］（20.8％）
とあわせると、過半数の店舗が３千万円未満となって
いる（図表Ⅱ－２－16）。
　業種別にみると、各種商品小売業では、［１～３億
円未満］が58.0％と半数を超えている。これに対して
他の業種は［１～３千万円未満］が最も多く、次いで
［１千万円未満］が多い。［３千万円未満計］では、［そ

の他小売業］が47.9％と半数近く、他の４業種では半
数を超えている。
　従業者規模別にみると、「１～２人」において
［１千万円未満］が43.1％と最も多く、［１～３千万円
未満］の40.1％を加えると８割を超える企業が３千万
円未満である。この「１～２人」で３千万円未満の企
業は、全体のうち30.4％を占めており、前回調査（29.4
％）とほぼ同じ割合である。また「３～４人」では［１
～３千万円未満］が42.8％と最も高い割合である。「５
～19人」と「20人以上」においては、［１～３億円］
がそれぞれ36.5％と41.0％と最も高く、従業者規模と
売上高規模の関係が明確に現れている。

⑵　売上高増減
　３年前と比較した売上高増減をみると、全体では
［やや減少］が24.7％で最も高い割合であり、次いで
［20％以上減少］が24.3％、これに［10％以上減少］
を加えた〔減少計〕は68.9％と大きな割合を占めてい
る（図表Ⅱ－２－17②）。一方「増加」は8.6％と少数
の企業にとどまっている。前回調査においては、「減

少計」が73.6％であるため（図表Ⅱ－２－17①）、今
回調査では少し割合が低下している。一方、「増加」
（9.6％）の割合はほとんど変化がみられなかった。
　業種別にみると、各種商品小売業は［増加］が12.7
％と他の業種に比べて比較的高い割合であるが、〔減
少計〕が62.0％と減少傾向を示している。食料品関連
小売業は〔減少計〕が73.2％と業種間で比較的厳しく、
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その内訳をみると［酒小売］（81.2％）と［米穀類小売］
（86.3％）で〔減少計〕が非常に大きな割合を占めて

いる。

【図表Ⅱ－2－17②】　売上高増減（今回調査）
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【図表Ⅱ－2－17①】　売上高増減（前回調査）
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⑶　販売形態
　売上高を販売形態別にみると、全体では［店舗販売］
が82.9％と最も高い割合である（図表Ⅱ－２－18）。
次いで［外販・外商］（11.5％）であるが、［店舗販売］
と比べると大きな差がある。
　業種別にみると、「住関連小売業」を除く業種で［店
舗販売］が８割を超えており、店舗販売が主力となっ
ている。なかでも回答企業のなかでコンビエンススト

アが多くを占める「各種商品小売業」は、［店舗販売］
が96.2％とほとんどを店舗販売で占めている。家電製
品小売業が過半数を占める「住関連小売業」では、［店
舗販売］は63.7％であり、［外販・外商］（18.7％）と［訪
問販売］（11.5％）を１～２割が実施している。なお、
［外販・外商］は「各種商品小売業」と「衣料品関連
小売業」を除いて１～２割みられた。
　売上高規模別にみると、「１千万円未満」において
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は［外販・外商］が6.9％であるが、売上高規模が大
きくなるにしたがって増加する傾向がみられ、「５億
円以上」においては20.6％となっている。このほか、

「５億円以上」では「インターネット販売」も6.0％み
られ、他の区分に比べて大きな割合となっている。

【図表Ⅱ－2－18】　販売形態
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81.4 0.71.71.7 3.213.1

82.3 1.72.9 1.61.61.611.6

84.6 0.93.7 0.90.90.99.8

86.9 0.71.91.9 3.56.9

85.3 0.51.8 1.91.8 1.910.5

78.8 1.71.9 2.81.9 2.814.8

78.2 1.31.7 2.21.7 2.216.7

83.4 1.53.2 2.02.02.09.9

73.9 5.01.0 2.21.0 2.217.9

71.3 1.56.0 0.60.60.620.6

77.2 2.57.1 0.80.80.812.4

83.7 1.11.5 2.31.5 2.311.4

83.2 0.91.51.5 3.311.2

85.7 0.90.9 1.90.9 1.910.6

81.9 0.91.7 2.71.7 2.712.8

1.1
0.1

0.5
2.1
1.1 0.5
2.1

2.42.1 2.4 1.1

注）不明等を除く

2　売上総利益の状況

⑴　売上総利益額
　直近の売上総利益額をみると、全体では［５百万円
未満］が43.6％と最も高い割合であり、次いで［５百万
～１千万円未満］が20.5％と高い割合であり、これを
あわせた〔１千万円未満計〕は６割を超えている（図
表Ⅱ－２－19）。東京の小売業の多くは１千万円未満
の限られた売上総利益額から、営業経費を捻出してい
ることがうかがえる。
　売上総利益額の各区分を前回調査と比べると、［１
～３千万円未満］が４ポイント減少したほかは、その
他の区分は１～２ポイントの増減にとどまっており、
［５百万円未満］が最も高い割合という厳しい状況が

引き続いている。
　業種別にみると、「各種商品小売業」と「その他小
売業」以外の４業種では、１千万円未満が６割を超え
ている。これに対して、「各種商品小売業」は［５百万
円未満］と［１～３千万円未満］が20.0％と最も高い
割合であるが、［５百万円未満］は他の業種と比べる
と大幅に低く、〔３千万円未満計〕で56.0％を占める。
一方、「食料品関連小売業」は［５百万円未満］が
52.0％と過半数を占め、最も厳しい業種とみられる。
　従業者規模別にみると「１～２人」では、［５百万
円未満］が67.6％であり、［１千万円未満］（20.4％）
とあわせると９割近くとなる。一方「20人以上」では、
［１～３億円未満］が21.4％で最も高い割合であり、
［不明］を除き各区分に広く分散している。
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【図表Ⅱ－2－19】　売上総利益額
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⑵　売上総利益率
　直近の売上総利率をみると、全体では［15～20％未
満］（13.9％）と［10～15％未満］（13.8％）がほぼ同
じ割合で高く、15％前後の企業が多い。前回調査で
は、［15～20％未満］（19.9％）と［25～30％未満］（19.0
％）の割合が高く、両者間の［20～25％］（9.2％）と
は10ポイント程の差があるため、２つのピークを形成
していたが、今回調査においてはこれが平準化した形
となっている（図表Ⅱ－２－20）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では［25～30
％未満］（19.3％）・［30～35％未満］（18.7％）がピー
クであるが、売上総利益率が35％を超える企業はほと
んど見られない。これに対して、「生鮮食料品小売業」

では［15～20％未満］（19.5％）・［20～25％未満］（19.5
％）が、［食料品関連小売業］では［10～15％未満］（19.1
％）・［15～20％未満］（18.1％）が中心となっており、
利益率は低く分布している。また、「衣料品関連小売
業」では、［25～30％未満］より［40％以上］まで、
それぞれの区分で１割を超えており、合わせて６割近
くが25％以上の売上総利益率を確保しながら経営をし
ており、業種区分ごとの売上総利益率の違いが際立つ
結果となった。
　売上高規模別にみると、「１千万円未満」では［10
％未満］が19.5％と最も高い割合であり、また〔20％
未満計〕が47.0％と半数近くを占めており、売上高規
模の小さい企業が低い売上総利益率になっている。



90

⑶　売上総利益額の増減
　売上総利益額の３年前との比較をみると、全体では
［20％以上減少］が27.2％で最も割合が高く、［やや減
少］と［10％以上減少］とあわせると、〔減少計〕が
７割を超えている（図表Ⅱ－２－21）。過去の調査結
果をみると、平成６年版東京都中小企業白書（平成５
年調査）においては減少が45.7％で半数未満である
が、平成９年版東京都中小企業白書（平成８年調査）
では73.4％と一気に増加し、以降（平成12・15・18年）
は７割台で推移している。
　業種別にみると、「その他小売業」で［やや減少］
が24.4％で最も高い割合であるが、他の５業種は［20
％以上減少］が最も高い割合である。また、いずれの
業種も〔減少計〕が６～７割に達しており、業種にか
かわらず売上総利益額を減少させている。
　従業者規模別にみると、規模が小さくなるにしたが
って［20％以上減少］の割合が高くなる傾向がみられ

る。〔減少計〕はいずれの従業者規模においても過半
数である。中でも「１～２人」「３～４人」は〔減少計〕
がそれぞれ81.5％、72.5％と大半の企業が売上総利益
額を減少させているのに対して、「５～19人」「20人以
上」においては［減少計］は、それぞれ57.0％、56.4
％と５割台であり［増加］も１割以上みられ規模によ
る違いが生じている。
　売上高規模別にみると、「１千万円未満」では〔減
少計〕が84.0％と大多数を占めている。その内訳にお
いても、［20％以上減少］が42.8％で最も高い割合で
あることから、実態としては30％以上減少も存在する
と考えられる。〔減少計〕は、売上高規模が大きくな
るにしたがって、減少する傾向にあるものの、「１～
３億円未満」においても55.2％と半数を超えており、
「３～５億円未満」においても47.8％、「５億円以上」
でも49.1％とわずかに半数を割る厳しい状況にある。

【図表Ⅱ－2－20】　売上総利益率
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9.6 9.7 12.3 12.9 14.3 14.8 9.0 11.4 5.9 

11.1 12.8 5.1 12.8 14.5 12.8 5.1 13.7 12.0 

19.5 15.2 12.3 11.1 10.5 6.2 9.7 8.4 7.0 

10.8 15.1 14.1 11.3 13.3 11.7 10.9 7.7 5.2 

6.6 16.4 15.5 17.7 13.9 8.8 6.6 9.5 5.0 

10.5 12.1 20.3 11.5 10.8 10.2 11.5 7.5 5.6 

9.0 8.4 14.6 12.1 18.4 16.2 5.9 11.2 4.0 

13.0 10.9 21.7 8.7 15.2 17.4 2.2 2.2 2.2 4.3 6.5 

5.7 24.5 20.8 5.7 11.3 9.4 7.5 13.2 1.9 1.9 1.9 

8.5 9.5 13.9 7.0 12.9 14.4 13.4 16.4 4.0 

12.4 11.2 12.9 11.7 15.9 10.5 10.1 9.8 5.4 

9.8 14.7 12.3 14.9 12.3 10.0 9.7 9.7 6.7 

9.9 15.2 15.5 19.3 13.3 10.1 7.1 6.4 3.2 

14.1 16.4 12.5 14.1 11.6 10.9 7.9 5.5 7.0 
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3　経常利益の状況

⑴　経常利益額
　直近の経常利益額をみると、全体では〔黒字計〕が
55.0％で過半数を占めているが、［赤字］も36.7％みら
れる（図表Ⅱ－２－22）。黒字にあっても［３百万円
未満］（34.4％）が多数を占めており、東京の小売業
の多くは経常利益の確保に課題を抱えている。
　業種別にみると、いずれの業種も［赤字］と［３百万
円未満］で過半数を占めているものの、「各種商品小
売業」「生鮮食品小売業」「住関連小売業」では［３百万
円未満］が最も高い。そして「食料品関連小売業」、「住
関連小売業」においては［赤字］が最も高い割合であ
り、経常利益を確保することが一段と厳しい状況にあ

ることが推察される。
　従業者規模別にみると、「１～２人」では〔黒字計〕
が52.8％とわずかに半数を超えているほか、「３～４
人」においても50.0％であり、ともに［赤字〕を10ポ
イントほど上回っている。これに対して「５～19人」
及び「20人以上」においては、〔黒字計〕は６割を超
すのに対して、［赤字］は２割台であり、差がみられ
る。
　売上高規模別にみると、［１千万円未満］において
「赤字」が49.4％と半数近くあり、限られた売上高の
中から利益を捻出できないでいる企業が多く存在する
ことがうかがえる。一方、［３～５億円］においても
「赤字」は37.0％、［５億円以上］でも22.6％みられた。

【図表Ⅱ－2－21】　売上総利益額の増減
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⑵　経常利益額の増減
　経常利益額の増減をみると、全体では［20％以上減
少］が29.2％と最も割合が高く、次いで［やや減少］
が22.6％と高くなっている（図表Ⅱ－２－24）。〔減少
計〕は前々回調査から今回調査まで７割を超えてお
り、減少傾向に歯止めがかからない状況である（図表
Ⅱ－２－23）。
　業種別にみると、すべての業種において［20％以上

減少］が最も高い割合であり、〔減少計〕では６割を
超えている。
　従業者規模別にみると、〔減少計〕においてすべて
の区分で過半数を占めており、「１～２人」で79.8％、
「３～４人」で73.6％、「５～19人」で58.6％、「20人以
上」で59.0％と規模の小さな企業ほど厳しい状況にあ
る。

【図表Ⅱ－2－22】　経常利益額
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【図表Ⅱ－2－23】　3年前と比較した経常利益額の推移
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4　経営者の小売業外収入の状況

⑴　小売業外収入源
　経営者の小売業以外からの収入をみると、全体では
［収入がない］が40.4％にとどまり、過半数の企業が
何らかの収入を得ている（図表Ⅱ－２－25）。収入源
としては、［年金から］（28.1％）と［不動産から］（27.9
％）の割合が比較的高く、これ以外は１桁とかなり大
きな差がある。
　業種別にみると、いずれの業種でも［小売業以外か
らの収入はない］が第１位であり、特に「各種商品小
売業」は54.7％と過半数を占めている。また、第２
位・第３位は「年金から」若しくは「不動産業から」
で業種による大きな違いはみられなかった。
　従業者規模別にみると、「１～２人」で［年金から］
が36.7％であり、［小売業以外からの収入はない］の
33.4％をわずかに上回っている。この他の従業者数区
分では［小売業以外からの収入はない］が第１位であ
り、［年金から］は規模が大きくなるにしたがって割

合は低くなる傾向がみられ、これとは反対に［不動産
業から］は規模が大きくなるにしたがって割合は高く
なる傾向がみられる。
　経営者の年齢別にみると、「40歳未満」では［小売
業以外からの収入はない］が74.7％であり、多くの企
業が小売業経営に専念しているとみられる。［小売業
以外からの収入はない］は、経営者年齢が高くなるに
したがって割合が低くなる傾向がみられ、「70歳以上」
では21.2％となる。反面、「70歳以上」の［年金から］
は52.6％と過半数を占めている。なお、「年金から」
は経営者年齢が高くなるにしたがって割合が高くなる
傾向がみられるほか、「不動産業から」もいずれの［経
営者の年齢］区分においても第２位であり、その割合
は経営者年齢が高くなるにしたがって割合が高くなる
傾向がみられる。
　店舗立地別にみると、「オフィス街」において［不
動産業から］が40.5％で第１位である。この他の店舗
立地区分では「小売業以外からの収入はない」が第１
位である。

【図表Ⅱ－2－24】　3年前と比較した経常利益額
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⑵　小売業外収入割合とその変化
　小売業以外からの収入がある企業における、経営者
の小売業以外からの収入割合をみると全体では、「10

％未満」が26.1％であり、次いで「10～20％未満」が
15.7％と、比較的低い収入割合に分布している（図表
Ⅱ－２－26）。

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－25】　小売業外収入
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位

全　体 2,341

小売業以外からの収入は
ない 40.4

年金から
 28.1

不動産業から
 27.9

製造・卸売業から
 2.0

第５位　 第６位
サービス業から
 1.5

飲食業から
 0.7

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位

業　
　

種　
　

別

各種商品小売業 150 小売業以外からの収入
はない 54.7

不動産業から
 28.7

年金から
 11.3

サービス業から
 0.7

生 鮮 食品小売業 195 小売業以外からの収入
はない 36.9

不動産業から
 29.2

年金から
 28.2

製造・卸売業から
 2.1

食料品関連小売業 733 小売業以外からの収入
はない 36.2

不動産業から
 31.1

年金から
 30.2

製造・卸売業から／サー
ビス業から 1.8

衣料品関連小売業 349 小売業以外からの収入
はない 42.1

年金から
 30.4

不動産業から
 23.5

サービス業から
 2.6

住 関 連 小 売 業 226 小売業以外からの収入
はない 38.1

年金から
 33.6

不動産業から
 28.3

製造・卸売業から
 3.5

そ の 他 小 売 業 688 小売業以外からの収入
はない 42.7

年金から
 26.6

不動産業から
 26.2

製造・卸売業から
 2.0

従
業
者
規
模
数
別

１～２人 856 年金から
 36.7

小売業以外からの収入は
ない 33.4

不動産業から
 25.4

サービス業から
 2.2

３～４人 694 小売業以外からの収入
はない 42.2

年金から
 28.7

不動産業から
 26.9

製造・卸売業から
 1.6

５～19人 657 小売業以外からの収入
はない 44.9

不動産業から
 31.7

年金から
 20.1

製造・卸売業から
 1.5

20人以上 117 小売業以外からの収入
はない 54.7

不動産業から
 33.3

年金から
 8.5

製造・卸売業から
 3.4

経
営
者
年
齢
別

40歳未満 95 小売業以外からの収入は
ない 74.7

不動産業から
 8.4

製造・卸売業から
 3.2

年金から
 2.1

40歳代 236 小売業以外からの収入は
ない 66.1

不動産業から
 19.1

製造・卸売業から
 3.0

サービス業から
 2.5

50歳代 558 小売業以外からの収入は
ない 60.9

不動産業から
 24.9

製造・卸売業から
 2.7

サービス業から
 2.2

60歳代 804 年金から
 37.6

不動産業から
 33.5

小売業以外からの収入は
ない 29.7

製造・卸売業から
 1.7

70歳以上 631 年金から
 52.6

不動産業から
 30.1

小売業以外からの収入は
ない 21.2

サービス業から／製造・
卸売業から 1.1

店　

舗　

立　

地　

別

有力繁華街 111 小売業以外からの収入は
ない 49.5

不動産業から
 27.0

年金から
 18.0

製造・卸売業から
 1.8

ＪＲ線駅前 168 小売業以外からの収入は
ない 38.7

不動産業から
 35.1

年金から
 25.0

製造・卸売業から
 4.2

私鉄・地下鉄など
の駅前 369 小売業以外からの収入は

ない 43.9
不動産業から
 30.4

年金から
 22.0

製造・卸売業から
 1.4

幹線道路沿い 298 小売業以外からの収入は
ない 41.9

不動産業から
 30.2

年金から
 27.2

サービス業から
 2.0

住宅地 1,055 小売業以外からの収入は
ない 38.0

年金から
 33.5

不動産業から
 24.9

製造・卸売業から
 1.5

オフィス街 79 不動産業から
 40.5

小売業以外からの収入は
ない 32.9

年金から
 25.3

製造・卸売業から
 2.5

駅ビル・ショッピ
ングセンター等の
店舗内

43 小売業以外からの収入は
ない 62.8

年金から
 27.9

不動産業から
 18.6

その他 142 小売業以外からの収入は
ない 36.6

不動産業から
 33.8

年金から
 20.4

製造・卸売業から
 4.9
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　業種別にみると、「各種商品小売業」と「生鮮食品
小売業」において「10％未満」と「10～20％未満」を
あわせた〔20％未満計〕が過半数を占めており、他の
業種区分に比べて低い収入割合に分布している。
　従業者規模別にみると、「20人以上」において〔20
％未満計〕54.5％と過半数を占めており、他の従業者
区分に比べ比較的低い収入割合に分布している。
　小売業以外の収入割合の３年前と比べて変化をみる

と、全体では［ほぼ横ばい］が44.0％で最も高い割合
であり、「10％以上減少」と「やや減少」をあわせた〔減
少計〕（38.2％）を上回っている（図表Ⅱ－２－27）。
業種別・従業者規模別・売上高増減別においても、多
くは［ほぼ横ばい］が〔減少計〕を上回っているが、
業種別における「住関連小売業」と、従業者規模別に
おける「１～２人」及び売上高規模別の「１千万円未
満」では、〔減少計〕が「ほぼ横ばい」を上回っている。

【図表Ⅱ－2－26】　小売業外収入割合
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生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

１千万円未満 

１～３千万円未満 

３～５千万円未満 

５千万～１億円未満 

１億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

従
業
者
規
模
別 

業
種
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

26.1 15.7 12.1 10.2 13.6 10.3 11.9

38.6 21.1 5.3 7.0 12.3 8.8 7.0

39.1 19.5 6.9 9.2 10.3 8.0 6.9

22.9 13.1 13.4 11.6 14.2 11.9 12.9

27.2 17.2 13.3 9.4 16.1 7.8 8.9

24.4 15.0 9.4 11.8 15.7 12.6 11.0

24.3 16.4 13.5 9.4 12.0 9.9 14.6

25.1 14.8 12.9 10.8 14.8 11.6 10.1

24.6 17.2 13.4 8.9 12.8 9.2 13.9

27.0 15.7 10.4 11.6 13.8 10.1 11.3

38.6 15.9 9.1 6.8 9.1 4.5 15.9

21.6 13.1 12.4 10.2 14.1 14.8 13.8

25.9 16.3 13.4 10.4 15.2 8.8 9.9

27.1 16.3 11.4 8.4 13.3 9.0 14.5

27.8 14.6 10.4 11.8 16.0 6.3 13.2

29.6 19.0 11.1 10.6 9.5 10.6 9.5

22.6 14.3 13.1 11.9 10.7 10.7 16.7

27.3 20.4 11.1 9.7 12.0 7.9 11.6

29.5 13.8 14.1 9.7 13.4 8.4 11.1

21.8 20.2 12.3  9.9 14.7 11.1 9.9

24.7 11.5 11.5 10.9 14.5 13.5 13.5

注）収入がある企業のみ集計（「不明」・「小売業以外からの収入はない」を除く）
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【図表Ⅱ－2－27】　小売業外収入割合の変化
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別 
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5.3 9.4 44.0 20.2 18.0 3.03.03.0

5.3 12.3 47.4 19.3 15.8 0.0

6.9 8.0 41.4 18.4 23.0 2.32.32.3

6.2 7.7 41.2 24.5 17.0 3.4

5.0 11.7 42.2 16.1 20.6 4.4

3.9 7.9 41.7 21.3 23.6 1.61.61.6

4.7 10.5 49.1 17.5 14.9 3.2

5.1 8.2 40.5 21.7 20.3 4.2

5.9 9.5 43.9 19.3 19.0 2.42.42.4

4.4 11.0 49.1 18.6 14.8 2.22.22.2

9.1 11.4 43.2 25.0 11.4 0.0

4.9 6.0 39.2 21.6 25.1 3.2

5.1 12.8 38.8 21.9 17.9 3.5

7.8 4.2 50.0 20.5 13.9 3.6

2.12.1 9.0 51.4 16.7 18.8 2.12.12.1

6.3 12.7 51.9 16.9 11.1 1.11.11.1

9.5 20.2 48.8 13.1 3.6 4.8

4.6 8.8 64.8 13.9 6.5 1.41.41.4

2.32.3 11.1 49.7 24.8 11.1 1.01.01.0

5.6 8.7 37.7 24.6 19.8 3.6

7.6 5.9 28.6 18.8 34.9 4.3

注）収入がある企業のみ集計（「不明」・「小売業以外からの収入はない」を除く）
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⑵　仕入先数の変化と見直し
　仕入先数の変化をみると、全体では［ほぼ横ばい］
が55.4％と最も高い割合であり、過半数の企業は仕入
先数が変わらないとしている（図表Ⅱ－２－29）。
　業種別にみると「衣料品関連小売業」を除き、「ほ

ぼ横ばい」が過半数を占めているなかで、〔減少計〕
が〔増加計〕を大幅に上回っている。一方、「衣料品
関連小売業」では「ほぼ横ばい」（44.4％）に対して、
［やや減少］（30.7％）と［減少］（12.9％）をあわせた
〔減少計〕が43.6％とほぼ同じ割合ではあるが、他の

【図表Ⅱ－2－28】　仕入先総数
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32.3 34.7 17.6 8.2 3.4 3.8 

22.0 12.7 21.3 14.0 16.7 13.3 

35.9 36.4 15.9 3.13.1 3.1 0.5 0.5 8.2 

35.3 35.7 16.2 7.0 2.92.9 2.9 2.9 2.9 

21.5 37.0 27.5 10.0 2.02.0 2.0 2.0 2.0 

35.4 36.3 14.2 10.2 3.53.5 0.4 3.5 0.4 

34.7 36.3 15.0 8.1 2.52.5 2.5 3.3 

45.2 36.0 12.9 
1.9 1.9 
0.5 3.6 0.5 3.6 

29.0 41.4 18.3 7.5 0.90.9 3.0 0.9 3.0 

21.3 29.8 23.3 14.8 7.0 3.8 

17.9 15.4 17.9 20.5 19.7 8.5 

55.6 34.4 6.0 
1.4 1.4 
0.6 0.6 2.1 2.1 

34.5 42.3 17.5 
2.2 2.2 
1.0 1.0 2.52.5 2.5 

23.3 39.7 25.2 9.5 0.90.9 0.9 1.31.3 1.3 

21.3 36.4 28.2 11.1 0.30.3 0.3 2.62.6 

1.3 

2.6 

17.8 21.8 20.2 25.2 11.2 3.7 

21.7 23.9 17.4 8.7 21.7 6.5 

9.4 15.1 17.0 26.4 32.1 0.0 

16.4 32.3 21.4 16.9 8.5 4.5 

31.6 32.8 18.0 10.1 4.7 2.82.8 2.8 

32.8 33.7 19.7 9.2 2.62.6 2.6 2.12.1 2.1 

31.8 36.1 19.7 6.4 3.03.0 3.0 3.0 3.0 

38.2 38.4 13.4 5.5 1.61.61.6 3.03.0 3.0 

第3節　仕入活動の実態と課題

1　仕入活動の実態

⑴　仕入先総数
　仕入先総数をみると、全体では［５～９社］が34.7
％で最も割合が高く、次いで［４社以下］が32.3％で
あり、〔９社以下計〕で過半数を占めている（図表Ⅱ
－２－28）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」を除く５業種
で［５～９社］が最も高く、次いで［４社以下］が続
いており、「衣料品関連小売業」がやや仕入先数が多
い傾向がみられるものの、全体とほぼ同じ傾向であ

る。これに対して「各種商品小売業」は［４社以下］
が22.0％で最も高いが、この他の割合もそれぞれ１～
２割みられ、分布が分散している。
　従業者規模別にみると、「１～２人」で［４社以下］
が45.2％と最も高い割合であり、「３～４人」及び「５
～19人」では［５～９社］が、「20人以上」では［20
～49社］が最も高い割合であり、規模が大きくなるに
したがって仕入先数が増える傾向にある。
　売上高規模別にみると、１千万円未満において［４
社以下］が55.6％と過半数を占めている。売上高規模
が大きくなるにしたがって仕入先数が増加する傾向が
みられ、「５億円以上」においては［４社以下］が9.4
％と一段と低い割合となっている。
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⑶　上位3社の仕入割合とその変化
　総仕入額に占める割合の高い上位３社の平均的な月
の仕入割合をみると、全体では［80～100％未満］が
21.2％で最も割合が高く、次いで［60～80％未満］が
20.3％と80％前後の仕入割合の高い企業が多くなって
いる（図表Ⅱ－２－30）。
　業種別にみると、「生鮮食品小売業」では「20％未満」

が4.6％とわずかであり〔60％未満計〕では31.3％と他
の業種と比べて低い割合であることから、仕入先は比
較的分散しているとみられる。一方、「衣料品関連小
売業」では「20％未満」が12.3％であり、〔60％未満計〕
では57.8％と他の業種と比べて高い割合であることか
ら、仕入先は集中しているとみられる。

業種区分に比べると減少傾向が強く現れている。
　従業者規模別にみると、いずれの規模でも「ほぼ横
ばい」が過半数を占めている。しかし、「１～２人」
において〔増加計〕が4.2％に対して、〔減少計〕が
40.3％と大幅に上回っており、一方「20人以上」では
〔増加計〕（18.8％）に対して〔減少計〕（17.1％）とほ
ぼ同じ割合である。このため、規模が大きくなるにし
たがって減少傾向が弱くなる傾向がうかがえる。
　売上高増減別にみると、「増加」企業においては［ほ
ぼ横ばい］が54.7％で過半数を占めているものの、「や
や増加」（25.4％）と［10％以上増加］（9.0％）をあわ
せた〔増加計〕は34.4％であり、〔減少計〕（6.0％）を

大幅に上回っている。一方、「20％以上減少」では「ほ
ぼ横ばい」は37.9％となり、［やや減少］（28.9％）と［10
％以上減少］（25.4％）をあわせた〔減少計〕（54.3％）
が過半数を占め、売上高減少企業では仕入先数を減少
させている企業が半数強を占めている。
　これを、仕入先の見直し区分でみると、「常に見直
し」と「定期的に見直し」においては仕入先数を増加
させる企業が多くなるものの、「随時必要に応じて」
と「あまり行わない」では仕入先数を増加させる企業
は少ない。見直しの際は主として仕入先の入替変更が
多いが、一部に減少方向で見直している企業もみられ
た。

【図表Ⅱ－2－29】　仕入先の変化
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0.1 0.1 3.33.3 3.3 64.6 20.2 11.1 0.70.7 0.7 
0.0 
0.8 
0.0 
0.8 64.8 4.9 9.8 19.7 



99

第
Ⅱ
編
第
2
章　

小
売
業

【図表Ⅱ－2－30】　平均的な月の上位3社合計の仕入割合
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12.3 22.9 22.6 17.2 13.2 5.2 6.6 

11.1 18.1 16.4 19.0 23.9 6.2 5.3 

7.1 12.5 13.2 21.5 28.8 10.9 6.0 

7.1 14.1 13.8 19.4 23.0 12.5 10.0 

7.8 13.8 17.7 23.6 22.0 7.3 7.6 

8.8 21.2 17.5 19.5 20.7 6.2 6.1 

17.9 22.2 15.4 12.0 8.5 9.4 14.5 

8.0 17.9 21.4 24.9 14.9 6.5 6.5 

9.1 16.6 14.5 17.3 23.9 12.6 5.9 

7.8 15.5 16.1 22.6 21.2 9.2 7.6 

7.3 17.4 15.0 22.3 23.6 7.1 7.3 

10.0 15.1 16.7 19.0 21.1 9.5 8.5 

　上位３社への仕入割合の変化をみると、全体では
［ほぼ横ばい］が44.3％で最も高い割合であるが、〔減
少計〕も39.7％あり、〔増加計〕の10.1％を上回ってい
る（図表Ⅱ－２－31）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」と「その他小
売業」で［ほぼ横ばい］が最も高い割合であるが、そ
の他の４業種では［ほぼ横ばい］よりも〔減少計〕の
割合が高くなっている。

売上高規模別にみると「１千万円未満」において「や
や減少」が29.2％、「大幅に減少」が24.7％であり、〔減
少計〕が53.9％と半数を超えている。「１～３千万円
未満」では〔減少計〕が46.4％で、［ほぼ横ばい］の
40.9％を上回っている。売上高が５千万円以上の区分
では、［ほぼ横ばい］が半数を超えており、売上高規
模が大きくなるにしたがって次第に上位３社の仕入割
合を減少する傾向がみられる。
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【図表Ⅱ－2－31】　3年前と比較した上位3社合計の仕入割合の変化

0 20 40 60 80 100（%） 

大幅に増加 やや増加 ほぼ横ばい やや減少 大幅に減少 不明 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

486 

716 

317 

305 

321 

46 

53 

201 

427 

579 

466 

568

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万円未満 

3～5千万円未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

1.4 1.4 8.7 44.3 26.4 13.3 5.9 

0.7 0.7 7.3 48.0 14.7 6.7 22.7 

0.0 0.0 4.64.6 4.6 44.1 27.7 16.9 6.7 

1.9 1.9 6.7 42.6 29.2 14.1 5.6 

0.6 0.6 10.9 37.2 31.5 15.5 4.3 

0.9 0.9 10.2 41.6 28.3 15.5 3.5 

1.9 1.9 10.6 49.9 22.5 11.0 4.1 

0.80.8 3.93.93.9 37.6 31.5 20.7 5.5

1.61.6 7.8 42.4 27.7 15.3 5.3

1.71.7 15.1 52.8 21.2 3.8 5.5

2.62.6 13.7 57.3 9.4 1.71.71.7 15.4

0.60.6 2.72.72.7 37.7 29.2 24.7 5.1

0.70.7 6.6 40.9 32.0 14.4 5.4

1.61.6 9.1 44.8 28.1 12.6 3.8

2.02.0 13.1 50.2 24.3 7.2 3.3

3.1 15.6 56.1 15.6 1.21.21.2 8.4

4.3 6.5 60.9 10.9 2.22.22.2 15.2

1.91.9 24.5 54.7 13.2 0.00.00.0 5.7

7.5 37.8 44.8 3.03.03.0 0.50.50.5 6.5

1.21.2 11.5 70.7 11.0 1.61.61.6 4.0

0.20.2 6.6 52.0 32.0 3.8 5.5

0.6 4.34.3 36.5 42.3 11.4 4.9

1.11.1 3.23.2 25.7 28.5 35.9 5.6

0.6
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⑷　仕入先地域
　仕入先の企業数が最も多い地域をみると、全体では
［城東］が23.1％で最も高い割合である（図表Ⅱ－２
－32）。
　従業者規模別にみると、「１～２人」と「３～４人」
では［関東］が約10％であるのに対して、「５～19人」
では18.0％、「20人以上」では20.5％と増加している。
特に「20人以上」では、〔都外計〕が46.1％となって

いる。
　また回答企業の所在地別にみると、「城北」におい
て［城東］地域からの仕入が22.8％、［城北］地域か
らの仕入が20.1％と、わずかに2.7ポイント［城東］地
域からが高いものの、「都心」は［都心］からの仕入
が35.8％と最も高く、「城東」は［城東］地域からの
仕入が58.4％と最も高いなど、店舗と同じ地域からの
仕入（域内仕入）が最も多くなっている。
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⑸　中小卸売業からの仕入割合
　年間総仕入額に占める中小卸売業からの仕入割合を
みると、全体では［10割］が20.2％で最も高い割合で
あり、平均は6.1割と、東京の中小小売業は中小卸売
業からその多くを仕入ていることがわかる（図表Ⅱ－
２－33）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」において平均
値が4.3割と５割を下回っているものの、他の４業種
では５割を上回っており、なかでも「生鮮食料品」と
「衣料品関連小売業」の平均値はそれぞれ7.9割、7.2割
と中小企業からの仕入割合が一段と高い。

　従業者規模別にみると、「１～２人」においては［10
割］が23.7％で最も高い割合であるが、「20人以上」
では［３割以上７割未満］が最も高くなっており、こ
れに伴い中小卸売業からの仕入割合の平均値も減少す
る傾向にあり、概して、小規模企業ほど中小卸売業か
らの仕入割合が高くなっている。
　売上高規模別にみても、「５億円以上」において中
小卸売業からの仕入割合が平均5.4割とやや割合が高
まるものの、従業者規模別と同様に小規模企業ほど中
小卸売業からの仕入割合が高まる傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－32】　仕入先地域

0 20 40 60 80 100（%） 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

都心 

副都心 

城東 

城南 

城西 

城北 

23区地域計 

多摩地域計 

所
在
地
別 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

都心 副都心 城東 城南 城西 城北 多摩 関東 
関東以外 
の道府県 

海外 不明 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

193 

260 

594 

254 

394 

149 

1,844 

490

n

5.80.90.95.812.89.32.42.47.87.723.18.516.0

22.0 
0.7 
2.7 30.0 13.3 

0.7 
5.3 3.3 13.3 2.7 

0.7 
2.7 

0.7 
2.7 6.0 

19.0 11.8 19.0 13.8 6.2 

9.7 24.4 4.0 8.9 10.2 14.7 14.3 7.1 
0.3 
4.4 

39.8 20.9 13.2 

9.3 3.1 11.5 2.2 2.2 7.5 9.7 7.1 0.9 0.9 2.2 0.9 5.8 25.2 17.7 

14.1 9.9 8.3 7.6 12.1 4.9 4.4 
0.9 0.9 
4.1 25.4 8.4 

17.3 6.7 9.5 8.6 9.9 4.1 
0.5 

2.6 
0.5 

2.6 4.9 28.3 7.7 

15.6 9.7 7.5 3.2 9.8 9.8 6.5 3.5 
0.7 0.7 

23.9 9.9 

14.5 7.5 6.7 2.0 2.0 9.3 18.0 6.2 1.5 1.5 2.0 1.5 8.1 17.5 8.8 

16.2 4.3 
0.0
11.1 20.5 11.1 12.8 1.7 

0.0
1.7 13.7 4.3 4.3 

2.3 
1.1 
0.3 
0.9 
6.6 7.7 2.9 2.9 2.3 

1.1 
0.3 
0.9 

2.9 4.3 

2.0 
0.3 

2.0 

2.6 8.7 10.8 10.8 1.0 1.0 7.2 
0.0

2.6 10.8 
0.0

7.83.15.715.50.0
0.00.0

2.12.14.718.17.335.8

4.62.72.75.812.71.91.93.19.66.211.223.818.5

6.40.30.35.111.30.3
0.7
0.8
1.0

0.3
0.7
0.8
1.0

58.42.42.413.3

5.50.05.510.60.4
1.2
0.4
1.2

1.61.642.910.26.315.7

4.80.50.56.311.42.02.32.02.330.76.99.610.415.0

5.40.00.06.014.81.31.320.15.43.422.810.710.1

16.8 8.8 27.6 9.3 9.1 1.01.01.0 12.1 5.70.90.95.62.92.9

5.70.80.86.314.940.6
0.60.6

3.13.11.46.57.112.9

0.0

1.4



102

⑹　発注方式
　最も多い発注方式をみると、全体では［電話発注］
が28.9％で、次いで［EOS発注］（20.5％）、［ファクシ
ミリ発注］（19.8％）が高い割合である（図表Ⅱ－２
－34）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」ではチェーン
加盟店が多い86.5％（109/126企業）こともあり、［EOS
発注］が84.0％とほとんどの企業で電子化が図られて
いる。「衣料品関連小売業」では［仕入先に出向いて
発注］（37.8％）が最も高い割合であり、卸問屋店頭
で商品の目利きをして現金購入するキャッシュアンド
キャリー方式とみられる。「生鮮食品小売業」におい
ては［仕入先に出向いて発注］（41.5％）が最も高い
割合であり、［電話発注］（31.8％）が次いで高い割合
となった。
　従業者規模別にみると、「１～２人」「３～４人」で
は［電話発注］が最も高い割合であるのに対して、５
人以上となると［EOS発注］が最も高い割合となる。
特に「20人以上」においては、［EOS発注］が50.4％と、

約半数の企業において発注の電子化が導入されてい
る。
　売上高規模別にみると、［電話発注］は「１千万円
未満」（44.0％）と「１～３千万円未満」（32.7％）に
おいては最も高い割合であり、「３～５千万円未満」
と「５千万～１億円未満」で２割台、「１～３億円未満」
以降においては１割台と規模が大きくなるにしたがっ
て減少する傾向がみられる。［EOS発注］は売上高が
「５億円以上」で３割を超えており、「１～３億円未満」
では52.6％と過半数を占めている。
　取扱品目別にみると、「100未満」と「100～200未満」
では［電話発注］が最も高い割合であるのに対して、
「200～300未満」では［ファクシミリ発注］が最も高
い割合となり、これ以上では［EOS発注］の割合が高
くなっていく傾向にあり、取扱品目数が増加するにつ
れて省力化する努力がなされているといえる。
　これを中小卸売業からの仕入割合別にみると、中小
卸売業からの仕入割合が高いほど、電話発注の割合が
高くなっている。

【図表Ⅱ－2－33】　中小卸売業からの仕入割合
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⑺　納品期間
　第１位の仕入先における発注から納品までの期間を
みると、全体では［発注の翌日］（44.5％）が最も高
い割合であり、［発注の当日］（19.1％）とあわせると、
発注した翌日までに商品が届いている企業が６割以上
を占めている（図表Ⅱ－２－35）。
　発注方式別にみると、「電話発注」と「EOS発注」
はいずれも［発注の翌日］が最も高い割合であり、［発
注の当日］も１割ほどで両方式に大差は見られない。
「ファクシミリ発注」においても［発注の翌日］が最
も高い割合であるが、 ［発注の翌々日］も23.3％あり、
「電話発注」と「EOS発注」よりやや納品は遅くなっ

ている。「営業担当者に発注」は［発注の翌日］・［発
注の翌々日］・［発注後３～６日］が２割台と納品期間
に幅がみられる。また「展示会で発注」は36企業49.3
％が［発注後１週間以上］であり、回答企業のほとん
ど（33企業/36企業）が婦人・子供服小売である。「仕
入先に出向いて発注」は多くが［発注の当日］（58.7％）
であるが、翌日以降の納品も一部みられた。
　中小卸売業からの仕入割合別にみると、いずれの区
分でも［発注の翌日］が最も高い割合であるものの、
［発注の当日］は中小企業からの仕入割合が「10割」
の区分において23.1％みられるなど、中小卸からの仕
入割合が高いほど当日の割合が高い傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－34】　最も多い発注方式
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　仕入地域別にみると、「域内仕入」と「都内他地域
仕入」において納品日に大きな差異は見られないもの
の、「国内仕入」では［発注の当日］が１割を下回り、

翌々日以降の割合が高くなっている。また、「海外仕
入」は［発注後１週間以上］が多くを占めている。

【図表Ⅱ－2－35】　納品期間
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4.85.510.016.244.519.1

3.4 1.5 1.5 11.6 16.0 54.2 13.4 

7.7 18.3 12.3 15.2 33.2 13.2 

3.5 4.0 10.2 16.4 58.4 7.5 

4.2 6.0 11.0 19.9 34.2 24.7 

5.6 5.0 11.4 17.3 42.6 18.0 

5.0 5.5 10.7 16.3 42.1 20.5 

3.5 5.8 7.2 14.8 49.0 19.8 

3.4 7.7 11.1 14.5 50.4 12.8 

2.7 1.3 1.3 
0.7 0.7 

14.7 64.7 16.0 

9.7 
0.5 0.5 
3.1 7.2 32.8 46.7 

2.13.013.617.051.812.6

0.66.912.323.349.47.5

0.62.13.32.13.320.063.610.4

1.56.029.321.128.613.5

8.249.38.212.319.22.72.7

4.53.34.54.524.658.7

2.06.97.820.647.115.7

0.72.42.48.719.451.217.6

0.84.513.620.744.416.0

1.77.510.514.847.018.5

2.37.211.213.842.423.1

3.25.08.915.645.222.2

3.20.90.910.115.247.922.6

2.57.115.421.244.09.7

9.566.74.84.84.89.5

⑻　在庫量の変化
　３年前と比較した在庫量の変化をみると、全体では
［ほぼ横ばい］が37.2％で最も高い割合であるが、［や
や減少］（27.8％）と［減少］（17.7％）をあわせた〔減
少計〕は45.5％であり、基本的には減少傾向にある（図
表Ⅱ－２－36）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」と「生鮮食品
小売業」において［ほぼ横ばい］が〔減少計〕を上回
っているが、他の４業種では〔減少計〕の方が高い割
合であり、なかでも「住関連小売業」は〔減少計〕が

58.8％と過半数を占めている。
　従業者規模別にみると、「１～２人」と「３～４人」
では〔減少計〕が「ほぼ横ばい」より高い割合である
が、「５～19人」では［ほぼ横ばい」が41.7％と最も
高く、更に「20人以上」では［ほぼ横ばい］が52.1％
と割合が高くなっているものの、〔増加計〕が〔減少計〕
を上回る状況をみると、規模が大きくなるにしたがっ
て在庫量は増加する傾向が現れている。
　また、売上高増減別では売上高の減少に伴って在庫
量を減少させている実態が浮き彫りとなった。
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⑼　仕入先の問題点
　仕入活動について仕入先の主要な問題点をみると、
全体では［仕入価格が高い］が34.6％であり、第２位
の［売れ筋商品が揃わない］（19.6％）と差が開いて
おり、消費者の低価格志向を強く意識している｛後述
P. 139｝ことの影響とみられる（図表Ⅱ－２－37）。

　業種別にみると、衣料品関連小売業を除き［仕入価
格が高い］が第１位である。衣料品関連小売業では、
［仕入価格が高い］は第３位であり、第１位は［売れ
筋商品が揃わない］（39.0％）、第２位は［オリジナル
性の高い商品が少ない］（37.2％）と価格以外を重視
する傾向が現れている。

【図表Ⅱ－2－36】　在庫量の変化
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増加 

やや増加 ほぼ横ばい やや減少 
10％以上 
減少 

不明 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

20%以上減少 

売
上
高
増
減
別 

11.5 37.2 27.8 17.7 3.2 
2.6 

17.3 44.7 17.3 13.3 5.3 
2.0 

4.6 45.6 25.1 15.4 8.2 
1.0 

7.4 39.3 28.9 19.8 2.9 
1.8 

14.9 30.9 31.2 16.6 2.0 4.3 

7.1 31.4 31.4 27.4 2.2 
0.4 

16.3 36.2 26.6 14.4 2.5 4.1 

5.1 31.5 34.2 24.5 3.3 
1.3 

11.1 37.5 27.7 18.0 3.2 

18.6 4.3 41.7 22.1 10.4 3.0 

21.4 4.3 52.1 13.7 6.0 2.6 

32.3 13.9 38.8 8.5 5.0 1.5 

15.7 
1.9 

56.2 19.4 4.4 2.3 

9.8 
0.5 

47.2 31.3 8.6 2.6 

6.4 
1.7 

29.2 40.8 19.7 2.1 

7.0 
1.9 

21.7 21.7 38.9 3.3 

2.6 

2.6 

2.0 

1.0 

1.8 

0.4 

1.3 

1.9 

0.5 

1.7 

1.9 

2.6 
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⑽　仕入・商品管理の状況
①　仕入先数
　仕入先数をみると、全体では［ほぼ十分である］が
46.8％であり、［十分である］（35.3％）とあわせると
８割を超えており、仕入価格が高い点に問題はあるも
のの仕入先の数として量的には十分であるとみられる

（図表Ⅱ－２－38）。
　業種別にみると、「衣料品関連小売業」では［十分
である］と［ほぼ十分である］の合計が70.5％と他の
業種に比べて低く、［やや不足］が23.2％と比較的割
合が高くなっており、［売れ筋商品が揃わない］や［オ
リジナル性の高い商品が少ない］など、仕入先の問題

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－37】　仕入先の問題点
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

仕入価格が高い
 34.6

売れ筋商品が揃わない
 19.6

商品情報の提供が不十分／オリジナル性
の高い商品が少ない 17.0

販促活動に対する支
援・情報提供が不十分
 13.4

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
仕入ロットが大きい
 10.4

支払条件が厳しい
 10.2

商品調達力が弱い
 10.1

マーケットや業界情報
の提供が不十分 8.4

情報化対応が遅れて
いる 6.5

第11位 第12位 第13位 第14位

欠品・品違いが多い
 6.0

商品・売場・顧客管
理等支援・情報提供
が不十分 5.6

当社の経営実態に対
する理解が不十分 
 5.5

情報化や人材育成に
対する支援・情報提
供が不十分 3.4

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 仕入価格が高い
 25.3

仕入ロットが大きい
 11.3

オリジナル性の高い商品が少ない／販促活
動に対する支援・情報提供が不十分 10.0

売れ筋商品が揃わない
 9.3

生 鮮 食 品 小 売 業 195 仕入価格が高い
 30.3

商品情報の提供が不
十分 16.4

売れ筋商品が揃わない
 14.9

支払条件が厳しい
 10.8

商品調達力が弱い
 8.2

食料品関連小売業 733 仕入価格が高い
 36.0

商品情報の提供が不
十分 21.4

オリジナル性の高い
商品が少ない 16.8

仕入ロットが大きい
 14.2

売れ筋商品が揃わない
 14.1

衣料品関連小売業 349 売れ筋商品が揃わない
 39.0

オリジナル性の高い
商品が少ない 37.2

仕入価格が高い
 22.6

商品情報の提供が不
十分 15.8

商品調達力が弱い
 15.5

住 関 連 小 売 業 226 仕入価格が高い
 48.7

商品情報の提供が不
十分 20.4

売れ筋商品が揃わない
 19.5

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 18.6

支払条件が厳しい
 15.9

そ の 他 小 売 業 688 仕入価格が高い
 37.9

売れ筋商品が揃わない
 19.5

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 14.8

支払条件が厳しい
 14.7

商品情報の提供が不
十分 14.0

従
業
員
規
模
別

１～２人 856 仕入価格が高い
 34.6

売れ筋商品が揃わない
 20.6

商品情報の提供が不
十分 18.2

オリジナル性の高い
商品が少ない 14.6

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 12.6

３～４人 694 仕入価格が高い
 34.9

売れ筋商品が揃わない／オリジナル性の
高い商品が少ない 19.2

商品情報の提供が不
十分 18.9

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 16.1

５～19人 657 仕入価格が高い
 36.2

売れ筋商品が揃わない
 19.8

オリジナル性の高い
商品が少ない 18.4

商品情報の提供が不
十分 13.9

仕入ロットが大きい
 13.1

20人以上 117 仕入価格が高い
 23.9

商品情報の提供が不
十分 17.1

売れ筋商品が揃わない／オリジナル性の
高い商品が少ない 14.5

商品調達力が弱い／販促
活動に対する支援・情報
提供が不十分／欠品・品
違いが多い 12.0

売
上
高
増
減
別

増加 201 仕入価格が高い
 33.8

売れ筋商品が揃わない
 19.4

商品情報の提供が不
十分 16.9

仕入ロットが大きい
 15.4

オリジナル性の高い
商品が少ない 11.9

ほぼ横ばい 427 仕入価格が高い
 32.6

売れ筋商品が揃わない
 17.6

オリジナル性の高い
商品が少ない 16.4

商品情報の提供が不
十分 14.8

仕入ロットが大きい
 10.8

やや減少 579 仕入価格が高い
 33.7

売れ筋商品が揃わない
 20.2

オリジナル性の高い
商品が少ない 19.5

商品情報の提供が不
十分 16.2

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 15.2

10％以上減少 466 仕入価格が高い
 36.1

売れ筋商品が揃わない
 21.5

商品情報の提供が不
十分 19.5

オリジナル性の高い
商品が少ない 18.0

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 15.9

20％以上減少 568 仕入価格が高い
 37.7

売れ筋商品が揃わない
 20.8

商品情報の提供が不
十分 18.7

オリジナル性の高い
商品が少ない 18.0

販促活動に対する支援
・情報提供が不十分
 14.6
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点による影響とみられる。
　売上高増減別にみると、［十分である］は「増加」

で46.3％、「20％以上減少」で30.1％と減少企業ほど割
合が低くなる傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－38】　仕入先数
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n

従
業
者
規
模
別 

十分である 
ほぼ 

十分である 
やや不足 不足している 不明 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

20%以上減少 

業
種
別 

売
上
高
増
減
別 

35.3 46.8 11.6 1.8 1.8 4.5 

48.0 40.0 3.3 
0.0

8.7 

34.9 49.2 5.1 1.0 1.0 9.7 

38.1 47.2 8.9 1.5 1.5 4.4 

24.9 45.6 23.2 3.2 3.2 

29.2 50.4 15.5 1.8 1.8 3.1 

37.1 46.7 10.9 2.0 2.0 3.3 

46.3 38.8 8.0 2.5 2.5 4.5 

39.8 48.5 8.2 0.7 0.7 2.8 

36.4 49.6 10.5 0.5 0.5 2.9 

33.3 49.1 12.4 1.5 1.5 3.6 

30.1 45.2 15.5 3.9 3.9 

1.8 
0.0

1.0 

1.5 

1.8 

2.0 

2.0 2.0 

2.0 

34.8 44.2 14.0 

2.2 2.2 31.1 50.9 11.7 

5.0 

4.2 

0.9 0.9 38.1 49.3 8.2 3.5 

2.6 2.6 47.0 30.8 12.0 7.7 

2.5 

0.7 

0.5 

1.5 

3.9 5.3 

②　計画的な仕入
　計画的な仕入をみると、全体では［ほぼできている］
が53.7％で最も高い割合である。業種別や売上高規模
別などいずれの区分においても最も高い割合であり、

発注の翌日には納品されるため、計画的な仕入が可能
な環境が整っているとみられる（図表Ⅱ－２－39）。
特に、コンビニエンスストアが多くを占める「各種商
品小売業」で［十分できている］が31.3％で他の区分
を含めて比較しても一段と高い割合となっている。
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【図表Ⅱ－2－39】　計画的な仕入

0 20 40 60 80 100（%） 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

486 

716 

317 

305 

321 

46 

53 

201 

427 

579 

466 

568

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 
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衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

十分 
できている 

ほぼ 
できている 

やや不十分 できていない 不明 

13.9 53.7 21.8 5.3 5.3  

31.3 47.3 10.7 2.7 2.7 2.7 8.0  

10.3  56.4 18.5 3.1 11.8  

16.2 58.9 16.4 3.5 4.9  

9.5  44.7 34.4 6.9 4.6  

8.0 53.5 25.2 8.8 4.4  

12.9 53.5 23.4 6.3 4.1  

14.1 49.8 22.4 7.5 6.2  

8.1 57.9 23.5 5.0 5.5  

17.8 56.0 19.5 3.2 3.5  

23.9 47.0 18.8 2.6 2.6 7.7  

13.6 49.8 21.8 7.6 7.2  

11.9 53.6 23.6 6.4 4.5  

12.0 57.7 22.4 4.4 3.5  

11.5  61.3 21.0 3.3 3.0  

23.7 53.9 18.1 1.2 1.2 3.1  

19.6 45.7 21.7 2.2 2.2 10.9  

15.1  43.4 30.2 9.4 1.9  

21.9 52.2 20.4 2.0 2.0 3.5  

16.2  58.3 19.4 2.6 2.6 

2.6 

1.2 

2.2 

2.0 

2.6 3.5  

13.5 55.8 23.3 3.1 4.3  

13.1 54.1 23.2 6.2 3.4  

11.1  50.0 22.5 9.9 6.5  

③　商品管理
　商品管理をみると、全体では［ほぼできている］が
53.5％で最も高い割合であり、業種別や売上高規模別
などいずれの区分においても最も高い割合となってい
る（図表Ⅱ－２－40）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では［ほぼで
きている］が50.7％と半数近くを占め、「十分できて
いる」は30.0％とあわせると〔できている計〕は80.7
％と高い割合となっている。これは、「各種商品小売
業」はコンビニエンスストアが多くを占め、商品をコ
ンピュータで単品ごとに管理している企業が多いこと

による。
　従業者規模別にみると、いずれの従業者規模におい
ても［ほぼできている］が半数前後で最も高い割合で
あるものの、「１～２人」では［十分できている］が
15.5％であるのに対して［やや不十分］（23.6％）と［で
きていない］（3.9％）をあわせた〔不十分計〕（27.5％）
が上回っており、「20人以上」では「十分できている」
（27.4％）が〔不十分計〕（18.8％）を上回っているよ
うに、従業者規模が大きくなるにしたがって商品管理
について［十分できている］が高くなる傾向がうかが
える。



109

第
Ⅱ
編
第
2
章　

小
売
業

④　仕入ノウハウ
　仕入ノウハウをみると、全体では［ほぼ十分である］
が48.7％で最も高い割合であり、［十分である］（14.3
％）と合わせると、６割超となる（図表Ⅱ－２－
41）。反面、「やや不足」（26.8％）や「不足している」（4.7
％）など仕入ノウハウについて自らが満足できる水準
に達していないと回答する企業もみられた。
　従業者規模別にみると、「５～19人」と「20人以上」
で［十分である］がそれぞれ20.1％及び28.2％と、「１
～２人」と「３～４人」と比べて高い割合となってい

る。
　売上高規模別にみると、［十分である］と［ほぼ十
分である］をあわせた〔十分計〕は、「１千万円未満」
の55.7％から「１～３億円未満」の77.8％までの規模
において増加する傾向にあるが、「３～５億円未満」
では71.8％、「５億円以上」では50.9％と割合が低くな
る。更に、「５億円以上」では［やや不足］が35.8％
と高くなっている。売上高規模に応じて、仕入ノウハ
ウを十分であるとする基準自体を高めに設定している
ためとみられる。

【図表Ⅱ－2－40】　商品管理
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1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

16.0 53.5 22.3 3.1 5.1 

30.0 50.7 10.7 1.3 1.3 7.3 

16.4  55.4 16.9 2.1 2.1 9.2 

16.9  57.0 18.6 2.0 2.0 5.5 

13.5 46.7 30.1 6.0 3.7 

11.5  54.0 25.2 4.0 5.3 

14.5  53.1  25.6 3.2 3.6 

15.5  50.7 23.6 3.9 6.3 

11.8  55.0  25.6 2.7 2.7 4.8 

18.9 57.1 18.4 2.6 2.6 3.0 

27.4 45.3 15.4 3.4 8.5 

22.4 55.2 17.9 1.0 1.0 3.5  

17.3 54.6 22.0 3.0 3.0  

17.6 54.4 23.3 1.2 1.2 

1.3 

2.1 

2.0 

2.7 

2.6 

1.0 

1.2 3.5  

14.6 54.1 24.5 3.6 3.2  

12.9 52.6 22.4 5.5 6.7 
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【図表Ⅱ－2－41】　仕入ノウハウ
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n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

十分である 
ほぼ 

十分である 
やや不足 不足している 不明 

14.3 48.7 26.8 4.7 5.6  

29.3 48.7 12.0 2.7 2.7 7.3  

13.8 49.2 23.6 2.1 2.1 11.3  

14.7 49.5 24.7 5.3 5.7  

10.3  45.3 31.5 7.7 5.2  

10.6  49.1 31.0 5.3 4.0  

14.0 49.1 29.4 3.5 4.1  

12.7 45.3 29.0 6.3 6.7  

8.5 52.0 28.8 4.9 5.8  

20.1 51.6 22.5 2.4 2.4 3.3  

28.2 39.3 19.7 7.7  

11.5  44.2 29.2 6.4 8.6  

11.3  48.2 30.2 6.3 4.1  

13.2 50.5 28.1 4.7 3.5  

11.5  57.4 24.6 3.0 3.6  

25.5 52.3 18.7 2.5  

19.6 52.2 17.4 10.9  

24.5 26.4 35.8 11.3 1.9  

23.4 49.8 21.4 3.5  

14.8  56.0 23.2 

5.1 

0.9 

0.0

2.0 

2.8 3.3  

14.5  49.1 29.0 2.9 2.9 

2.7 

2.1 

2.4 

0.9 

0.0

2.0 

2.8 

2.9 4.5  

11.6  50.6 28.5 5.4 3.9  

12.7 43.0 29.2 8.5 6.7  

⑤　資金繰り
　資金繰りをみると、全体では［やや厳しい］が31.4
％、［ほぼ問題ない］が31.0％とほぼ同じ割合であり、
〔厳しい計〕（47.5％）と〔問題ない計〕（48.2％）にお
いても差はほとんどない。しかしこの結果は、今回調
査がおこなわれた７月時点での状況であり、その後は
景気の悪化をうけて資金繰りは悪化しているとみられ
る（第Ⅰ編第３章第３節資金繰り状況P. 17）。
　全体において差はほとんどないが、業種別にみると
〔問題ない計〕が「生鮮食品小売業」と「食料費関連
小売業」及び「その他小売業」では約半数であるが、
「各種商品小売業」では過半数を占めており、「衣料品
関連小売業」と「住関連小売業」では半数を割ってお
り、業種により資金繰り状況に違いがみられる。

　売上高規模別にみると、「５千万～１億円未満」ま
では「問題ない」が15％前後で、「ほぼ問題ない」が
30％前後と、〔問題ない計〕が合わせて半数以下であ
るのに対して、「１～３億円未満」以降では過半数を
占めており、資金繰り状況に違いがみられた。
　売上高増減別にみると、「20％以上減少」では［問
題ない］が12.3％、［ほぼ問題ない］が21.3％と〔問題
ない計〕で33.6％であるのに対して、「増加」企業で
は［問題ない］が33.3％、［ほぼ問題ない］が37.3％と
〔問題ない計〕で70.6％と増加企業ほど割合が高くな
っており、倍以上の顕著な差が生じている。
　また売上総利益額増減別においては、より顕著に増
加企業ほど［問題がない］割合が高くなる傾向がみら
れた。
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【図表Ⅱ－2－42】　資金繰り
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今回調査（全体） 
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生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

１千万円未満 

１～３千万円未満 

３～５千万円未満 

５千万～１億円未満 

１～３億円未満 

３～５億円未満 

５億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

売
上
総
利
益
額
増
減
別 

n

問題ない ほぼ問題ない やや厳しい 厳しい 不明 

売
上
高
規
模
別 

17.2 31.0 31.4 16.1 4.3 

32.0 30.7 20.0 10.7 6.7 

20.0 28.7 30.3 12.3 8.7 

18.0 32.1 29.3 16.1 4.5 

11.7 27.8 36.7 20.9 2.9 

12.8 26.5 36.7 19.9 4.0 

16.4 33.7 32.0 14.7 3.2 

16.1 31.3 30.4 17.3 4.9 

12.4 29.0 36.5 18.0 4.2 

21.9 32.3 29.2 13.9 2.7 

28.2 35.0 20.5 7.7 8.5 

14.8 28.4 30.7 20.8 5.3 

14.1 29.6 36.2 16.5 3.6 

16.4 32.2 34.1 13.9 3.5 

14.1 33.1 32.8 17.7 2.3 

30.5 34.9 23.1 9.3 2.2 

17.4 47.8 19.6 4.3 10.9 

32.1 20.8 32.1 13.2 1.9 

33.3 37.3 18.4 8.5 2.5 

22.5 37.9 27.6 9.4 2.6 

16.8 34.9 35.9 9.3 3.1 

12.7 30.0 34.5 20.2 2.6 

12.3 21.3 33.6 26.9 5.8 

36.8 33.9 17.8 9.2 2.3 

21.7 38.8 28.1 9.0 2.4 

16.6 34.6 37.0 9.3 2.6 

13.8 32.3 31.7 18.5 3.6 

12.2 21.2 33.6 27.3 5.7 
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第4節　販売活動の実態と課題

1　店舗の状況

⑴　主たる店舗の立地
　主たる店舗の立地をみると、全体では［住宅地］
45.1％が最も高い割合であり、［私鉄・地下鉄などの
駅前］15.8％が次いで高い割合である（図表Ⅱ－２－
43）。前回調査と比べると［住宅地］（45.3％）をはじ
め各地域とも２ポイント程度の差にとどまり、ほぼ同
じ分布割合となっている。
　業種別にみると、「各種商品小売業」・「生鮮食品小

売業」・「食料品関連小売業」において半数前後が［住
宅地］としているのに対して、「衣料品関連小売業」
においては［住宅地］が28.1％と最も高いものの［私
鉄・地下鉄などの駅前］や［幹線道路沿い］及び［有
力繁華街］などの割合も10％台を占めているのが特徴
といえる。
　従業者規模別にみると、「１～２人」において過半
数を占めていた［住宅地］（54.3％）は、「20人以上」
では30.8％と低下しており、これに対して集客が図り
やすい［JR線駅前］（13.7％）と［幹線道路沿い］（16.2
％）の割合が高くなる。

【図表Ⅱ－2－43】　主たる店舗の立地
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n

前回調査 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

１千万円未満 

１～３千万円未満 

３～５千万円未満 

５千万～１億円未満 

１～３億円未満 

３～５億円未満 

５億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

5.9 7.0 14.4 15.1 45.3 4.2 
1.1
4.3

4.2 5.8 14.4 14.1 47.0 3.7
1.2
6.3 

4.9 7.5 14.8 11.4 46.6 3.0
1.5
7.1 

4.0 8.3 16.8 12.8 45.3 1.7
2.2
6.0 

5.2 7.3 16.9 14.1 43.6 3.3
2.1
6.1 

7.0 8.0 19.4 9.5 35.8 8.0 3.5 4.0 

18.9 7.5 9.4 11.3 28.3 3.8 7.5 5.7 

4.3 8.7 23.9 15.2 34.8 2.2 4.3
2.2 

6.9 8.7 20.6 13.4 33.6 6.9
1.6 
5.9

6.9 9.2 16.4 14.1 37.0 3.63.6 6.6 

4.7 8.8 12.6 10.4 48.9 5.4
1.6
5.0 

3.2
7.4 17.0 12.0 46.6 2.1

1.7
6.4 

2.3
3.7 12.8 14.8 54.9 1.2

0.6
7.0 

10.3 13.7 9.4 16.2 30.8 3.4 5.15.1

6.4 8.8 19.0 11.3 37.7 4.4 
3.0
6.5

5.0 7.3 16.0 13.0 43.5 3.6 
1.7
6.5

2.5
5.0 13.7 13.2 54.3 2.5 

0.4
5.4

5.5 8.4 19.2 13.1 39.8 3.1 
1.7
5.7

2.7
6.6 15.0 18.6 45.6 1.8 

0.4
6.2

10.6 11.7 16.6 11.7 28.1 4.3 6.6 6.0

2.7
4.6 12.6 11.2 55.0 3.8 

0.5
6.5

2.6
5.6 18.5 9.7 52.8 

1.0
1.0 6.7

3.3
6.0 11.3 16.0 49.3 6.0 

0.7
4.7

4.7 7.2 15.8 12.7 45.1 3.4 
1.8

1.1

1.2

1.5

2.2

2.1

1.6 

1.6

3.2 1.7

2.3 0.6

3.0

1.7

2.5 0.4

1.7

2.7 0.4

2.7 0.5

2.6 1.0

3.3 0.7

1.8
6.1

2.8

3.2

3.2

2.9

1.6

5.0

7.5

4.3

2.5

2.6

2.5

3.5

2.7

6.0

2.7

3.3

3.2

3.5

3.1

4.3

3.0

2.1

2.7

3.2

⑵　店舗数とその変化
　店舗数をみると、全体では［１店］が86.9％と最も
高い割合である（図表Ⅱ－２－44）。各区分別にみて
も、ほとんどで「１店」が８割前後を占めている。
従業者規模別にみると、［１～２人］と［３～４人］

では９割を超すほとんどの企業が「１店」であるのに
対して、「５～19人」では［２～５店］（19.5％）が一
部にみられるようになり、「20人以上」では〔１店以下〕
（47.0％）と〔２店以上〕（51.4％）がほぼ同じ割合で
ある。
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　３年前と比べた店舗数の増減をみると、全体では
［変わらない］が82.5％であり、ほとんどの企業が１
店舗のままで経営し続けている（図表Ⅱ－２－45）。

　売上高規模別で「５億円以上」と売上高増減別で「増
加」において増加割合が減少割合を上回っている。

【図表Ⅱ－2－44】　店舗数
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３～５億円未満 

５億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

1.5 86.9 8.8 0.60.6
0.3

2.3 90.0

0.4 89.7

1.4 85.8

0.2 85.7

4.0 76.1

7.5 37.7

2.2 45.7
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1.6 79.0

0.9 91.2
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　売上高規模別にみると、「１千万円未満」において
ほとんどみられなかった［２～５店］が売上高規模が
拡大するにしたがって割合が高くなり、「５億円以上」

では〔１店以下〕（45.2％）より〔２店以上〕（52.8％）
が多くなっている。
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【図表Ⅱ－2－45】　店舗数の変化
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⑶　売場面積とその変化
①　総売場面積
　総売場面積をみると、全体では［10～19坪］が35.2
％で最も高い割合であり、回答企業の平均坪数は21.1
坪である（図表Ⅱ－２－46）。
　３年前と比較した総売場面積をみると、全体では
［変わらない］が85.9％で最も高い割合である（図表

Ⅱ－２－47）。
　売場面積を増加させた企業の41.0％は３年前に比べ
て売上高を増加させているものの、36.1％は減少させ
ており、その差は約５ポイントと、売場面積の増加を
直接売上高増加に活かしきれない企業が少なからず存
在している（図表Ⅱ－２－48）。

【図表Ⅱ－2－46】　総売場面積

4坪 
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【図表Ⅱ－2－47】　総売場面積の増減①
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　　　　　　　　売上高の増減 （％）
n

増加 ほぼ横ばい 減少 不明

売場面積の増減
増加 41.0 19.7 36.1 3.3 61
変わらない 7.9 18.7 69.7 3.6 2,011
減少 4.5 8.9 82.1 4.5 112

全体 8.6 18.2 68.9 4.3 2,341

【図表Ⅱ－2－48】　総売場面積の増減②

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面　　　　積 （％）
n

４坪以下 ５～９坪 10～19坪 20～29坪 30～49坪 50坪以上 無店舗販売 不明

主たる店舗の売場面積 7.6 26.1 37.5 12.2 9.6 3.3 1.2 2.4
2,341

総売場面積 7.0 21.2 35.2 12.3 10.6 5.3 1.0 7.5

【図表Ⅱ－2－49】　主たる店舗の売場面積と総売場面積

②　主たる店舗の売場面積
　主たる店舗の売場面積をみると、全体では［10～19
坪］が37.5％で最も高い割合である（図表Ⅱ－２－

49）。これを総売場面積との対比でみると、全体の
86.9％が１店舗のみ｛前述P. 112｝での営業のため、
ほぼ同一の分布となっている。

⑷　土地・建物の所有状況
①　土地の所有状況
　主たる店舗の土地の所有状況をみると、全体では
［経営者（個人）所有］が45.2％であり［自社（法人）
所有］（5.7％）とあわせておおよそ半数となっている
（図表Ⅱ－２－50）。
　業種別にみると、［賃貸（第三者所有）］は「各種商
品小売業」の62.7％をはじめ、［衣料品関連小売業］
及び［その他小売業］が過半数を占めている。これに

対して［食品関連小売業］と［住関連小売業］では［経
営者（個人）所有］が過半数を占めている。
　主たる店舗の立地別にみると、「幹線道路沿い」と
「住宅地」において［経営者（個人）所有］が過半数
を占めているが、この他の区分で「その他」を除く５
区分では［賃貸（第三者所有）］が過半数を占めている。
　売上高規模別においても［賃貸（第三者所有）］は、
「１～３億円未満」（54.8％）と「３～５億円未満」（65.2
％）で過半数を占めている。
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②　建物の所有状況
　主たる店舗の建物の所有状況をみると、全体では
［経営者（個人）所有］が52.2％と過半数を占めてい
る（図表Ⅱ－２－51）。［賃貸（第三者所有）］は36.2
％と、土地と比べると［経営者（個人）所有］が増え、
［賃貸（第三者所有）］がやや減少する。

　主たる店舗の立地別にみると、「幹線道路沿い」と
「住宅地」では［経営者（個人）所有］の割合が６割
を超え、土地の所有状況により割合が変化している。
土地の所有を重ね合わせてみると自地自家での経営が
主流とみられる。

【図表Ⅱ－2－50】　土地の所有状況
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1.71.71.740.350.75.7

0.92.02.037.854.94.5

0.05.150.635.48.9

4.77.079.17.02.32.3

2.12.14.942.343.77.0

1.72.4
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⑸　商店街組織への加盟状況
　主たる店舗の商店街への加盟状況をみると、全体で
は67.4％が商店街に立地しており、商店街組織は形成
されていないとする企業は32.5％である。加入におい
て、商店街の組織形態は任意団体が34.3％であり、商
店街振興組合が17.4％、事業協同組合が1.3％である。
（図表Ⅱ－２－52）。
　商店街に立地している店舗のうち78.6％（53.067.4）が
商店街に加盟しているとしており、平成19年度東京都
商店街実態調査｛都内商店街の平均値「正会員数」
50.5人、「準会員数」13.5人、「未加入者数」16.9人｝よ
り推計される加盟率79.1％（ 50.5＋13.5

50.5＋13.5＋16.9）とほぼ
同じ割合となっている。商店街組織形態別にみると任
意団体より法人団体のほうの加盟率がやや高くなって
いる。
　業種別にみると、加盟率は「生鮮食料品小売業」で
７割に達しているのに対して、コンビニエンスストア

が多くを占める「各種商品小売業」では28.0％と低い
加盟率であるが、［商店街未形成］に立地しているこ
とも影響している（図表Ⅱ－２－53）。

【図表Ⅱ－2－51】　建物の所有状況
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【図表Ⅱ－2－52】　商店街立地と加盟状況
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【図表Ⅱ－2－54】　店舗の最新改装時期
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【図表Ⅱ－2－53】　商店街への加盟状況
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⑹　店舗の最新改装時期と今後の予定
　主たる店舗の最新改装時期をみると、全体では［16
年以上前］が24.2％で最も高い割合であり、次いで［改
装したことがない］が18.7％と高い（図表Ⅱ－２－
54）。［11～15年前］（15.6％）と合わせると６割近く
の店舗がここ10年間は改装していないことになる。
　業種別にみると「各種商品小売業」で［改装したこ
とがない］が26.0％で最も高い割合であり、他の業種
区分よりも高い割合である。一方、［４～５年前］と
［６～10年前］も２割ほどあり、［１～３年前］（15.3％）
も「衣料品関連小売業」（15.5％）と並んで、他の業
種区分よりも高い割合である。

　従業者規模別にみると、「１～２人」で［16年前以上］
（33.6％）と［改装したことがない］（22.0％）と多く
の企業がここ15年間は改装していない。一方、「20人
以上」では［１～３年前］が28.2％と最も高い割合で
あり、従業者規模が大きくなるにしたがって、近年改
装の割合が高くなる傾向がみられる。
　また、売上高規模別で規模が大きいほど、近年改装
の割合が高くなる傾向がみられる。
　最新改装時期別で売上高増減をみると、「１～３年
前」においても〔減少計〕が54.3％であり、過半数を
占めている（図表Ⅱ－２－55）。このため、店舗改装
が必ずしも売上高増加に直結していないとみることが
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　次に主たる店舗の今後の改装予定をみると、全体で
は「改装の予定なし」（60.3％）と「改装時期は未定」
（21.5％）をあわせると８割を超えている（図表Ⅱ－
２－56）。業種や従業者数によらず全体的に積極的な

改装意欲がみられない状況である。このうち［改装の
予定なし］は、売上高減少企業ほど増加しており、売
上高の低下が改装意欲を低下させているものとみられ
る。

【図表Ⅱ－2－55】　店舗の最新改装時期と売上高増減
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できる。一方、「11～15年前」と「16年以上前」では［増
加］はともに４％に満たず、［減少］が多くを占めて
いる。なお、「改装したことがない」においても「増加」

が10.0％（44企業）みられたが、このうち約半数の23
社は平成11年以降の創業のため実質的には改装してい
ない期間は10年未満となる。

【図表Ⅱ－2－56】　主たる店舗の改装予定
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3.461.422.34.14.54.3

2.62.671.316.70.90.92.62.65.8
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　主たる店舗の営業時間の変化をみると、全体では
「変わらない」が全体で74.4％と最も高い割合であり、
業種・従業者規模・売上高規模などによらず、おおよ
そ７割前後で最も高い割合である（図表Ⅱ－２－58）。

「増加した」も同様に業種・従業者規模・売上高規模
などによらずほとんどが１割未満であるものの、「駅
ビル・ショッピングセンター等の店舗内」では18.6％
と増加させている店舗一部にみられた。

⑺　店舗の営業時間と定休日
①　店舗の営業時間とその増減
　主たる店舗の営業時間をみると、全体では［24時間
営業］とする企業は6.2％であり、開店時刻の平均は
９時15分で、閉店時刻の平均は19時35分、営業時間の
平均は10時間20分である（図表Ⅱ－２－57）。業種別
にみると、コンビニエンスストアが多くを占める「各
種商品小売業」で［24時間営業］が69.3％と７割近く

になり、時間営業している店舗でも13時間38分と非常
に長く、続く「食料品関連小売業」（10時間55分）を
大きく引き離している。
　主たる店舗の立地別でみると、営業時間は「有力繁
華街」において９時間33分と短く、「駅ビル・ショッ
ピングセンター等の店舗内」では［24時間営業］をし
ている店舗はないものの、営業時間は10時間40分と長
くなっている。

【図表Ⅱ－2－57】　主たる店舗の営業時間と開店・閉店時刻
　　　　　　　　　　（１）営業タイプ （％）　　　　（２）開店と閉店時刻 （時）

n
時間営業 終日営業 不明 開店時刻平均 閉店時刻平均

今回調査（全体） 92.3 6.2 1.5 9:15 19:35 2,341

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 29.3 69.3 1.3 8:00 21:38 150
生 鮮 食 品 小 売 業 97.9 0.5 1.5 9:20 19:38 195
食料品関連小売業 94.0 4.9 1.1 8:45 19:40 733
衣料品関連小売業 97.7 0.0 2.3 10:04 19:30 349
住 関 連 小 売 業 97.8 0.4 1.8 9:10 19:13 226
そ の 他 小 売 業 98.1 0.4 1.5 9:26 19:30 688

従
業
員
規
模
別

1～ 2人 97.5 0.8 1.6 9:12 19:30 856
3 ～ 4人 98.6 0.4 1.0 9:16 19:38 694
5 ～ 19人 85.1 13.5 1.4 9:17 19:38 657
20人以上 58.1 39.3 2.6 9:14 19:35 117

売
上
高
増
減
別

増加 85.1 13.4 1.5 9:19 19:33 201
ほぼ横ばい 93.2 6.8 0.0 9:18 19:22 427
やや減少 92.6 5.7 1.7 9:21 19:36 579
10％以上減少 92.1 5.8 2.1 9:06 19:44 466
20％以上減少 95.4 3.3 1.2 9:14 19:41 568

所　

在　

地　

別

都心 90.7 4.7 4.7 9:26 19:04 193
副都心 89.2 8.5 2.3 9:29 19:42 260
城東 92.3 6.7 1.0 8:59 19:32 594
城南 92.5 5.1 2.4 9:08 19:42 254
城西 96.4 3.0 0.5 9:26 19:39 394
城北 92.6 6.7 0.7 9:17 19:48 149
23区地域 計 92.6 5.7 1.6 9:15 19:35 1,844
多摩地域 計 91.2 8.0 0.8 9:16 19:35 490

店　

舗　

立　

地　

別

有力繁華街 95.5 3.6 0.9 9:58 19:31 111
ＪＲ線駅前 93.5 6.5 0.0 9:42 19:44 168
私鉄・地下鉄など
の駅前 92.1 7.3 0.5 9:33 19:51 369

幹線道路沿い 90.6 8.7 0.7 9:04 19:33 298
住宅地 93.6 5.9 0.5 9:04 19:35 1,055
オフィス街 88.6 10.1 1.3 8:54 19:03 79
駅ビル・ショッピン
グセンター等店舗内 100 0.0 0.0 9:50 20:30 43

その他 91.5 4.9 3.5 9:11 19:02 142
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②　定休日
　主たる店舗の定休日をみると、全体では［週休１日］
は58.7％であり最も高い割合である（図表Ⅱ－２－
59）。また［年中無休］は19.2％であり、次いで高い
割合である。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では「年中無休」
が78.0％と高い割合であり、コンビニエンスストアの

24時間年中無休が強く影響している。従業者規模別に
みると「20人以上」において［年中無休］65.8％と高
い割合である。
　立地別にみると、ほとんどの立地で［週休１日］が
過半数を占めているが、「駅ビル・ショッピングセン
ター等の店舗内」においては［年中無休］の割合が最
も高くなっている。

【図表Ⅱ－2－58】　主たる店舗の営業時間の増減

0 20 40 60 80 100（%） 

増加した 変わらない 減少した 不明 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

都心 

副都心 

城東 

城南 

城西 

城北 

23区地域 計 

多摩地域 計 

有力繁華街 

ＪＲ線駅前 

私鉄・地下鉄などの駅前 

幹線道路沿い 

住宅地 

オフィス街 

駅ビル・ショッピングセンター等の店舗内 

その他 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

所
在
地
別 

店
舗
立
地
別 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

201 

427 

579 

466 

568 

193 

260 

594 

254 

394 

149 

1,844 

490 

111 

168 

369 

298 

1,055 

79 

43 

142

n

1.51.520.274.43.8

1.31.311.384.72.72.7

1.01.022.673.33.1

1.41.422.073.03.7

1.41.420.375.13.2

0.90.924.871.72.72.7

2.22.218.274.45.2

1.31.327.568.23.0

1.01.020.574.54.0

2.02.012.880.74.6

2.62.69.482.95.1

2.02.010.980.17.0

0.013.882.43.7

1.91.916.178.63.5

2.62.617.477.72.42.4

0.70.732.062.94.4

4.713.577.24.7

1.51.517.776.24.6

0.70.725.169.44.9

2.02.018.977.61.61.6

1.51.522.672.63.3

0.70.717.475.26.7

1.61.620.873.44.2

1.21.218.278.22.42.4

0.018.080.21.81.8

0.013.781.54.8

0.80.818.476.24.6

0.70.722.174.23.0

0.80.823.473.02.82.8

0.015.278.56.3

0.02.32.379.118.6

3.519.071.16.3
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2　商圏と競合状況

⑴　商圏
　主たる店舗の商圏範囲をみると、全体では［500m
超～１km以内］が19.9％で最も高い割合である（図
表Ⅱ－２－60）。次いで［300m超～500m以内］が19.0
％あり、１km以内で過半数を占めている。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では「300m以

内」（35.3％）と「300m超～500m以内」（32.0％）で
６割を超えており、その多くを占めているコンビニエ
ンスストアでの小商圏が影響しているものとみられ
る。「衣料品関連小売業」では［500m超～１km以内］
と［１km超～３km以内］がともに14.6％であり、商
圏が比較的広いことがみてとれる。
　売上高増減別にみると、売上高を減少させている企
業ほど小商圏の傾向が強く現れている。

【図表Ⅱ－2－59】　定休日

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

201 

427 

579 

466 

568 

111 

168 

369 

298 

1,055 

79 

43 

142

0 20 40 60 80 100（%） 

週休2日 週休1日 隔週1日 月間1日 年中無休 その他 不明 

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

有力繁華街 

ＪＲ線駅前 

私鉄・地下鉄などの駅前 

幹線道路沿い 

住宅地 

オフィス街 

駅ビル・ショッピングセンター等の店舗内 

その他 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

店
舗
立
地
別 

1.31.37.219.23.12.72.758.77.9

1.31.3 3.378.02.02.7 2.02.712.00.70.7

0.5 0.5 4.66.71.01.01.51.581.04.6

1.01.05.714.52.22.5 2.22.566.37.9

1.41.413.222.67.43.744.47.2

1.3 1.3 4.011.10.91.8 0.91.873.97.1

1.71.78.315.83.53.256.510.9

1.11.17.09.73.53.568.66.7

0.90.97.112.13.52.92.964.69.1

1.51.57.830.92.31.8 2.31.846.98.8

2.62.66.865.82.61.7 2.61.717.13.4

1.51.57.028.41.01.01.01.051.210.0

0.20.26.122.22.31.6 2.31.657.89.6

1.71.76.718.83.53.358.47.6

2.12.17.918.53.24.558.25.6

0.70.78.115.04.42.52.562.96.5

0.0 4.528.87.20.90.945.013.5

0.0 7.123.84.23.653.08.3

1.11.15.722.04.63.358.54.9

0.30.3 6.018.51.01.04.064.85.4

0.3 0.3 6.916.72.02.7 2.02.764.57.0

0.0 6.315.22.51.3 2.51.344.330.4

0.0 30.244.214.02.32.39.30.00.0

3.512.016.24.91.41.451.410.6
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⑵　競合する業態
　最も競合する店舗の業態をみると、全体では［総合
スーパー］（24.0％）と［専門店］（17.8％）が目立っ
ている（図表Ⅱ－２－61）。これを業態別にみると、
ドラッグストアが競合店としてドラッグストアとする
のが73.8％と高い割合であるように、ほとんどの業態
で自店と同業態を競合店として選択している。しかし
ながら「専門スーパー」においては自身の業態よりも
［専門店］（33.3％）と［総合スーパー］（23.8％）を競

合先とする割合が高く、また「専門店」は［総合スー
パー］（25.6％）を一番の競合業態としており、自ら
の業態である［専門店］は20.3％と２番目ながら割合
に差がみられる。なお、「専門店」の回答数（1,975企
業）は全体（2,341企業）の84.4％を占めるため、全体
の傾向は［専門店］の傾向を強く反映している。この
ほか、「ディスカウントストア」においても［総合ス
ーパー］を一番の競合業態とみなしている。

【図表Ⅱ－2－60】　商圏と業種

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

193 

260 

594 

254 

394 

149 

1,844 

490 

856 

694 

657 

117 

201 

427 

579 

466 

568

0 20 40 60 80 100（%） 

300m 
以内 

300m超～ 
500m以内 

500m超～ 
1km以内 

1km超～ 
3km以内 

3km超～ 
5km以内 

5km超～ 
10km以内 

10km超 わからない 不明 

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

都心 

副都心 

城東 

城南 

城西 

城北 

23区地域 計 

多摩地域 計 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

所
在
地
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

4.717.44.53.03.04.011.319.919.016.2

4.010.0
0.0 
0.7
1.3 0.0 
0.7
1.3 
3.313.332.035.3

5.112.80.5
0.0
0.5
0.0
4.110.325.623.617.9

4.113.83.02.93.0 3.02.93.011.720.222.818.6

5.726.67.23.45.414.614.612.310.0

2.72.715.510.27.57.59.324.313.39.7

5.520.15.12.82.83.611.820.616.114.4

8.328.58.83.1
1.61.6
4.18.817.619.2 

2.72.720.44.22.3
1.5
2.3
1.5

7.317.325.019.2 

4.417.02.71.93.0 2.71.93.011.621.919.418.2

7.111.44.71.21.24.710.621.717.720.9

4.119.83.63.04.310.921.818.014.5

1.31.312.85.42.02.03.43.414.823.520.116.8

4.618.24.22.22.23.23.210.220.019.517.9

4.914.15.75.96.915.520.016.710.2

5.717.52.81.92.5 2.81.92.510.620.419.319.3

3.617.94.63.35.311.221.917.714.4

4.116.95.94.04.612.518.118.915.1

4.317.17.74.33.411.115.424.812.0

3.524.46.52.52.55.08.019.919.910.4

2.82.820.65.64.73.710.320.816.415.0

4.115.54.12.82.84.114.321.116.916.9

5.214.43.03.44.311.619.121.217.8

4.616.95.32.12.13.710.219.921.116.2
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　　　　　　　　　　　　　　　　競　　合　　す　　る　　業　　態 （％）
総
合
ス
ー
パ
ー

専
門
ス
ー
パ
ー

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア

専
門
店

リ
サ
イ
ク
ル
シ
ョ
ッ
プ

デ
ィ
ス
カ
ウ
ン
ト
ス
ト
ア

均
一
価
格
店

（
100
円
シ
ョ
ッ
プ
等
）

通
信
販
売

（
ネ
ッ
ト
通
販
を
除
く
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
販

そ
の
他
の
小
売
店

そ
の
他

不
明

ｎ

全体 24.0 6.6 12.1 4.9 17.8 1.0 6.2 1.1 2.3 4.0 8.4 5.9 5.8 2,341
専門スーパー 23.8 9.5 19.0 0.0 33.3 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0 4.8 4.8 0.0 21
コンビニエンスストア 20.0 4.4 61.7 1.1 0.0 0.0 3.9 3.9 0.0 0.0 1.1 0.0 3.9 180
ドラッグストア 7.1 0.0 2.4 73.8 4.8 0.0 4.8 0.0 2.4 0.0 0.0 2.4 2.4 42
専門店 25.6 7.1 8.2 3.9 20.3 0.4 6.5 0.9 2.1 3.4 9.3 6.4 5.8 1,975
リサイクルショップ 0.0 2.7 0.0 0.0 8.1 45.9 5.4 0.0 8.1 18.9 5.4 0.0 5.4 37
ディスカウントストア 33.3 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 8.3 12
通信販売 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0 0.0 46.7 26.7 0.0 0.0 20.0 15
インターネット通販 5.6 5.6 0.0 0.0 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 72.2 0.0 0.0 11.1 18
その他の小売店 24.1 0.0 24.1 10.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.8 13.8 13.8 29
業態別その他 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 8.3 8.3 0.0 16.6 16.6 41.8 0.0 12

【図表Ⅱ－2－61】　競合する業態

3　主な客層とその変化

⑴　主な客層
　主な顧客層をみると、全体では［女性の60歳以上］
（55.8％）と［女性の50歳代］（55.1％）が過半数を占
めている（図表Ⅱ－２－62）。一方、男性・女性とも
に［19歳以下］は第５位までに入っておらず、［20歳代］
もわずかである。
　業種別にみると、コンビニエンスストアが多くを占
める「各種商品小売業」では［男性の30歳代］（67.3％）

と［男性の40歳代］（60.7％）が第１位・第２位であり、
第３位は女性であるが、第４位は［男性の20歳代］と
［男性の50歳代］であり、男性客が多いコンビニエン
スストアの特徴を反映している。また、住関連小売業
においても［男性の60歳以上］が58.0％と第１位であ
る。
　従業者規模別にみると、「20人以上」で［女性の20
歳代］と［女性の30歳代］が第３位・第４位と比較的
高位にあり、若い女性を主要顧客層としている点が注
目される。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

女性の60歳以上
 55.8

女性の50歳代
 55.1

女性の40歳代
 40.5

男性の60歳以上
 40.2

男性の50歳代
 37.5

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
女性の30歳代
 32.6

男性の40歳代
 28.6

男性の30歳代
 24.6

女性の20歳代
 20.2

男性の20歳代
 16.5

第11位 第12位
女性の19歳以下
 8.8

男性の19歳以下
 8.5

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 男性の30歳代
 67.3

男性の40歳代
 60.7

女性の30歳代
 56.0

男性の20歳代／男性の50歳代
 52.7

生 鮮 食 品 小 売 業 195 女性の60歳以上
 70.3

女性の50歳代
 69.7

女性の40歳代
 47.7

女性の30歳代
 37.9

男性の60歳以上
 30.8

食料品関連小売業 733 女性の50歳代
 56.6

女性の60歳以上
 54.8

女性の40歳代
 41.1

男性の50歳代
 40.5

男性の60歳以上
 39.8

衣料品関連小売業 349 女性の50歳代
 65.0

女性の60歳以上
 56.4

女性の40歳代
 40.1

女性の30歳代
 22.1

男性の50歳代
 21.5

住 関 連 小 売 業 226 男性の60歳以上
 58.0

女性の60歳以上
 56.6

女性の50歳代
 53.5

男性の50歳代
 47.8

女性の40歳代
 30.1

そ の 他 小 売 業 688 女性の60歳以上
 55.5

男性の60歳以上
 48.3

女性の50歳代
 47.4

男性の50歳代
 39.7

女性の40歳代
 39.2

従
業
員
規
模
別

１～２人 856 女性の60歳以上
 60.0

女性の50歳代
 55.1

男性の60歳以上
 42.6

男性の50歳代
 34.7

女性の40歳代
 33.8

３～４人 694 女性の50歳代
 57.6

女性の60歳以上
 56.1

女性の40歳代
 40.3

男性の60歳以上
 38.3

男性の50歳代
 34.7

５～19人 657 女性の50歳代
 53.7

女性の60歳以上
 53.0

女性の40歳代
 48.4

男性の50歳代
 44.3

女性の30歳代
 43.4

20人以上 117 女性の50歳代
 48.7

女性の40歳代
 47.9

女性の20歳代
 44.4

女性の30歳代／男性の40歳代
 43.6

売
上
高
増
減
別

増加 201 女性の40歳代
 52.2

女性の50歳代
 51.7

女性の30歳代
 46.8

女性の60歳以上
 44.8

男性の40歳代／男性
の50歳代 42.8

ほぼ横ばい 427 女性の50歳代
 56.9

女性の60歳以上
 52.0

女性の40歳代
 44.3

女性の30歳代
 37.2

男性の60歳以上
 36.3

やや減少 579 女性の60歳以上
 56.5

女性の50歳代
 56.1

女性の40歳代
 40.2

男性の60歳以上
 39.6

男性の50歳代
 38.5

10％以上減少 466 女性の50歳代／女性の60歳以上
 59.2

男性の60歳以上
 43.6

女性の40歳代
 42.3

男性の50歳代
 38.0

20％以上減少 568 女性の60歳以上
 58.5

女性の50歳代
 51.9

男性の60歳以上
 41.9

男性の50歳代
 37.0

女性の40歳代
 34.0

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－62】　主な顧客層

⑵　来店客数の変化
　３年前と比較した来店客数の変化をみると、全体で
は［やや減少］が26.0％で最も割合が高く、〔減少計〕
は７割近くとなっている（図表Ⅱ－２－63）。
　業種別にみると、すべての業種で〔減少計〕が過半
数であるが、「生鮮食料品小売業」・「食料品関連小売
業」・「住関連小売業」においては［20％以上減少］が
最も割合が高いのに対して、「各種商品小売業」・「衣
料品関連小売業」・「その他小売業」では［やや減少］
が最も割合が高く、減少度合いに差がみられる。こう
したなかにあって「各種商品小売業」は「増加」の
21.3％が目立っている。
　従業者規模別にみると、「１～２人」では〔減少計〕

が78.5％と非常に高い割合を占めているものの、規模
が大きくなるにしたがって〔減少計〕が少なくなって
いる。
　取扱商品特性別にみると、いずれの区分においても
〔減少計〕が６割を超えている。このうち「自社（自家）
製造品」においては［やや減少］（27.1％）が最も高
い割合であるのに対して、「品質差異ある商品」では
〔減少計〕が67.1％である。一方、「品質差異ない商品」
では〔減少計〕が71.6％であり、このうち［20％以上
減少］が27.3％と最も高い割合であることから、商品
の独自性における違いがわずかに現れている。
　主たる店舗の立地別にみると、いずれにおいても
〔減少計〕が半数を超えている。「オフィス街」におい
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ても「20％以上減少」が26.6％と最も高い割合である
が、「増加」も15.2％みられた。
　来店客数の変化別に商圏範囲の変化をみると、「増
加」においては［変わらない］が50.9％で過半数を占
めているものの、［やや拡大］も29.8％みられ、［やや
縮小］（5.8％）と［大幅に縮小］（2.3％）とをあわせ

た〔縮小計〕は8.1％にとどまっている（図表Ⅱ－２
－64）。これに対して、「20％以上減少」では［大幅に
縮小］が36.0％であり、〔縮小計〕（55.9％）は過半数
を占めている。このため来店客数の減少を契機に商圏
が縮小したと感じている経営者が多いと考えられる。

【図表Ⅱ－2－63】　来店客数の変化
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【図表Ⅱ－2－64】　来店客数の変化と商圏変化
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⑶　平均客単価の変化
　３年前と比べた平均客単価の変化をみると、全体で
は［やや減少］が27.9％で最も高い割合であり、〔減
少計〕は63.1％である（図表Ⅱ－２－65）。
　業種別にみると、多くの業種区分において［やや減
少］が最も高い割合であるのに対して、「住関連小売
業」では［20％以上減少］が28.3％で、より平均客単
価が一段と減少しており、「その他の小売業」では［ほ
ぼ横ばい］が29.2％あり他の業種と比べて幾分減少幅
が小さくなっている。
　従業者規模別にみると、「１～２人」では［20％以
上減少］が30.1％で最も高い割合であり〔減少計〕が
73.4％であるのに対して、「３～４人」では［やや減少］
が最も高い割合であり〔減少計〕が65.0％である。「５
～19人」と「20人以上」では〔減少計〕がそれぞれ
49.8％・53.0％となるなど、概して規模が大きくなる
にしたがって客単価の減少割合は低下する傾向にあ
る。
　売上高規模別にみると、多くが［ほぼ横ばい］若し

くは［やや減少］が最も高い割合であるのに対して、
「１千万円未満」では［20％以上減少］（34.2％）が最
も高い割合となっている。
　売上高増減別にみると、売上高が「増加」した企業
において客単価の［増加］は30.8％にとどまり、［ほ
ぼ横ばい］が48.3％と半数近くとなっている。一方、
売上高が「増加」した企業での来店客数は、［増加］
が54.7％であることから、客単価より客数が売上高増
に寄与しているとみられる。
　取扱商品特性別にみると、〔減少計〕が「品質差異
ない商品」では66.5％であるのに対して、「自社（自家）
製造品」で55.4％、「品質差異ある商品」では63.8％と、
商品の独自性が客単価の減少を多少なりとも押しとど
めているとみられる。
　主たる店舗の立地別にみると、いずれにおいても
〔減少計〕が半数を超えているが、「オフィス街」は
50.7％にとどまり、［増加］も10.1％と他の立地と比べ
てわずかながら高い割合であり、比較的恵まれていた
立地といえる。
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⑷　人通りの変化
　３年前と比べた店前の人通りをみると、全体では
［ほぼ横ばい］が28.4％で最も高い割合であり、業種
別にみても「生鮮食品小売業」を除き［ほぼ横ばい］
が最も高い割合である（図表Ⅱ－２－66）。「生鮮食料
品小売業」は［20％以上減少］が40.0％と最も高い割
合であり、〔減少計〕も73.3％と一段と高い割合とな
っている。
　主たる店舗の立地別にみると、「有力繁華街」と「オ

フィス街」の〔減少計〕が半数より少なく、比較的恵
まれているのに対して、「住宅地」は［20％以上減少］
が28.7％と最も高い割合であり、〔減少計〕も64.9％と
一段と厳しさを増している。
　また、人通りの変化別に商圏範囲の変化をみると、
人通りが「増加」においては商圏が［変わらない］が
47.8％で最も高い割合であるものの、［大幅に拡大］
（5.1％）と［やや拡大］（25.4％）をあわせた〔拡大計〕
が（30.5％）みられる（図表Ⅱ－２－67）。これに対

【図表Ⅱ－2－65】　客単価の変化
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して、人通りが減少しているほど［やや縮小］より［縮 小］の割合が増加する傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－66】　人通りの変化
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【図表Ⅱ－2－67】　人通りと商圏変化

0 20 40 60 80 100（%） 

大幅に 
拡大 

やや拡大 
変わら 
ない 

やや縮小 
大幅に 
縮小 

わから 
ない 

不明 

2,341 

138 

664 

567 

278 

532

n

今回調査（全体） 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

店
前
の
人
通
り 

1.3
8.8 43.3 20.7 16.3 6.3 

1.1
3.0 25.2 22.2 38.2 6.2 

0.4
4.0 38.5 29.5 21.6 5.4 

1.1
8.1 47.6 27.9 7.4 4.9 

1.2

1.3

1.1

0.4

1.1

1.2
13.6 56.2 13.7 6.3 7.8 

5.1 25.4 47.8 10.1 4.3 4.3 

3.3

4.1 

0.7

3.0

1.2

2.9

4　取扱商品

⑴　取扱商品の特性
　主たる取扱商品の特性をみると、全体では同じ品
種・品番において品質に大きな［差異がない仕入商品］

が50.9％と半数をわずかに超えており、同じ品種・品
番において品質に大きな［差異がある仕入商品］が
25.7％、自社（自家）で［製造している商品］が20.5
％である（図表Ⅱ－２－68）。
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⑵　取扱品目数とその変化
　主たる店舗における取扱品目数をみると、全体では
［100未満］が42.2％で最も高い割合であり、多くの店
舗が比較的少ない品数で営業している（図表Ⅱ－２－
69）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では［2,000～
3,000未満］（39.3％）と「3,000以上」（20.0％）と品目

数が非常に多い。この他の５つの業種は［100未満］
が最も高い割合であり、商品の取扱品目数についての
戦略においても大きな差がみられる。
　従業者規模別にみると、規模の小さいほど取扱品目
数は少なく、「１～２人」では［100未満］が55.0％と
過半数を占めている。一方、「５～19人」では［500～
1,000未満］、［1,000～2,000未満］、［2,000～3,000未満］
もそれぞれ約１割みられるようになり、「20人以上」
では［2,000～3,000未満］が24.8％、［3,000以上］が
15.4％と取扱品目数が一段と拡大している。
　３年前と比較した取扱品目数の増減は、「ほぼ横ば
い」が44.3％で最も高い割合である（図表Ⅱ－２－70）。
従業者規模別にみると、いずれの区分も［ほぼ横ばい］
が最も高い割合であるが、「１～２人」では〔減少計〕
が45.6％であり、少ない取扱品目数を更に減少させて
いることがうかがえる。一方、「５～19人」と「20人
以上」では〔増加計〕がそれぞれ33.5％、28.2％と〔減
少計〕を上回っており、取扱品目数を増加させている。

【図表Ⅱ－2－69】　取扱品目数
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【図表Ⅱ－2－68】　取扱商品の特性
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⑶　品揃えの幅と深さ
　３年前と比較した取扱品の品揃えの幅をみると、全
体では［変わらない］が54.5％で最も高い割合である
（図表Ⅱ－２－71①）。また、３年前と比較した取扱品
目数の品揃えの深さも全体で［変わらない］が55.6％
であり（図表Ⅱ－２－71②）、品揃えの幅・深さとも
にそのまま営業している店舗が大半とみられる。
　売上高規模別にみると、いずれの区分でも品揃えの
幅・深さともに［変わらない］が最も高い割合である
が、品揃えの幅においては規模が大きくなるにしたが
って［広くなった］が増加し、［狭くなった］が減少
する傾向がみられるほか、品揃えの深さにおいても規
模が大きくなるにしたがって［深くなった］が増加し、

［浅くなった］が減少する傾向がみられる。
　同様に、売上高増減別においても、いずれの区分で
も品揃えの幅・深さともに［変わらない］が最も高い
割合であるが、品揃えの幅においては売上高増加につ
れて［広くなった］が増加し、［狭くなった］が減少
する傾向がみられるほか、品揃えの深さにおいても売
上高増加につれて［深くなった］が増加し、［浅くな
った］が減少する傾向がみられる。取扱品目数を増加
させるなかで、品揃えの幅と深さの両方を充実させる
ことで顧客に商品購入の利便性を高めたり、関連販売
を積極的に行うことにより売上高増加に結び付けてい
るとみられ、この傾向は従業者規模にかかわらず同様
の傾向がみられた（図表Ⅱ－２－72）。

【図表Ⅱ－2－70】　3年前と比較した取扱品目数の増減

0 20 40 60 80 100（%） 

10%以上 
増加 

やや増加 ほぼ横ばい やや減少 
10%以上 
減少 

不明 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

201 

427 

579 

466 

568

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

4.6 14.7 44.3 19.9 12.0 

1.9
8.1 32.6 23.6 28.3 

2.4
9.2 45.7 26.8 11.8 

3.5 14.7 50.3 23.1 4.3 

4.4 23.2 55.3 10.8 3.3 

21.4 31.3 39.8 4.0 
1.5 

8.5 19.7 54.7 12.8 
0.9 

7.9 25.6 46.7 12.5 4.1 

4.5 12.2 46.3 21.5 11.1 

1.5
7.7 39.4 25.4 20.2 

7.8 20.1 41.6 15.1 11.5 

3.5 10.6 38.9 25.2 16.4 

3.2 13.2 44.1 21.8 13.2 

3.8 12.1 47.9 19.9 11.3 

1.0
11.8 36.9 29.7 14.4 

2.7

1.9

2.4

1.5 

0.9 

1.5

1.0

2.7
16.0 57.3 16.0 4.7 

4.6

5.5

4.1

4.1

3.0

2.0

3.4

3.2

4.5

5.8

3.9

5.3

4.6

4.9

6.2

3.3



132

【図表Ⅱ－2－71①】　品揃えの幅
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5　販売促進活動とその課題

⑴　取扱商品の魅力向上
　取扱商品の魅力を高めるために行っていることとし
ては、全体では［販売時の顧客に応じた商品の提案］
（44.1％）と［仕入時の目利き］（43.2％）がともに４
割を超えており、多くの区分で第１位・第２位を占め

ている（図表Ⅱ－２－73）。
　業種別にみると、［販売後のアフターサービス］が
「住関連小売業」において55.3％で第２位、「衣料品関
連小売業」31.2％で第３位、「その他の小売業」にお
いては29.4％で第４位となっている。これは購入した
商品が、短期間に消費される食品等とは異なり、比較
的長期間・数度にわたって消費されるためとみられる。
　売上高規模別にみると、［商品を発掘する力］が
「５千万～１億円未満」と「１～３億円未満」におい
て第５位であるのが、「３～５億円未満」では26.1％
で第４位、「５億円以上」では35.8％で第２位となっ
ており、売上高規模が大きくなるにしたがって差別化
を図るため、より魅力ある商品の発掘を図っていると
みられる。
　商品特性別にみると、「自社（自家）製造品」では［自
社（自家）での製造加工力］が55.0％で第１位である
のに対して、「品質差異ある商品」では［仕入時の目
利き］（64.3％）が、「品質差異ない商品」では「販売
時の顧客に応じた商品の提案」（50.9％）が第１位で

【図表Ⅱ－2－71②】　品揃えの深さ

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

486 

716 

317 

305 

321 

46 

53 

201 

427 

579 

466 

568

0 20 40 60 80 100（%） 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

20%以上減少 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

n

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

深くなった 変わらない 浅くなった 不明 

11.7 55.6 24.2 8.5

16.0 63.3 14.7 6.0 

4.6 50.8 34.9 9.7 

9.0 59.9 21.7 9.4 

13.8 49.0 30.4 6.9 

11.5 52.2 26.1 10.2 

14.8 55.1 22.1 8.0 

4.7 49.2 36.2 9.9 

11.5 56.5 24.1 7.9 

19.2 61.6 11.7 7.5 

23.9 61.5 8.5 6.0 

5.8 44.0 41.0 9.2

9.2 55.2 27.7 7.9

9.7 61.5 20.4 8.5

16.6 67.2 11.0 5.2

32.3 57.7 5.05.0

30.2 50.9 11.3 7.5

13.0 71.7 8.7 6.5

24.0 64.2 6.9 5.0

17.0 57.4 20.3 5.2

11.7 59.6 20.8 7.9

6.8 54.6 29.5 9.1

6.0 49.2 35.4 9.5

【図表Ⅱ－2－72】　品揃えと売上高増減
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あり、商品の特性に応じて魅力向上策をきめ細かく講 じていることがうかがえる。

 （複数回答：％）
区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 44.1

仕入時の目利き
 43.2

販売時の付随サービ
スの充実 26.4

販売後のアフターサ
ービスの充実 21.3

自社（自店）での製
造加工力 18.2

第６位 第７位 第８位 第９位
商品を発掘する力
 13.4

保管段階での価値保
全・向上  7.7

商品を企画開発する力
 7.3

その他
 4.0

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 48.0

仕入時の目利き
 37.3

販売時の付随サービ
スの充実 24.0

商品を発掘する力／保管段階での価値保
全・向上 7.3

生 鮮 食 品 小 売 業 195 仕入時の目利き
 72.3

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 38.5

自社（自店）での製
造加工力 28.7

販売時の付随サービ
スの充実 17.4

保管段階での価値保
全・向上 10.3

食料品関連小売業 733 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 36.2

仕入時の目利き
 34.7

自社（自店）での製
造加工力 33.0

販売時の付随サービ
スの充実 21.7

商品を発掘する力
 16.4

衣料品関連小売業 349 仕入時の目利き
 65.3

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 57.9

販売後のアフターサ
ービスの充実 31.2

販売時の付随サービ
スの充実 27.5

商品を発掘する力
 21.8

住 関 連 小 売 業 226 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 58.0

販売後のアフターサ
ービスの充実 55.3

販売時の付随サービ
スの充実 35.8

仕入時の目利き
 34.5

商品を発掘する力
 7.5

そ の 他 小 売 業 688 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 41.7

仕入時の目利き
 37.1

販売時の付随サービ
スの充実 31.0

販売後のアフターサ
ービスの充実 29.4

商品を発掘する力
 11.3

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 仕入時の目利き
 41.5

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 41.1

販売時の付随サービ
スの充実 23.5

販売後のアフターサ
ービスの充実 22.1

自社（自店）での製
造加工力 16.2

３～４人 694 仕入時の目利き
 48.3

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 45.0

販売時の付随サービ
スの充実 28.2

販売後のアフターサ
ービスの充実 21.3

自社（自店）での製
造加工力 19.9

５～19人 657 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 47.2

仕入時の目利き
 41.7

販売時の付随サービ
スの充実 27.9

販売後のアフターサ
ービスの充実 21.6

自社（自店）での製
造加工力 18.7

20人以上 117 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 44.4

仕入時の目利き
 35.0

販売時の付随サービ
スの充実 29.9

商品を発掘する力
 24.8

自社（自店）での製
造加工力 19.7

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 仕入時の目利き
 39.9

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 35.8

自社（自店）での製造加工力／販売時の
付随サービスの充実 21.8

販売後のアフターサ
ービスの充実 20.2

１～３千万円未満 716 仕入時の目利き
 47.1

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 45.1

販売時の付随サービ
スの充実 25.4

販売後のアフターサ
ービスの充実 21.8

自社（自店）での製
造加工力 21.4

３～５千万円未満 317 仕入時の目利き
 49.5

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 46.1

販売時の付随サービ
スの充実 26.8

販売後のアフターサ
ービスの充実 21.1

自社（自店）での製
造加工力 18.6

５千万～１億円未満 305 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 51.5

仕入時の目利き
 46.6

販売時の付随サービ
スの充実 34.1

販売後のアフターサ
ービスの充実 26.9

商品を発掘する力
 19.3

１～３億円未満 321 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 48.6

仕入時の目利き
 35.8

販売時の付随サービ
スの充実 27.7

販売後のアフターサ
ービスの充実 17.8

商品を発掘する力
 13.1

３～５億円未満 46 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 37.0

仕入時の目利き
 32.6

販売時の付随サービ
スの充実 28.3

商品を発掘する力
 26.1

販売後のアフターサ
ービスの充実 19.6

５億円以上 53 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 47.2

商品を発掘する力
 35.8

仕入時の目利き
 34.0

販売時の付随サービ
スの充実 32.1

商品を企画開発する力
 24.5

売
上
高
増
減
別

増加 201 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 43.8

仕入時の目利き
 42.3

販売時の付随サービ
スの充実 27.9

自社（自店）での製
造加工力 23.9

商品を発掘する力／
販売後のアフターサ
ービスの充実 19.9

ほぼ横ばい 427 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 44.5

仕入時の目利き
 42.4

販売時の付随サービ
スの充実 26.0

販売後のアフターサ
ービスの充実 20.1

自社（自店）での製
造加工力 19.2

やや減少 579 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 50.4

仕入時の目利き
 41.6

販売時の付随サービ
スの充実 28.3

販売後のアフターサ
ービスの充実 23.3

自社（自店）での製
造加工力 19.2

10％以上減少 466 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 47.4

仕入時の目利き
 47.0

販売時の付随サービ
スの充実 26.6

販売後のアフターサ
ービスの充実 22.3

自社（自店）での製
造加工力 14.8

20％以上減少 568 仕入時の目利き
 45.4

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 38.4

販売時の付随サービ
スの充実 25.5

販売後のアフターサ
ービスの充実 21.1

自社（自店）での製
造加工力 18.1

商
品
特
性
別

自社（自家）製造品 480 自社（自店）での製
造加工力 55.0

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 30.4

仕入時の目利き
 28.3

販売時の付随サービ
スの充実 20.6

商品を企画開発する力
 17.5

品質差異ある商品 602 仕入時の目利き
 64.3

販売時の顧客に応じ
た商品の提案 43.0

販売時の付随サービ
スの充実 23.9

自社（自店）での製
造加工力 17.3

販売後のアフターサ
ービスの充実 14.6

品質差異ない商品 1,192 販売時の顧客に応じ
た商品の提案 50.9

仕入時の目利き
 39.0

販売時の付随サービ
スの充実 30.5

販売後のアフターサ
ービスの充実 29.0

商品を発掘する力
 13.0

【図表Ⅱ－2－73】　取扱品の魅力向上
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第5節　情報化の実態

1　情報化の状況

⑴　情報化への投資
　経営の考え方について積極的に情報化へ投資してい
るかをみると、全体では［投資している］が17.8％で
あり、一部にとどまっている（図表Ⅱ－２－74）。
業種別にみると「生鮮食品小売業」で積極的に［投資
している］が1.5％とほとんど情報投資がみられない。

　従業者規模別にみると、積極的に［投資している］
が「１～２人」では7.1％であるのに対して、「20人以
上」では45.3％と規模が大きくなるにしたがって急激
に増加する傾向がみられる。
　売上高規模別においても、規模の影響が更に顕著に
現れており、「５億円以上」においては58.5％と過半
数が積極的に［投資している］としている。
　また、売上高増減別においても売上高が増加するほ
ど「投資している」の割合が高くなる傾向がみられ
る。

【図表Ⅱ－2－74】　情報化への投資
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n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

１千万円未満 

１～３千万円未満 

３～５千万円未満 

５千万～１億円未満 

１～３億円未満 

３～５億円未満 

５億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 
売
上
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

17.8 71.8 10.4

10.0 79.6 10.4

17.2 73.8 9.0

18.5 70.8 10.7

20.6 70.3 9.1

36.8 57.2 6.0

58.5 35.8 5.7

34.8 58.7 6.5

37.1 54.8 8.1

23.9 67.9 8.2

20.8 67.2 12.0

8.8 82.0 9.2

7.0 80.7 12.3

45.3 46.2 8.5

29.4 62.4 8.2

15.4 73.6 11.0

7.1 81.4 11.4

25.4 64.0 10.6

23.5 68.6 8.0

14.0 76.8 9.2

13.6 75.4 10.9

84.61.5 13.8

24.7 66.0 9.3

⑵　POSシステムの導入状況
　情報化への対応状況をみると、全体ではPOSシステ
ムは17.4％が導入済みであり、前回調査（15.3％）と
比べると2.1ポイント増加し、その平均導入年は6.2年
前である（図表Ⅱ－２－75）。
　POSの導入については、業種により大きな違いがみ
られ、コンビニエンスストアが多数を占める「各種商
品小売業」では81.3％が導入している。［導入済み］

の割合でみると、「食料品関連小売業」が16.8％、「そ
の他小売業」が15.8％、「住関連小売業」が13.7％と１
割台であるが、「衣料品関連小売業」（4.9％）や生鮮
食料品（3.1％）では導入率が著しく低い水準にとど
まっている。
　従業者規模別にみると、導入割合は規模が大きくな
るにしたがって高くなる傾向がみられ、「20人以上」
においては58.1％と、半数以上が導入している。
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⑶　EOSの導入状況
　オンラインの発注システムであるEOSの導入状況
をみると、全体では23.7％でありPOSシステムより導
入率が高く、前回調査（20.2％）よりわずかに増加し
ている（図表Ⅱ－２－75）。その平均導入年は5.4年前
であり今回調査でみる限りPOSシステムと比べると最
近導入した企業が多い。導入しているEOSを主たる
発注方法としているのは全体の20.5％｛前述P. 102｝
であり、この差の約３ポイントは、一部にEOS導入
したものの、主たる発注方法としては他の方法を用い
ている店舗の存在を示している。
　業種別にみると、コンビニエンスストアが多数を占
める「各種商品小売業」では85.3％が導入しており、
POSシステムとほぼ同じ割合であることから、一体的
に利用されているとみられる。一方、「生鮮食品」は
導入店舗がまったくみられなかった。
　従業者規模別にみると、導入割合は規模が大きくな
るにしたがって高くなる傾向がみられ、「20人以上」
においては53.0％と、半数以上が導入しており、売上
高規模別においても同様に規模による差異がみられ
た。

⑷　顧客管理システムの導入状況
　パソコン等を利用した顧客管理システムの導入状況
をみると、全体では21.9％とEOSとほぼ同じ割合であ
る（図表Ⅱ－２－75）。前回調査（21.5％）とほとん
ど同じ割合であり、導入はあまり進んでいない。

　業種別にみると、「生鮮食品小売業」において［導
入済み］がわずか2.1％であり、導入している企業は
ほとんどみられない。
　従業者規模別にみると、「１～２人」において［導
入済み］が9.9％であるのに対して、「20人以上」では
［導入済み］と［未導入］がともに43.6％で拮抗して
おり、従業者規模が大きくなるにしたがって導入が進
む傾向がみられる。また、「20人以上」においては導
入後経過年数は4.6年と、他の従業者規模区分に比べ
て比較的近年であり、更新等をしっかり実施している
とみられる。
　売上高規模別に［導入済み］の割合をみると、
「１千万円未満」で6.6％であるのに対して、「５億円
以上」では60.4％と規模が大きくなるにしたがって高
くなる傾向が顕著にみられる。

⑸　インターネット・電子メールの導入状況
　インターネット・電子メールの導入状況をみると、
全体では［導入済み］が28.8％と、他の情報化と比べ
て導入割合が高く、前回調査（25.6％）と比べるとわ
ずかに増えている（図表Ⅱ－２－75）。
　業種別にみると、「住関連小売業」と「その他の小
売業」の導入割合が４割台と比較的高くなっている。
　売上高規模別にみると、［導入済み］の割合は「１
千万円未満」で12.8％であるのに対して、「５億円以
上」では77.4％と、規模による違いが顕著にみられ
る。
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⑹　ホームページ
　自社のホームページについてみると、全体では［ホ
ームページはない］が62.5％、いずれかの所有形態で
自社のホームページを所有しているのが32.0％であ
り、POSシステム・EOSなど他の情報化と比べ導入が
進んでいる（図表Ⅱ－２－76）。ホームページの所有
形態は、［自社所有］が17.2％で最も高い割合であり、
次いで［商店街・業界団体等の共同ページ］が14.0％
である。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では86.7％が
［ホームページはない］としている。これは、「各種商
品小売業」の多くを占めるコンビニエンスストアが、
チェーン本部のホームページはあるが、経営者の判断

で自由に更新等ができる自社のホームページを開設し
ていないためと思われる。一方、「衣料品関連小売
業」、「住関連小売業」、「その他小売業」では４割前後
が自社のホームページを保有している。
　従業者規模別にみると「20人以上」で自社のホーム
ページを保有している割合が過半数を占めており、規
模に応じて割合が高くなる傾向がみられる。
　売上高規模別においても、「１千万円未満」の72.6
％が［ホームページはない］としているのと対照的に、
「５億円以上］では73.6％がホームページを保有して
おり、なかでも「自社所有」が67.9％と過半数を占め
ている。

①ＰＯＳシステム ②ＥＯＳ ③顧客管理システム ④インターネット・電子メール
n導入済み

（％）
平均導入年
（年前）

導入済み
（％）

平均導入年
（年前）

導入済み
（％）

平均導入年
（年前）

導入済み
（％）

平均導入年
（年前）

今回調査（全体） 17.4 6.2 23.7 5.4 21.9 6.4 28.8 4.1 2,341

業　
　

種　
　

別

各種商品小売業 81.3 4.7 85.3 4.6 28.0 4.0 22.0 2.5 150
生 鮮食品小売業 3.1 10.2 0.0 － 2.1 6.3 4.6 5.6 195
食料品関連小売業 16.8 7.9 20.1 6.4 15.8 6.3 18.4 4.3 733
衣料品関連小売業 4.9 5.6 3.7 5.2 18.6 7.0 27.8 4.0 349
住 関 連 小 売 業 13.7 6.2 30.5 6.5 33.2 7.4 42.5 4.7 226
そ の 他 小 売 業 15.8 6.0 28.6 4.8 30.5 6.4 44.3 3.9 688

従
業
者
規
模
別

１～２人 5.5 7.8 12.4 5.7 9.9 7.5 15.1 4.2 856
３～４人 11.2 6.7 18.9 5.4 19.7 6.8 26.2 4.0 694
５～19人 32.7 6.3 38.8 5.5 35.8 6.2 43.8 4.3 657
20人以上 58.1 4.6 53.0 4.2 43.6 4.6 59.0 2.9 117

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 2.5 3.2 6.0 6.1 6.6 6.9 12.8 3.6 486
１～３千万円未満 6.8 7.0 13.7 5.8 14.4 6.8 20.3 4.0 716
３～５千万円未満 13.6 7.8 21.5 5.5 23.7 8.5 30.0 4.3 317
５千万～１億円未満 23.0 6.6 36.1 5.4 33.4 6.4 40.0 4.8 305
１～３億円未満 53.0 5.9 55.8 5.2 39.6 5.5 51.4 3.8 321
３～５億円未満 45.7 7.0 47.8 5.3 47.8 6.0 63.0 3.7 46
５億円以上 43.4 5.6 43.4 5.1 60.4 5.0 77.4 4.5 53

【図表Ⅱ－2－75】　情報化の内容と導入時期
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　ホームページの活用内容をみると、全体では［店舗
紹介］が24.2％で最も高い割合であり、次いで［商品

紹介］（16.8％）、［商品販売］（11.8％）となっている（図
表Ⅱ－２－77）。

【図表Ⅱ－2－76】　ホームページの所有状況
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業
種
別 

従
業
者
数
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

17.2 14.0 0.8 62.5

10.7 10.7 0.7 71.1

13.3 17.6 0.6 65.2

17.1 15.0 0.9 62.0

22.0 14.1 0.5 58.8

37.3 12.9 2.5 44.8

67.9 3.8 1.9 24.5

45.7 4.3 0.0 50.0

28.3 11.8 0.3 56.4

23.9 14.4 1.6 55.4

16.7 16.4 1.3 60.3

11.0 16.9 0.7 65.5

7.4 12.6 0.6 72.6

41.9 7.7 0.9 46.2

28.0 12.9 1.1 54.0

15.6 15.6 0.7 62.4

6.8 14.1 0.7 71.6

25.3 15.1 0.9 53.9

22.1 19.0 0.9 51.8

20.1 16.3 0.9 58.7

13.2 12.7 1.0 67.7

1.5 13.3 0.5 74.4

6.0 2.7 0.0 86.7

5.5

6.7

3.2

5.0

4.7

2.5

1.9

0.0

3.1

4.6

5.4

5.9

6.8

3.4

4.0

5.8

6.8

4.8

6.2

4.0

5.5

10.3

4.7

（複数回答：％）
店舗紹介 商品の紹介 商品の販売 その他 不明 n

今回調査（全体） 24.2 16.8 11.8 2.3 67.2 2,341

【図表Ⅱ－2－77】　ホームページの活用内容
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第6節　環境認識と課題
　
1　環境認識

⑴　消費者意識や購買行動の変化
　消費者意識や購買行動の変化で特に重要と考えるも
のについてみると、全体では［低価格志向］が42.5％
で第１位であり、次いで［高齢化］（37.9％）、［品質
重視］（34.4％）が３割台で続いている（図表Ⅱ－２
－78）。
　業種別にみると、「住関連小売業」以外は［低価格
志向］・［高齢化］・［品質重視］が順位の違いはあるも
のの第５位以内に入っている。これに対して「住関連
小売業」においては［品質重視］が19.5％で第６位に
後退し、「大型店志向」（29.6％）・「インターネット等
による情報収集」（26.1％）がより上位となっている。

　また、「衣料品関連小売業」においては［高齢化］
（45.0％）に続いて、［買い控え］［低価格志向］［値ご
ろ感の重視］と価格に関する回答が多くみられる。
　また、コンビニエンスストアが多数を占める「各種
商品小売業」と、「生鮮食品小売業」・「食料品関連小
売業」は食品を取り扱っていることから、［商品への
安心・安全意識の高まり］が３～４割と高い割合であ
る。
　売上高増減別にみると、売上高が減少しているほど
［低価格化志向］と［高齢化］の割合が高くなる傾向
がみられる。これと対照的に［品質重視］は「増加」
において49.8％と半数近くで第１位であるのに対し
て、「20％以上減少」では26.6％で第４位に後退して
おり、売上高が増加している企業ほど［品質重視］す
る割合が高くなる傾向がみられる。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

低価格志向
 42.5

高齢化
 37.9

品質重視
 34.4

商品への安全・安心
意識の高まり 25.8

値ごろ感の重視
 23.5

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位

健康志向
 22.6

買い控え
 22.5

サービス重視
 15.8

大型店志向
 15.2

インターネット等によ
る情報収集／少子化
 14.0

第12位 第13位 第14位 第15位 第16位
個性化・多様化
 12.8

速い消費者ニーズの
変化 11.2

購買行動の広域化
 10.5

個人中心の購買行動
 9.3

豊富な商品情報
 8.2

第17位 第18位 第19位
車利用による買物
 7.4

団塊世代の大量退職
 3.4

高価格品志向
 3.2

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 低価格志向
 50.7

商品への安全・安心
意識の高まり 46.7

高齢化
 43.3

品質重視
 42.7

健康志向
 33.3

生 鮮 食 品 小 売 業 195 品質重視
 51.3

高齢化
 49.2

商品への安全・安心
意識の高まり 42.6

低価格志向
 34.9

健康志向
 29.7

食料品関連小売業 733 低価格志向
 43.7

品質重視
 42.7

商品への安全・安心
意識の高まり 35.3

健康志向
 34.4

高齢化
 32.9

衣料品関連小売業 349 高齢化
 45.0

買い控え
 42.4

低価格志向
 38.4

値ごろ感の重視
 33.0

品質重視
 29.5

住 関 連 小 売 業 226 低価格志向
 61.5

高齢化
 48.2

大型店志向
 29.6

インターネット等に
よる情報収集 26.1

買い控え
 23.9

そ の 他 小 売 業 688 低価格志向
 37.6

高齢化
 32.0

品質重視
 26.3

買い控え
 21.8

インターネット等に
よる情報収集 21.5

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 低価格志向
 44.9

高齢化
 41.5

品質重視
 27.5

買い控え
 22.9

健康志向
 19.5

３～４人 694 低価格志向
 43.1

高齢化
 36.3

品質重視
 36.0

商品への安全・安心
意識の高まり 26.2

買い控え
 24.8

５～19人 657 低価格志向
 40.0

品質重視
 39.9

高齢化
 35.6

商品への安全・安心
意識の高まり 33.0

値ごろ感の重視
 27.9

20人以上 117 品質重視
 45.3

商品への安全・安心
意識の高まり 40.2

低価格志向
 35.9

健康志向
 35.0

高齢化
 34.2

売
上
高
増
減
別

増加 201 品質重視
 49.8

商品への安全・安心
意識の高まり 32.3

低価格志向
 30.3

値ごろ感の重視
 26.9

高齢化
 26.4

ほぼ横ばい 427 品質重視
 39.6

低価格志向
 36.5

高齢化
 32.6

値ごろ感の重視
 27.2

商品への安全・安心
意識の高まり 25.8

やや減少 579 低価格志向
 39.0

高齢化
 38.2

品質重視
 34.2

商品への安全・安心
意識の高まり 28.0

健康志向
 25.7

10％以上減少 466 高齢化
 45.3

低価格志向
 44.8

品質重視
 34.3

買い控え
 30.3

商品への安全・安心
意識の高まり 28.1

20％以上減少 568 低価格志向
 54.6

高齢化
 40.3

買い控え
 28.7

品質重視
 26.6

大型店志向
 22.4

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－78】　消費者意識と購買行動の変化

⑵　消費者の環境意識
　消費者の今後の意識として環境意識が高まるかにつ
いてみると、全体では［そう思う］が47.5％と半数近
くである（図表Ⅱ－２－79）。
　売上高規模別にみると、［そう思う］は「１千万円
未満」で38.5％であったのが、「１～３千万円未満」・

「３～５千万円未満」・「５千万～１億円未満」ではお
よそ47％前後、「１～３億円」以上では約60％と段階
的に割合が高くなっている。
　また、従業者規模別・売上高増減別・売上総利益額
増減別においても、規模・金額が増加するにしたがっ
て［そう思う］は約40％から約65％に増加している。
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【図表Ⅱ－2－79】　消費者の環境意識の高揚
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n

今回調査（全体） 
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1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

20%以上減少 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

20%以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

売
上
総
利
益
額
増
減
別 

47.5 30.0 11.0 11.5

38.8 30.6 15.2 15.4

47.4 29.8 13.6 9.1

49.9 33.0 8.9 8.2

51.9 29.3 7.9 11.0

64.4 23.6 4.6 7.5

40.7 30.5 14.8 14.1

47.9 30.9 12.4 8.8

45.8 32.8 10.5 10.9

52.0 30.0 8.2 9.8

66.7 21.4 5.0 7.0

60.4 24.5 1.9 13.2

60.9 23.9 10.9 4.3

59.5 26.8 8.4 5.3

46.9 33.1 9.8 10.2

47.6 31.2 11.0 10.1

47.1 31.4 10.5 11.0

38.5 30.7 14.8 16.0

65.0 24.8 3.4 6.8

53.1 28.2 10.2 8.5

48.6 29.1 10.4 12.0

39.7 33.1 13.3 13.9

44.2 32.0 10.2 13.7

42.9 35.0 11.5 10.6

47.9 28.7 14.9 8.6

50.5 28.5 9.7 11.3

39.5 29.2 13.3 17.9

64.0 25.3 8.7 2.0

⑶　トレーサビリティへの要求
　消費者の今後の意識として、トレーサビリティへの
要求が高まるかについてみると、全体では46.6％が
［どちらともいえない］であり、情勢を見守っている
ものとみられる（図表Ⅱ－２－80）。

　従業者規模別・売上高増減別・売上総利益額増減別
において、規模・金額が増加するにつれて［そう思う］
が増加する傾向にあるが、３～４割にとどまり、［ど
ちらともいえない］より低い割合である。
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⑷　インターネット通販の利用
　消費者の今後の意識として、インターネット通販の
利用が増えるかについては、全体では「そう思う」が
42.5％で「そう思わない」（16.2％）を大きく上回って
いる（図表Ⅱ－２－81）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では［そう思う」
が60.7％と最も高く、他業種と比べても一番高い割合
である。一方、「生鮮食品小売業」では「そう思う」

が23.6％と他業種と比べると最も低い割合である。
「生鮮食品小売業」では情報化に投資している企業が
1.5％と極めて少なく｛前述P. 135｝、インターネット
の［導入済み］が4.6％であるなど電子化全般におい
て、低い利用にとどまっている。
　また従業者規模別、売上高規模別及び売上高増減別
において増加するにつれて、［そう思う］が段階的に
増加する傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－80】　トレーサビリティへの要求
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額
増
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別 

n

18.7 46.6 10.8 23.9

15.2 40.7 15.4 28.7

16.6 49.8 10.6 23.0

19.7 51.5 9.3 19.5

21.0 48.6 7.9 22.6

29.9 47.1 5.7 17.2

16.0 40.5 15.1 28.3

17.6 49.6 11.8 21.0

18.7 48.0 10.2 23.1

18.3 52.5 7.7 21.5

31.3 46.8 6.0 15.9

34.2 48.7 0.9 16.2

23.6 49.5 9.3 17.7

18.3 46.7 10.1 24.9

13.2 44.3 13.9 28.6

17.6 48.8 9.7 23.8

12.4 52.7 12.4 22.6

16.6 44.7 13.2 25.5

19.6 46.4 9.5 24.4

20.0 33.8 16.9 29.2

32.0 50.0 5.3 12.7
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2　環境の変化

⑴　立地環境の変化
　立地環境の変化で重要と考えるものについて、全体
では［商店街の集客力の低下］が43.8％で第１位であ
り、次いで［周辺住民の高齢化］（39.6％）、［大型店
の出店］（30.3％）、［空き店舗の増加］（29.9％）とな
っている（図表Ⅱ－２－82）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」を除く５業種
では、上記の４つが順位は入れ替わるものの上位４位
を占めているが、「各種商品小売業」では、［商店街の
集客力の低下］は第５位に後退し、［周辺人口の減少］
（28.7％）が第３位となっている。

　また、従業者規模別においては「20人以上」を除く
区分では、［商店街の集客力の低下］が第１位、［周辺
住民の高齢化］が第２位であるのに対して、「20人以
上」では［商店街の集客力の低下］（25.6％）が第３
位となり、［周辺住民の高齢化］（34.2％）が第１位、
［大型店の出店］が第２位と差異が生じている。
　同様に、売上高規模別においては、［１千万円未満］
～［５千万～１億円未満］では［商店街の集客力の低
下］が第１位、［周辺住民の高齢化］が第２位である
のに対して、［１～３億円未満］以降では［周辺住民
の高齢化］が第１位となり、［大型店の出店］が第２
位となるなど売上高規模による差異がみられる。

【図表Ⅱ－2－81】　インターネット通販利用の増加
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42.5 28.5 16.2 12.8

39.3 27.8 18.5 14.4

44.8 31.8 14.4 9.0

43.7 27.8 15.9 12.6

40.5 29.3 18.0 12.2

52.7 26.9 13.4 7.0

52.8 26.4 9.4 11.3

50.0 32.6 10.9 6.5

56.4 27.4 12.1 4.0

41.6 31.1 16.4 10.8

42.3 27.4 17.4 12.9

40.9 30.0 16.2 12.8

36.2 27.0 19.5 17.3

54.7 32.5 7.7 5.1

46.6 29.5 15.2 8.7

41.5 28.1 16.4 14.0

38.9 27.5 18.0 15.7

47.8 25.9 12.5 13.8

50.4 26.5 12.8 10.2

40.4 30.9 17.8 10.9

37.5 29.9 19.0 13.6

23.6 32.3 24.6 19.5

60.7 26.0 10.0 3.3
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

商店街の集客力の低下
 43.8

周辺住民の高齢化
 39.6

大型店の出店
 30.3

空き店舗の増加
 29.9

周辺事業所の減少
 15.8

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
周辺人口の減少
 15.5

街区の再開発
 10.9

周辺人口の増加
 10.5

商業集積地間競争の
激化 7.9

交通体系の変化
 7.6

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
道路交通環境の悪化
 7.4

道路交通環境の改善
 7.1

大型店の撤退
 5.5

周辺事業所の増加
 4.7

郊外での新商業集積
形成 4.4

第16位
大型店の衰退
 3.6

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 大型店の出店／周辺住民の高齢化
 35.3

周辺人口の減少
 28.7

周辺事業所の減少
 26.0

商店街の集客力の低下
 24.0

生 鮮 食 品 小 売 業 195 商店街の集客力の低下
 61.5

周辺住民の高齢化
 55.4

空き店舗の増加
 51.8

大型店の出店
 43.1

周辺事業所の減少
 16.4

食料品関連小売業 733 商店街の集客力の低下
 44.5

周辺住民の高齢化
 41.7

大型店の出店
 35.1

空き店舗の増加
 30.4

周辺事業所の減少
 18.3

衣料品関連小売業 349 商店街の集客力の低下
 50.7

周辺住民の高齢化
 38.1

空き店舗の増加
 29.2

大型店の出店
 18.3

街区の再開発
 12.6

住 関 連 小 売 業 226 周辺住民の高齢化
 45.6

商店街の集客力の低下
 44.7

大型店の出店
 37.6

空き店舗の増加
 24.3

周辺事業所の減少
 14.6

そ の 他 小 売 業 688 商店街の集客力の低下
 38.7

周辺住民の高齢化
 32.6

空き店舗の増加
 26.9

大型店の出店
 24.1

周辺人口の減少
 14.8

従
業
者
規
模
別

1～ 2人 856 商店街の集客力の低下
 47.2

周辺住民の高齢化
 42.1

空き店舗の増加
 32.8

大型店の出店
 31.5

周辺事業所の減少
 15.3

3 ～ 4人 694 商店街の集客力の低下
 47.4

周辺住民の高齢化
 42.7

空き店舗の増加
 33.7

大型店の出店
 30.3

周辺事業所の減少
 15.7

5 ～ 19人 657 商店街の集客力の低下
 39.0

周辺住民の高齢化
 33.8

大型店の出店
 28.8

空き店舗の増加
 24.7

周辺人口の減少
 16.3

20人以上 117 周辺住民の高齢化
 34.2

大型店の出店
 29.1

商店街の集客力の低下
 25.6

周辺人口の減少
 21.4

周辺人口の増加
 19.7

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 商店街の集客力の低下
 47.9

周辺住民の高齢化
 41.8

空き店舗の増加
 36.6

大型店の出店
 28.0

周辺事業所の減少
 16.0

１～３千万円未満 716 商店街の集客力の低下
 52.1

周辺住民の高齢化
 42.7

空き店舗の増加
 34.2

大型店の出店
 32.7

周辺事業所の減少
 14.7

３～５千万円未満 317 商店街の集客力の低下
 45.7

周辺住民の高齢化
 40.7

空き店舗の増加
 32.5

大型店の出店
 29.3

周辺事業所の減少
 18.9

５千万～１億円未満 305 商店街の集客力の低下
 42.0

周辺住民の高齢化
 37.0

大型店の出店
 30.2

空き店舗の増加
 25.9

周辺人口の減少
 16.1

１～３億円未満 321 周辺住民の高齢化
 35.8

大型店の出店
 32.1

商店街の集客力の低下
 31.8

周辺人口の増加
 21.5

周辺事業所の減少
 19.6

３～５億円未満 46 周辺住民の高齢化
 26.1

大型店の出店／商店街の集客力の低下
 21.7

周辺人口の減少
 19.6

空き店舗の増加
 17.4

５億円以上 53 周辺住民の高齢化
 30.2

大型店の出店
 24.5

商店街の集客力の低下／周辺人口の減少
 20.8

商業集積地間競争の
激化 17.0

売
上
高
増
減
別

増加 201 商店街の集客力の低下
 32.8%

周辺住民の高齢化
 31.3%

空き店舗の増加
 23.9%

大型店の出店
 19.9%

周辺人口の増加
 19.4%

ほぼ横ばい 427 商店街の集客力の低下
 37.7%

周辺住民の高齢化
 34.9%

大型店の出店
 28.3%

空き店舗の増加
 24.1%

周辺事業所の減少
 14.8%

やや減少 579 商店街の集客力の低下
 44.0%

周辺住民の高齢化
 41.3%

空き店舗の増加
 30.1%

大型店の出店
 28.7%

周辺人口の減少
 14.5%

10％以上減少 466 商店街の集客力の低下
 48.1%

周辺住民の高齢化
 40.8%

空き店舗の増加
 33.5%

大型店の出店
 31.1%

周辺人口の減少
 18.5%

20％以上減少 568 商店街の集客力の低下
 50.4%

周辺住民の高齢化
 44.0%

大型店の出店
 36.4%

空き店舗の増加
 34.9%

周辺事業所の減少
 17.8%

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－82】　立地環境の変化
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⑵　競争環境の変化
　競争環境の変化で重要と考えるものをみると、全体
では第１位が［街の集客力の低下］（27.9％）であり、
［総合スーパーとの競合］（24.0％）、［中小小売業の大
幅減少］（20.0％）と続いている（図表Ⅱ－２－83）。
　業種別にみると、コンビニエンスストアが多くを占
める「各種商品小売業」では、［コンビニエンススト
アとの競合］（66.7％）が第１位であり、［街の集客力
の低下］（17.3％）は第５位に後退している。また、［イ
ンターネット通販との競合］が「住関連小売業」では
第１位、「その他の小売業」では第２位となっており、
これらの業種においてインターネット・電子メールの
導入済みが他の業種より高く｛前述P. 136｝、４割を
超えていることからも、インターネット業者との競合
に対する関心の高さがうかがえる。
　従業者規模別においても「20人以上」を除く区分で
は、［街の集客力の低下］が第１位であるのに対して、
「20人以上」では第５位と差異が生じている。
　同様に、売上高規模別においても、［街の集客力の

低下］が「１千万円未満」～「５千万～１億円未満」
では第１位であるのに対して、「１～３億円未満」と
「３～５億円未満」ではそれぞれ18.4％及び17.4％で下
位となり、「５億円以上」では11.3％で第10位と後退
しているため表には示されていない。また、「５億円
以上」では第１位が［インターネット通販との競合］
（26.4％）であり、「５億円以上」のインターネット・
電子メールの導入済みは77.4％であり、ホームページ
も自社所有（67.9％）している｛前述P. 137｝。
　業態別にみると、「コンビニエンスストア」では自
らの［コンビニエンスストアとの競合］が73.9％で最
も割合が高く、次いで［総合スーパーとの競合］（42.2
％）であるが大きな隔たりがある。なお、図表上示し
ていないが、「カード・ポイントでの顧客の囲い込み」
は7.8％と第10位にとどまっている。また「専門店」
では、［街の集客力の低下］が29.3％で第１位である
が、「総合スーパーとの競合」（23.0％）と「中小小売
業の大幅減少」（21.6％）が２割台で続いている。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

街の集客力の低下
 27.9

総合スーパーとの競合
 24.0

中小小売業の大幅減少
 20.0

コンビニエンススト
アとの競合 18.3

専門店との競合
 17.9

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
ディスカウントスト
アとの競合 16.3

インターネット通販
との競合 14.5

専門スーパーとの競合
 10.7

卸・メーカーの小売
進出 9.8

規制緩和の動向
 9.7

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
ドラッグストアとの
競合 9.6

商業集積機能の低下
 8.3

通信販売（ネット通販を
除く）との競合 7.5

カード・ポイントでの
顧客囲い込み 5.5

均一価格店との競合
 4.5

第16位
リサイクルショップ
との競合 1.8

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 コンビニエンススト
アとの競合 66.7

総合スーパーとの競合
 44.7

ディスカウントスト
アとの競合 30.0

ドラッグストアとの
競合 22.7

街の集客力の低下
 17.3

生 鮮 食 品 小 売 業 195 総合スーパーとの競合
 49.7

街の集客力の低下
 39.5

中小小売業の大幅減少
 31.3

専門スーパーとの競合
 26.2

商業集積機能の低下
 10.8

食料品関連小売業 733 総合スーパーとの競合
 34.1

コンビニエンススト
アとの競合 31.8

街の集客力の低下
 29.9

中小小売業の大幅減少
 23.3

ディスカウントスト
アとの競合 19.9

衣料品関連小売業 349 街の集客力の低下
 35.5

専門店との競合
 26.4

卸・メーカーの小売
進出 19.8

中小小売業の大幅減少
 19.2

インターネット通販
との競合 14.0

住 関 連 小 売 業 226 インターネット通販
との競合 26.5

ディスカウントスト
アとの競合 25.7

街の集客力の低下
 24.3

専門店との競合／中小小売業の大幅減少
 22.6

そ の 他 小 売 業 688 専門店との競合
 22.5

インターネット通販
との競合 22.2

街の集客力の低下
 22.1

ドラッグストアとの
競合 16.7

中小小売業の大幅減少
 15.6

従
業
員
規
模
別

１～２人 856 街の集客力の低下
 28.0

総合スーパーとの競合
 27.7

中小小売業の大幅減少
 25.7

ディスカウントスト
アとの競合 18.5

コンビニエンススト
アとの競合 15.5

３～４人 694 街の集客力の低下
 31.4

総合スーパーとの競合
 23.6

中小小売業の大幅減少
 20.7

専門店との競合
 18.2

インターネット通販
との競合 17.0

５～19人 657 街の集客力の低下
 26.0

専門店との競合
 22.7

コンビニエンススト
アとの競合 20.9

総合スーパーとの競合
 19.0

ディスカウントスト
アとの競合 15.2

20人以上 117 コンビニエンススト
アとの競合 38.5

総合スーパーとの競合
 29.1

専門店との競合
 19.7

ディスカウントスト
アとの競合 18.8

街の集客力の低下
 17.9

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 街の集客力の低下
 31.9

中小小売業の大幅減少
 25.1

総合スーパーとの競合
 23.3

専門店との競合
 16.9

ディスカウントスト
アとの競合 13.0

１～３千万円未満 716 街の集客力の低下
 31.3

総合スーパーとの競合
 27.9

中小小売業の大幅減少
 23.2

コンビニエンススト
アとの競合 16.5

専門店との競合
 15.9

３～５千万円未満 317 街の集客力の低下
 29.7

総合スーパーとの競合／中小小売業の大幅
減少 21.5

コンビニエンスストアとの競合／ディス
カウントストアとの競合 20.2

５千万～１億円未満 305 街の集客力の低下
 30.5

専門店との競合
 25.2

総合スーパーとの競合
 24.3

コンビニエンスストアとの競合／ディス
カウントストアとの競合 17.7

１～３億円未満 321 コンビニエンススト
アとの競合 33.0

総合スーパーとの競合
 19.9

専門店との競合
 19.6

街の集客力の低下
 18.4

ディスカウントスト
アとの競合 17.4

３～５億円未満 46 ディスカウントスト
アとの競合 26.1

インターネット通販
との競合 21.7

コンビニエンスストアとの競合／ドラッグストアとの競合／専
門店との競合／街の集客力の低下 17.4

５億円以上 53 インターネット通販
との競合 26.4

専門店との競合
 22.6

コンビニエンススト
アとの競合 18.9

ディスカウントスト
アとの競合 17.0

総合スーパーとの競
合／中小小売業の大
幅減少 15.1

業
態
別

コンビニエンスストア 180 コンビニエンススト
アとの競合 73.9

総合スーパーとの競合 
 42.2

ディスカウントスト
アとの競合 32.2

ドラッグストアとの
競合 25.0

街の集客力の低下
 16.1

専門店 1,975 街の集客力の低下
 29.3

総合スーパーとの競合
 23.0

中小小売業の大幅減少
 21.6

専門店との競合
 19.6

ディスカウントスト
アとの競合 14.8

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－83】　競争環境の変化

⑶　取引環境の変化
　取引環境の変化で重要と考えるものについてみる
と、全体では第１位が［中小卸売業の減少］（29.0％）、
第２位が［卸売業の仕入力の低下］（19.5％）、第３位

が［インターネット通販の普及］（17.9％）と続いて
いる（図表Ⅱ－２－84）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」と「その他の
小売業」を除く４業種は［中小卸売業の減少］が第１
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位であるのに対して、「各種商品卸売業」と「その他
の小売業」は、［インターネット通販の普及］が第１
位であり、［中小卸売業の減少］は第２位となってい
る。
　従業者規模別にみると、［１～２人］～［５～19人］
においては、第３位まで全体と同じ順位であるが、
「20人以上」においては、［インターネット通販の普及］
が28.2％で第１位となっており、立地環境の変化及び
競争環境の変化と同様に環境認識に違いがみられる。

　売上高規模別においても、「１千万円未満」～
「５千万～１億円未満」では［中小卸売業の減少］が
第１位であるのに対して、「１～３億円未満」と「３
～５億円未満」では［インターネット通販の普及］が
第１位となっており、「５億円以上」では［インター
ネット通販の普及］と［中小卸売業の減少］がともに
第１位と、立地環境の変化及び競争環境の変化と同様
に環境認識に多少の違いがみられる。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

中小卸売業の減少
 29.0

卸売業の仕入力の低下
 19.5

インターネット通販
の普及 17.9

メーカーによる小売
業・消費者への直販
体制 14.6

仕入先による選別
 13.2

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
卸売業の再編の動向
 12.1

オープン価格商品の
増加 9.1

流通経路の短縮化
 6.7

輸入品の増加
 6.4

流通主導権の小売へ
の移行 3.2

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
特約店制度の見直し
 2.3

取引先とのデータ等
共有化 1.8

トレーサビリティの
確保 1.5

物流のグリーン化（CO2
排出規制） 1.1

電子タグ（ＩＣタグ）
の普及 1.0

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 インターネット通販
の普及 20.0

中小卸売業の減少
 19.3

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 12.0

流通経路の短縮化／オープン価格商品の
増加 11.3

生 鮮 食 品 小 売 業 195 中小卸売業の減少
 38.5

卸売業の仕入力の低下
 20.5

仕入先による選別
 14.4

卸売業の再編の動向
 11.8

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 9.2

食料品関連小売業 733 中小卸売業の減少
 32.2

卸売業の仕入力の低下
 22.5

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 13.6

卸売業の再編の動向
 12.7

仕入先による選別／インタ
ーネット通販の普及 12.3

衣料品関連小売業 349 中小卸売業の減少
 39.3

卸売業の仕入力の低下
 28.9

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 18.1

インターネット通販
の普及 17.8

輸入品の増加
 13.2

住 関 連 小 売 業 226 中小卸売業の減少
 26.5

インターネット通販
の普及 25.7

オープン価格商品の
増加 23.0

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 17.7

仕入先による選別
 16.4

そ の 他 小 売 業 688 インターネット通販
の普及 24.4

中小卸売業の減少
 20.8

卸売業の再編の動向
 15.8

仕入先による選別
 15.0

卸売業の仕入力の低下／メ
ーカーによる小売業・消費
者への直販体制 14.8

従
業
員
規
模
別

１～２人 856 中小卸売業の減少
 33.8

卸売業の仕入力の低下
 19.5

インターネット通販
の普及 15.3

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 15.2

卸売業の再編の動向
 10.5

３～４人 694 中小卸売業の減少
 31.6

卸売業の仕入力の低下
 19.7

インターネット通販
の普及 17.4

仕入先による選別
 15.1

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 14.7

５～19人 657 中小卸売業の減少
 21.9

卸売業の仕入力の低下
 20.7

インターネット通販
の普及 20.2

仕入先による選別
 14.9

卸売業の再編の動向
 14.3

20人以上 117 インターネット通販
の普及 28.2

中小卸売業の減少
 18.8

卸売業の仕入力の低下
 13.7

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 12.0

仕入先による選別
 11.1

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 中小卸売業の減少
 32.1

卸売業の仕入力の低下
 20.4

インターネット通販
の普及 13.6

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 12.8

仕入先による選別
 12.1

１～３千万円未満 716 中小卸売業の減少
 34.1

卸売業の仕入力の低下
 19.0

インターネット通販
の普及 15.5

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 15.1

仕入先による選別
 13.7

３～５千万円未満 317 中小卸売業の減少
 29.3

インターネット通販
の普及 20.8

卸売業の仕入力の低下
 18.3

卸売業の再編の動向／メーカーによる小
売業・消費者への直販体制 16.1

５千万～１億円未満 305 中小卸売業の減少
 28.2

卸売業の仕入力の低下
 26.2

インターネット通販
の普及 18.0

仕入先による選別
 15.7

卸売業の再編の動向／メ
ーカーによる小売業・消
費者への直販体制 14.8

１～３億円未満 321 インターネット通販
の普及 23.4

卸売業の仕入力の低下
 17.1

中小卸売業の減少
 16.8

卸売業の再編の動向
 15.3

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 15.0

３～５億円未満 46 インターネット通販
の普及 26.1

中小卸売業の減少／仕入先による選別
 17.4

卸売業の再編の動向
 15.2

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 10.9

５億円以上 53 中小卸売業の減少／インターネット通販の
普及 32.1

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 22.6

卸売業の仕入力の低下／仕入先による選別
 18.9

売
上
高
増
減
別

増加 201 インターネット通販
の普及 21.4

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 16.9

中小卸売業の減少
 16.4

卸売業の仕入力の低下
 13.9

仕入先による選別
 11.4

ほぼ横ばい 427 中小卸売業の減少
 21.5

インターネット通販
の普及 17.8

卸売業の仕入力の低下
 16.2

仕入先による選別
 15.5

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 12.9

やや減少 579 中小卸売業の減少
 30.7

卸売業の仕入力の低下
 20.2

インターネット通販
の普及 17.1

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 13.5

仕入先による選別
 13.0

10％以上減少 466 中小卸売業の減少
 35.4

卸売業の仕入力の低下
 22.5

インターネット通販
の普及 20.2

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 17.8

卸売業の再編の動向
 15.2

20％以上減少 568 中小卸売業の減少
 32.9

卸売業の仕入力の低下
 21.7

インターネット通販
の普及 16.4

メーカーによる小売業・消
費者への直販体制 14.4

オープン価格商品の
増加 11.3

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－84】　取引環境の変化
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⑷　少子化
　少子化に対する取り組みをみると、全体では［わか
らない・どちらともいえない］が54.2％と半数を超え
ている（図表Ⅱ－２－85）。また、［対応している］と
［対応するか検討中］を合わせても11.9％と、［対応し

ない］（24.8％）を大きく下回っており、少子化に対
する対応はほとんど進んでいない。
　具体的な対応内容について、自由記入欄では、子供
向けのイベントや景品の配布などの記入が目立った。

対応している 対応するか
検討中 対応しない わからない・どち

らともいえない 不明 n

今回調査（全体） 4.1％ 7.8％ 24.8％ 54.2％ 9.1％ 2,341

【図表Ⅱ－2－85】　少子化対応

対応している 対応するか
検討中 対応しない わからない・どち

らともいえない 不明 n

今回調査（全体） 10.0％ 10.0％ 19.8％ 49.2％ 11.0％ 2,341

【図表Ⅱ－2－86】　高齢化対応

　　　　　　　地域活動への参加 （％）
n

参加している 参加していない 不明
今回調査（全体） 50.1 41.4 8.5 2,341

商店街加盟別
商店街加盟店 62.2 30.1 7.7 1,240
商店街未加盟店 19.6 73.9 6.5 153
商店街未形成 41.2 49.1 9.7 762

【図表Ⅱ－2－87】　地域活動と商店街加盟状況

⑸　高齢化
　高齢化に対する取り組みをみると、全体では［わか
らない・どちらともいえない］が49.2％と半数近くで
ある（図表Ⅱ－２－86）。また、［対応している］と［対
応するか検討中］を合わせて20.0％と、［対応しない］
（19.8％）とほぼ同じ割合である。
　主な顧客層として［女性の60歳以上］と［女性の50

歳代］が過半数を占めているものの、経営者自らも［60
歳代］あるいは［70歳以上］の高齢者であり、廃業予
定が大半であるため、［わからない・どちらともいえ
ない］が最も高い割合となったとみられる。
　具体的な対応内容について、自由記入欄では、商品
の見直しのほか配達サービスの実施などが目立った。

3　地域とのつながり

⑴　地域活動
　地域活動に積極的に参加しているかをみると、全体
では［参加している］が50.1％で、［参加していない］
（41.4％）よりやや割合が高い（図表Ⅱ－２－87）。

　商店街加盟別にみると、「商店街加盟店」では［参
加している］が62.2％、［参加していない］が30.1％で
あるのに対して、「商店街未加盟店」では［参加して
いる］が19.6％、［参加していない］が73.9％である。
また［商店街未形成］ではその中間にあって、［参加
していない］がやや高い割合である。

⑵　災害時対応が求められる
　消費者の今後の意識として、商店・商店街に対して
災害時対応が求められるようになるかについてみる
と、全体では［どちらともいえない］が39.7％であり、
［そう思う］（31.6％）よりやや割合が高くなっている
（図表Ⅱ－２－88）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では［そう思う］

が56.7％と他の業種の倍近くになっている。
商店街加盟別にみると、［そう思う］は「商店街加盟店」
で31.2％、「商店街未加盟店」で28.1％、「商店街未形
成」で34.1％と、いずれも全体とおおむね同じ割合で
ある。
　主たる店舗の立地別にみると、［そう思う］が「有
力繁華街」（36.0％）、「JR線駅前」（35.1％）、「オフィ
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ス街」（38.0％）、「駅ビル・ショッピングセンター」
（37.2％）など、高い集客力をもつ立地の店舗で全体

よりやや高い割合となっている。［住宅地］は31.7％
で全体とほぼ同じ割合である。

⑶　災害・事故対策
　災害事故に対して地域・商店街活動への参加を含め
実施していることをみると、全体では［自店の耐火構
造化］が第１位であるものの、割合は16.1％にとどま
り、災害事故に対する活動は進んでいない（図表Ⅱ－
２－89）。

【図表Ⅱ－2－88】　災害時対応
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369 
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1,055 

79 

43 

142

0 20 40 60 80 100（%） 

n

従
業
者
規
模
別 

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

商店街加盟店 

商店街未加盟店 

商店街未形成 

有力繁華街 

ＪＲ線駅前 

私鉄・地下鉄などの駅前 

幹線道路沿い 

住宅地 

オフィス街 

駅ビル・ショッピングセンター等の店舗内 

その他 

業
種
別 

商
店
街
加
盟
別 

店
舗
立
地
別 

そう思う 
どちらとも 
いえない 

そう思わない 不明 

31.6 39.7 14.2 14.4

45.127.5 14.1 13.4

37.2 44.2 16.3 2.3

38.0 36.7 11.4 13.9

31.7 37.7 14.8 15.8

27.5 43.0 15.8 13.8

32.5 41.2 14.6 11.7

35.1 46.4 11.9 6.5

36.0 35.1 13.5 15.3

34.1 36.5 13.8 15.6

28.1 45.1 13.1 13.7

31.2 41.5 14.0 13.4

31.1 39.2 13.7 16.0

24.9 40.3 16.9 17.9

31.4 40.3 13.0 15.3

38.2 37.9 14.0 9.9

45.3 42.7 2.62.62.6 9.4

28.3 46.0 11.9 13.7

28.9 37.2 19.5 14.3

31.4 41.9 13.4 13.4

23.6 35.9 20.0 20.5

56.7 32.7 4.7 6.0

　業種別にみると、コンビニエンスストアが回答企業
の多くを占める「各種商品小売業」では［帰宅困難者
への支援］が28.7％で最も高い割合である。これは八
都県市が「災害時における帰宅困難者支援に関する協
定」を平成20年11月時点で、コンビニエンスストア等
18社と締結しているためとみられる。
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⑷　街づくりへの関心
　消費者（地域住民）の今後の意識として、街づくり
への関心が高まるかについてみると、全体では「どち
らともいえない」が44.3％で最も高い割合である（図
表Ⅱ－２－90）。
　商店街加盟別にみると、いずれも［どちらともいえ

ない］が４割台で最も高い割合であるが、［そう思う］
では「商店街未加盟店」及び「商店街未形成」におい
て17％台であるのに対して、「商店街加盟店」におい
ては24.1％とより関心が高まると考えていることがう
かがえる。

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

自店の耐火構造化
 16.1

町会等の夜間見回り
への参加 15.5

自店の耐震構造化
 14.7

陳列棚の転倒防止
 10.3

誘導表示灯の設置
 8.4

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
消防団への参加
 7.0

商品の散乱防止対策
 6.7

街区での防犯カメラの設置／自店建替の
ための資金準備 4.5

救助用具の保有
 4.3

第12位 第13位 第14位
帰宅困難者への支援
 3.9

炊き出しへの準備
 3.3

防災マップの作成
 2.8

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 帰宅困難者への支援
 28.7

誘導表示灯の設置
 28.0

自店の耐火構造化
 11.3

自店の耐震構造化／陳列棚の転倒防止
 10.7

生 鮮 食 品 小 売 業 195 町会等の夜間見回り
への参加 15.4

自店の耐火構造化
 13.8

自店の耐震構造化
 11.8

陳列棚の転倒防止
 9.7

消防団への参加
 8.7

食料品関連小売業 733 町会等の夜間見回り
への参加 22.2

自店の耐火構造化
 19.2

自店の耐震構造化
 18.1

陳列棚の転倒防止
 7.9

誘導表示灯の設置／
消防団への参加 7.8

衣料品関連小売業 349 町会等の夜間見回り
への参加 15.2

自店の耐火構造化
 13.2

陳列棚の転倒防止
 10.0

自店の耐震構造化
 9.2

誘導表示灯の設置
 8.9

住 関 連 小 売 業 226 自店の耐火構造化
 18.1

自店の耐震構造化
 17.7

町会等の夜間見回り
への参加 14.6

陳列棚の転倒防止
 13.7

誘導表示灯の設置
 9.3

そ の 他 小 売 業 688 自店の耐火構造化
 15.3

自店の耐震構造化
 14.5

陳列棚の転倒防止
 11.8

町会等の夜間見回り
への参加 10.3

商品の散乱防止対策
 7.3

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 町会等の夜間見回り
への参加 17.9

自店の耐火構造化
 13.9

自店の耐震構造化
 13.3

陳列棚の転倒防止
 10.0

商品の散乱防止対策
 7.8

３～４人 694 町会等の夜間見回り
への参加 17.3

自店の耐火構造化
 16.4

自店の耐震構造化
 15.7

町会等の夜間見回り
への参加 10.4

消防団への参加
 8.1

５～19人 657 自店の耐火構造化
 18.7

自店の耐震構造化
 15.2

誘導表示灯の設置
 14.9

町会等の夜間見回り
への参加 11.7

陳列棚の転倒防止
 10.8

20人以上 117 誘導表示灯の設置
 22.2

自店の耐火構造化
 17.1

帰宅困難者への支援／自店の耐震構造化
 16.2

消防団への参加
 12.0

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－89】　災害・事故対策

【図表Ⅱ－2－90】街づくりへの関心
　　　　　　　　　街づくりへの関心が高まるか （％）

n
そう思う どちらともいえない そう思わない 不明

今回調査（全体） 20.8 44.3 21.6 13.2 2,341

商店街加盟別
商店街加盟店 24.1 43.5 20.7 11.6 1,240
商店街未加盟店 17.0 49.7 21.6 11.8 153
商店街未形成 17.8 44.2 23.0 15.0 762

4　環境変化に対する経営課題

　環境変化に対応して新たに経営を進めていく上で重
要な課題をみると、全体では［営業力］が32.0％であ
り、次いで［経営者の年齢］が27.4％、［後継者］が
26.3％で続いている（図表Ⅱ－２－91）。

　業種別にみると、「各種商品小売業」では［従業員］
が48.7％で半数近くを占めており、［営業力］は29.3％
で第２位である。「生鮮食品小売業」では、［商店街の
活性化］38.5％が第１位であり、［営業力］は32.3％で
第４位である。この他の業種は「営業力」が第１位で
あるが、それぞれの第２位は「食品関連小売業」では
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後継者（36.4％）、「衣料品関連小売業」と「住関連小
売業」では［経営者の年齢］、「その他小売業」では［専
門知識・ノウハウ］であり、第３位以降の項目も違い
がみられる。
　従業者規模別にみると、「１～２人」では［経営者
の年齢］（35.6％）が第１位であり、「営業力」（27.5％）
で第２位である。これに対して「３～４人」では「営
業力」（35.3％）が第１位であり、「５～19人」と「20
人以上」では「従業員」が第１位であり「営業力」は

第２位である。
　売上高増減別にみると、「増加」においては［従業員］
が43.3％で第１位、次いで［独自性］（32.3％）が第２
位、［営業力］（31.8％）は第３位である。これに対し
て、他の売上高増減区分においては［営業力］が第１
位である。また、「やや減少」と「10％以上減少」及
び「20％以上減少」では、いずれも［商店街の活性化］
が２割を超えている。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

営業力
 32.0

経営者の年齢
 27.4

後継者
 26.3

独自性
 23.9

商店街の活性化
 22.2

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
従業員
 20.2

専門知識・ノウハウ
 18.5

顧客対応
 17.9

財務基盤
 17.0

資金調達
 15.9

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
地域社会とのつながり
 13.8

仕入等の取引先
 13.1

店舗施設
 12.9

商品調達力
 12.6

店舗や営業拠点の立地
 12.5

第16位 第17位 第18位 第19位 第20位
チャレンジ精神
 12.0

経営者のリーダーシ
ップ 11.6

情報化対応
 9.3

インターネット通販
対応 9.1

リスクマネジメント
 3.9

第21位
電子マネー･カード
購買への対応 3.6

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 従業員
 48.7

営業力
 29.3

後継者／チャレンジ精神／経営者のリーダーシップ
 20.7

生 鮮 食 品 小 売 業 195 商店街の活性化
 38.5

後継者
 36.4

経営者の年齢
 35.4

営業力
 32.3

独自性
 22.6

食料品関連小売業 733 営業力
 35.9

後継者
 28.6

経営者の年齢
 27.8

独自性
 26.3

商店街の活性化
 21.6

衣料品関連小売業 349 営業力
 30.4

経営者の年齢
 29.8

商店街の活性化
 26.1

仕入等の取引先
 25.2

独自性
 24.9

住 関 連 小 売 業 226 営業力
 34.5

経営者の年齢
 31.0

後継者
 28.3

専門知識・ノウハウ
 24.8

顧客対応
 21.2

そ の 他 小 売 業 688 営業力
 28.2

専門知識・ノウハウ
 26.3

独自性
 25.7

経営者の年齢
 24.6

後継者
 23.5

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 経営者の年齢
 35.6

営業力
 27.5

後継者
 25.1

商店街の活性化
 23.4

独自性
 20.6

３～４人 694 営業力
 35.3

後継者
 29.0

独自性
 27.5

経営者の年齢
 25.8

商店街の活性化
 24.1

５～19人 657 従業員
 39.7

営業力
 33.6

後継者
 27.4

独自性
 25.3

専門知識・ノウハウ
 23.1

20人以上 117 従業員
 59.0

営業力
 35.9

経営者のリーダーシ
ップ 34.2

顧客対応
 31.6

財務基盤
 29.9

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 経営者の年齢
 34.4

営業力／後継者／商店街の活性化
 24.5

独自性
 23.7

１～３千万円未満 716 営業力
 32.5

経営者の年齢
 32.4

後継者
 29.2

商店街の活性化
 27.9

独自性
 24.4

３～５千万円未満 317 営業力
 39.1

後継者
 25.9

独自性
 24.9

経営者の年齢
 24.6

商店街の活性化
 22.7

５千万～１億円未満 305 営業力
 36.4

従業員
 27.9

後継者／独自性
 25.2

専門知識・ノウハウ
 22.6

１～３億円未満 321 従業員
 48.0

営業力
 29.9

財務基盤
 26.5

後継者
 25.9

顧客対応
 24.0

３～５億円未満 46 従業員
 54.3

経営者のリーダーシ
ップ 37.0

営業力
 34.8

財務基盤／顧客対応
 32.6

５億円以上 53 従業員
 56.6

営業力
 45.3

財務基盤
 41.5

独自性
 35.8

資金調達
 32.1

売
上
高
増
減
別

増加 201 従業員
 43.3

独自性
 32.3

営業力
 31.8

財務基盤
 29.4

専門知識・ノウハウ
 23.4

ほぼ横ばい 427 営業力
 31.6

後継者／従業員
 28.8

経営者の年齢
 25.5

独自性
 24.1

やや減少 579 営業力／経営者の年齢
 30.4

後継者
 27.1

商店街の活性化
 23.3

独自性
 22.6

10％以上減少 466 営業力
 33.7

商店街の活性化
 26.6

後継者／経営者の年齢
 25.3

独自性
 23.2

20％以上減少 568 営業力
 34.7

経営者の年齢
 30.1

後継者
 26.2

独自性
 23.8

商店街の活性化
 23.1

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－91】　環境変化に対する経営課題
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第7節　経営戦略

1　自店の強みと弱み

⑴　自店の強み
　他店と比較した自店の強い点をみると、全体では
［商品の品質・鮮度等］が32.3％で第１位であり、次
いで［きめ細かいサービス・接客］が26.7％である（図
表Ⅱ－２－92）。
　業種別にみると、［商品の品質・鮮度等］は食品を
扱っている「各種商品小売業」と「生鮮食品小売業」
及び「食料品関連小売業」では第１位である。また、

コンビニエンスストアが多くを占める「各種商品小売
業」では、［長時間営業・年中無休］（32.7％）が第２
位になっている。一方、「衣料品関連小売業」と「そ
の他の小売業」では［きめ細かいサービス・接客］が
第１位であり、品質に差異のない商品である家電小売
店が多くを占める「住関連小売業」では、［技術力・
専門知識・ノウハウ］が第１位となっている。
　売上高増減別にみると、いずれも［商品の品質・鮮
度等］が第１位であるが、第２位は「増加」において
は［商品の品揃え］（25.4％）となっている。この他
の区分では［きめ細かいサービス・接客］となってい
る。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

商品の品質・鮮度等
 32.3

きめ細かいサービ
ス・接客 26.7

安心安全な商品の提供
 23.4

商品の品揃え／技術力・専門知識・ノウ
ハウ 18.2

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
オリジナル商品
 14.2

立地
 12.2

経営意欲
 11.5

長時間営業・年中無休
 10.9

地域に密着した事業
活動 10.8

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
商品競争力
 8.7

人材（従業員・パー
ト等）の質 8.1

顧客管理／商品調達力
 7.9

取引先との連携・提携
 6.4

第16位
知名度・ブランドイ
メージ 6.3

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 商品の品質・鮮度等
 43.3

長時間営業・年中無休
 32.7

商品の品揃え
 22.0

安心安全な商品の提供
 20.0

オリジナル商品／立地
 16.7

生 鮮 食 品 小 売 業 195 商品の品質・鮮度等
 70.3

安心安全な商品の提供
 43.1

きめ細かいサービ
ス・接客 23.6

技術力・専門知識・
ノウハウ 12.8

商品の品揃え
 11.8

食料品関連小売業 733 商品の品質・鮮度等
 44.6

安心安全な商品の提供
 32.6

オリジナル商品
 22.6

きめ細かいサービ
ス・接客 19.4

商品の品揃え
 14.9

衣料品関連小売業 349 きめ細かいサービ
ス・接客 34.1

商品の品揃え
 26.9

商品の品質・鮮度等
 22.3

技術力・専門知識・
ノウハウ 16.3

オリジナル商品
 13.5

住 関 連 小 売 業 226 技術力・専門知識・
ノウハウ 35.4

きめ細かいサービ
ス・接客 34.5

安心安全な商品の提供
 18.6

地域に密着した事業
活動 16.4

商品の品質・鮮度等
 13.3

そ の 他 小 売 業 688 きめ細かいサービ
ス・接客 31.5

技術力・専門知識・
ノウハウ 30.4

商品の品揃え
 20.1

商品の品質・鮮度等
 17.3

安心安全な商品の提供
 16.3

商
品
特
性
別

自社（自家）製造品 480 商品の品質・鮮度等
 44.8

オリジナル商品
 32.5

安心安全な商品の提供
 31.7

きめ細かいサービ
ス・接客 19.2

技術力・専門知識・
ノウハウ 18.5

品質差異ある商品 602 商品の品質・鮮度等
 50.8

安心安全な商品の提供
 30.1

きめ細かいサービ
ス・接客 22.4

商品の品揃え
 20.1

技術力・専門知識・
ノウハウ 14.0

品質差異ない商品 1,192 きめ細かいサービ
ス・接客 32.7

技術力・専門知識・
ノウハウ 20.9

商品の品揃え
 20.2

商品の品質・鮮度等
 18.0

安心安全な商品の提供
 17.4

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 きめ細かいサービ
ス・接客 29.9

商品の品質・鮮度等
 29.2

安心安全な商品の提供
 28.2

技術力・専門知識・
ノウハウ 20.6

地域に密着した事業
活動 12.7

３～４人 694 商品の品質・鮮度等
 34.1

きめ細かいサービ
ス・接客 28.2

安心安全な商品の提供
 23.8

技術力・専門知識・
ノウハウ 17.9

商品の品揃え
 17.7

５～19人 657 商品の品質・鮮度等
 32.4

商品の品揃え
 26.5

きめ細かいサービ
ス・接客 24.2

技術力・専門知識・
ノウハウ 17.5

安心安全な商品の提供
 17.4

20人以上 117 商品の品質・鮮度等
 46.2

長時間営業・年中無休
 25.6

立地
 23.9

安心安全な商品の提供
 20.5

商品の品揃え
 19.7

売
上
高
増
減
別

増加 201 商品の品質・鮮度等
 32.8

商品の品揃え
 25.4

きめ細かいサービ
ス・接客 23.4

技術力・専門知識・
ノウハウ 20.9

オリジナル商品
 19.4

ほぼ横ばい 427 商品の品質・鮮度等
 32.8

きめ細かいサービ
ス・接客 24.8

商品の品揃え
 23.2

安心安全な商品の提供
 20.6

技術力・専門知識・
ノウハウ 19.7

やや減少 579 商品の品質・鮮度等
 33.9

きめ細かいサービ
ス・接客 27.6

安心安全な商品の提供
 26.1

技術力・専門知識・
ノウハウ 20.2

商品の品揃え
 17.6

10％以上減少 466 商品の品質・鮮度等
 30.9

きめ細かいサービ
ス・接客 30.0

安心安全な商品の提供
 26.6

商品の品揃え
 17.6

技術力・専門知識・
ノウハウ 15.5

20％以上減少 568 商品の品質・鮮度等
 32.0

きめ細かいサービ
ス・接客 26.8

安心安全な商品の提供
 23.9

技術力・専門知識・
ノウハウ 17.1

商品の品揃え
 13.4

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－92】　他店との比較（強い点）

⑵　自店の弱み
　他店と比較した自店の弱い点をみると、全体では
［立地］が26.0％で第１位であり、次いで［長時間営
業・年中無休］が22.1％である（図表Ⅱ－２－93）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」では［人材の質］
が第１位であるが、「生鮮食品小売業」と「食料品関

連小売業」では［立地］、「衣料品関連小売業」では［立
地］に加えて［知名度・ブランドイメージ］、「住関連
小売業」では［商品の品揃え］、「その他の小売業」で
は［長時間営業・年中無休］を第１位としており、業
種特性による差が明確に現れている。
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区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

立地
 26.0

長時間営業・年中無休
 22.1

商品の品揃え
 20.1

商品競争力
 19.9

知名度・ブランドイ
メージ 15.2

第６位 第７位 第８位 第９位 第10位
オリジナル商品
 13.4

顧客管理
 13.3

人材（従業員・パー
ト等）の質 11.8

地域に密着した事業
活動 11.0

経営意欲
 9.7

第11位 第12位 第13位 第14位 第15位
商品調達力
 8.3

きめ細かいサービ
ス・接客 7.3

技術力・専門知識・
ノウハウ 5.5

取引先との連携・提携
 4.3

商品の品質・鮮度等
 1.5

第16位
安心安全な商品の提供
 0.5

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 人材（従業員・パー
ト等）の質 35.3

立地
 28.7

きめ細かいサービ
ス・接客 20.0

地域に密着した事業
活動 18.0

商品競争力
 14.7

生 鮮 食 品 小 売 業 195 立地
 33.3

商品の品揃え
 28.7

長時間営業・年中無休
 28.2

商品競争力
 22.1

顧客管理
 13.8

食料品関連小売業 733 立地
 27.8

長時間営業・年中無休
 25.0

商品競争力
 21.6

商品の品揃え
 18.4

知名度・ブランドイ
メージ 14.6

衣料品関連小売業 349 知名度・ブランドイメージ／立地
 24.6

オリジナル商品
 19.8

商品競争力
 16.9

商品の品揃え
 15.8

住 関 連 小 売 業 226 商品の品揃え
 31.9

商品競争力
 27.4

立地
 20.8

長時間営業・年中無休
 19.9

経営意欲／顧客管理
 13.7

そ の 他 小 売 業 688 長時間営業・年中無休
 25.1

立地
 23.7

商品の品揃え
 19.9

商品競争力
 17.9

知名度・ブランドイ
メージ 14.5

商
品
特
性
別

自社（自家）製造品 480 立地
 27.9

長時間営業・年中無休
 22.5

知名度・ブランドイ
メージ 18.3

商品の品揃え
 16.3

商品競争力
 14.8

品質差異ある商品 602 立地
 29.6

長時間営業・年中無休
 26.1

商品の品揃え
 20.1

商品競争力
 17.1

顧客管理
 15.0

品質差異ない商品 1,192 商品競争力
 23.8

立地
 23.6

商品の品揃え
 22.1

長時間営業・年中無休
 20.6

オリジナル商品
 15.9

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 立地
 33.3

商品の品揃え
 28.7

長時間営業・年中無休
 28.2

商品競争力
 22.1

顧客管理
 13.8

３～４人 694 立地
 27.4

長時間営業・年中無休
 26.7

商品競争力
 20.6

商品の品揃え
 19.0

知名度・ブランドイ
メージ 16.7

５～19人 657 立地
 23.3

長時間営業・年中無休
 21.8

人材（従業員・パー
ト等）の質 20.7

知名度・ブランドイ
メージ 17.4

オリジナル商品／顧
客管理 16.7

20人以上 117 人材（従業員・パー
ト等）の質 35.9

地域に密着した事業
活動 21.4

きめ細かいサービ
ス・接客 20.5

顧客管理
 18.8

立地
 17.9

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 立地
 30.2

商品の品揃え
 24.5

商品競争力
 20.6

長時間営業・年中無休
 17.9

知名度・ブランドイ
メージ 13.6

１～３千万円未満 716 立地
 29.3

長時間営業・年中無休
 24.9

商品競争力
 23.6

商品の品揃え
 22.9

知名度・ブランドイ
メージ 16.5

３～５千万円未満 317 長時間営業・年中無休
 30.0

立地
 24.9

商品の品揃え
 22.4

商品競争力
 20.5

オリジナル商品
 14.5

５千万～１億円未満 305 立地
 24.9

長時間営業・年中無休
 21.6

商品競争力
 20.7

商品の品揃え
 18.4

顧客管理
 16.4

１～３億円未満 321 人材（従業員・パー
ト等）の質 29.0

地域に密着した事業
活動 21.8

立地
 20.2

きめ細かいサービ
ス・接客 18.7

長時間営業・年中無休
 18.1

３～５億円未満 46 オリジナル商品
 23.9

知名度・ブランドイ
メージ 23.9

地域に密着した事業
活動 21.7

長時間営業・年中無休
 21.7

きめ細かいサービス・
接客／顧客管理／商品
の品揃え 15.2

５億円以上 53 人材（従業員・パー
ト等）の質 26.4

知名度・ブランドイ
メージ 20.8

商品の品揃え
 18.9

きめ細かいサービ
ス・接客 17.0

顧客管理
 17.0

売
上
高
増
減
別

増加 201 長時間営業・年中無休
 25.9

人材（従業員・パー
ト等）の質 21.4

知名度・ブランドイ
メージ 20.9

顧客管理
 19.4

立地
 18.4

ほぼ横ばい 427 長時間営業・年中無休
 26.9

立地
 24.8

商品の品揃え
 17.3

知名度・ブランドイ
メージ 16.6

商品競争力
 15.7

やや減少 579 立地
 26.1

長時間営業・年中無休
 22.6

商品競争力
 20.0

商品の品揃え
 19.7

オリジナル商品
 16.2

10％以上減少 466 立地
 27.9

商品の品揃え
 24.2

商品競争力
 22.1

長時間営業・年中無休
 21.5

知名度・ブランドイ
メージ 18.9

20％以上減少 568 立地
 28.5

商品競争力
 25.2

商品の品揃え
 22.7

長時間営業・年中無休
 18.7

顧客管理
 11.1

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－93】　他店との比較（弱い点）
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2　外部知識の活用

⑴　外部知識の活用
　積極的に外部知識（セミナー、コンサルタント、研
究会への参加など）を活用しているかについてみる
と、全体では［特に活用していない］が48.8％と半数
に近い割合である（図表Ⅱ－２－94）。

　従業者規模別にみると、「１～２人」と「３～４人」
では［特に活用していない］が最も高い割合であるが、
「５～19人」においては［必要に応じて活用している］
（45.4％）が［特に活用していない］（41.6％）を上回り、
「20人以上」では［必要に応じて活用している］（53.0％）
が半数を超えている。

【図表Ⅱ－2－94】　外部知識の活用

0 20 40 60 80 100（%） 

定期的に 
活用している 

必要に応じて 
活用している 

特に活用して 
いない 

不明 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

5.0 37.5 48.8 8.7

7.7 53.0 34.2 5.1

6.7 45.4 41.6 6.4

5.0 38.2 47.7 9.1

3.2 29.2 57.5 10.2

9.2 40.8 40.0 10.0

3.1 45.6 45.1 6.2

2.9 31.2 57.9 8.0

3.8 38.2 50.5 7.5

2.1 25.1 59.0 13.8

3.3 38.0 52.0 6.7

⑵　重視する情報収集
　重視する情報収集源をみると、全体では［取引先か
ら］（58.9％）が第１位であり、以下［来店する顧客］
（49.7％）、［同業者同士］（39.8％）が続く（図表Ⅱ－
２－95）。
　売上高増減別にみると、上位３位の並び順は変わら
ないものの、第１位の［取引先から］と第２位の［来
店する顧客］からの回答割合差が、「増加」では２ポ
イントの僅差にとどまっている。［20％以上減少］で

は11.4ポイントと明確な差がみられる。来店客数が減
少する中で、取引先のウエイトが相対的に高まった結
果とみられる。また、「増加」では第４位が［インタ
ーネット情報］、第５位が［一般・経済新聞］である
のに対して、「ほぼ横ばい」では第４位が［一般・経
済新聞］、第５位が［インターネット情報］となり、
売上高が減少している企業では第４位が［一般・経済
新聞］、第５位が［業界紙］とわずかな違いがみられ
る。
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⑶　外部相談先
　経営に関する主要な外部相談先をみると、全体では
［税理士］が48.4％で最も割合が高い。［税理士］は、
従業者規模別における「20人以上」と売上高規模別に
おける「３～５億円未満」と「５億円以上」で７割以
上を占めているが、規模が小さくなるにしたがって

［税理士］の割合が低くなる傾向がみられる（図表Ⅱ
－２－96）。そして、従業者規模別における「１～２
人」及び売上高規模別の「１千万円未満」と「１～
３千万円未満」において、［特に外部に相談しない］
が第１位となっている。

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

取引先から
 58.9

来店する顧客
 49.7

同業者同士
 39.8

一般・経済新聞
 23.0

業界紙
 19.5

第６位 第７位 第８位 第９位
業界雑誌・経済誌
 16.3

インターネット情報
 14.4

商店街の異業種店
 8.9

異業種仲間・グループ
 7.0

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 来店する顧客
  61.3

取引先から
 28.0

一般・経済新聞
 23.3

同業者同士
 22.7

インターネット情報 
 16.0

生 鮮 食 品 小 売 業 195 取引先から
 61.0

来店する顧客
 53.8

同業者同士
 53.3

一般・経済新聞
 27.2

業界紙
 11.8

食料品関連小売業 733 取引先から
 58.4

来店する顧客
 43.8

同業者同士
 42.2

業界紙
 23.2

一般・経済新聞
 22.8

衣料品関連小売業 349 取引先から
 65.3

来店する顧客
 60.2

同業者同士
 30.1

一般・経済新聞
 20.3

業界雑誌・経済誌
 18.1

住 関 連 小 売 業 226 取引先から
 61.9

来店する顧客
 42.0

同業者同士
 36.3

一般・経済新聞
 26.1

インターネット情報
 20.8

そ の 他 小 売 業 688 取引先から
 61.2

来店する顧客
 49.6

同業者同士
 43.2

業界雑誌・経済誌
 24.3

業界紙
 22.5

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 取引先から
 56.5

来店する顧客
 46.0

同業者同士
 41.1

一般・経済新聞
 20.9

業界紙
 18.9

３～４人 694 取引先から
 63.5

来店する顧客
 51.2

同業者同士
 43.7

一般・経済新聞
 21.9

業界紙
 20.2

５～19人 657 取引先から
 59.4

来店する顧客
 53.1

同業者同士
 34.7

一般・経済新聞
 26.9

業界雑誌・経済誌
 22.1

20人以上 117 来店する顧客
 51.3

取引先から
 47.0

同業者同士
 36.8

一般・経済新聞
 25.6

業界紙
 19.7

売
上
高
増
減
別

増加 201 取引先から
 56.2

来店する顧客
 54.2

同業者同士
 33.8

インターネット情報
 29.4

一般・経済新聞
 27.9

ほぼ横ばい 427 取引先から
 58.5

来店する顧客
 53.4

同業者同士
 37.2

一般・経済新聞
 23.0

インターネット情報
 18.7

やや減少 579 取引先から
 59.2

来店する顧客
 49.9

同業者同士
 40.4

一般・経済新聞
 21.4

業界紙
 20.7

10％以上減少 466 取引先から
 62.9

来店する顧客
 50.0

同業者同士
 40.6

一般・経済新聞
 25.5

業界紙
 20.0

20％以上減少 568 取引先から
 57.7

来店する顧客
 46.3

同業者同士
 44.2

一般・経済新聞
 22.0

業界紙
 21.5

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－95】　重視する情報収集
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3　経営理念と事業計画

⑴　経営理念・ビジョン
　経営理念・ビジョンをみると、全体では［特にない］
が30.8％であり、これと不明を除いた６割近くが何ら
かの経営理念・ビジョンを持って経営しているが、
［明文化している］（6.5％）はわずかにとどまってい
る（図表Ⅱ－２－97）。
　業種別にみると、いずれも過半数が経営理念・ビジ
ョンを持って経営しているものの、「明文化している」
は「各種商品小売業」で18.7％と２割近いが、他の業
種は１割未満にとどまっている。

　従業者規模別にみると、規模が大きくなるにしたが
って［特にない］が少なくなり、［明文化している］
が増える傾向がみられ、「20人以上」では31.6％が［明
文化している］としている。
　同様に売上高規模別においても、規模が大きくなる
にしたがって［特にない］が少なくなり、［明文化し
ている］が増える傾向がみられ、「５億円以上」では［明
文化している］が32.1％となっている。
　これに対して売上高増減別においても、何らかの経
営理念・ビジョンを持って経営している企業割合は売
上高増加ほど割合が高くなるが、［明文化している］
は「増加」においても14.4％にとどまり、従業者規模

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

全　体 2,341

税理士
 48.4

特に外部に相談しない
 30.7

知合いの経営者
 18.5

金融機関
 7.5

親類縁者
 4.7

第６位 第７位 第８位
親類縁者
 4.7

行政機関等の公的経
営相談コーナー  3.9

民間の経営コンサル
タント 2.8

区　分 順　位 n 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位

業　
　

種　
　

別

各 種 商 品 小 売 業 150 税理士
 54.0

特に外部に相談しない 
 18.7

知合いの経営者
 14.7

金融機関
 4.0

親類縁者
 2.7

生 鮮 食 品 小 売 業 195 税理士
 46.7

特に外部に相談しない
 35.9

知合いの経営者
 15.9

金融機関
 7.2

親類縁者
 6.2

食料品関連小売業 733 税理士
 48.3

特に外部に相談しない 
 29.9

知合いの経営者
 19.4

金融機関
 7.4

親類縁者
 5.5

衣料品関連小売業 349 税理士
 45.8

特に外部に相談しない 
 34.4

知合いの経営者
 19.8

金融機関
 7.7

親類縁者
 6.6

住 関 連 小 売 業 226 税理士
 48.2

特に外部に相談しない 
 31.9

知合いの経営者
 17.3

金融機関
 7.1

民間の経営コンサル
タント 4.0

そ の 他 小 売 業 688 税理士
 49.0

特に外部に相談しない 
 30.5

知合いの経営者
 18.9

金融機関
 8.6

親類縁者
 3.5

従
業
者
規
模
別

１～２人 856 特に外部に相談しない
 44.6

税理士
 30.1

知合いの経営者
 16.1

親類縁者
 4.4

金融機関
 3.6

３～４人 694 税理士
 50.1

特に外部に相談しない
 28.2

知合いの経営者
 19.0

金融機関
 8.4

親類縁者
 6.5

５～19人 657 税理士
 66.5

知合いの経営者
 20.2

特に外部に相談しない
 18.3

金融機関
 10.4

民間の経営コンサル
タント 4.4

20人以上 117 税理士
 70.1

知合いの経営者
 24.8

金融機関
 15.4

民間の経営コンサルタント／特に外部に
相談しない 12.0

売
上
高
規
模
別

１千万円未満 486 特に外部に相談しない
 44.0

税理士
 28.4

知合いの経営者
 15.2

親類縁者
 6.2

行政機関等の公的経
営相談コーナー／金
融機関 4.1

１～３千万円未満 716 特に外部に相談しない
 37.8

税理士
 36.7

知合いの経営者
 19.0

金融機関
 5.9

親類縁者
 4.7

３～５千万円未満 317 税理士
 54.9

特に外部に相談しない
 29.7

知合いの経営者
 18.0

金融機関
 8.5

親類縁者
 5.7

５千万～１億円未満 305 税理士
 69.8

知合いの経営者
 19.3

特に外部に相談しない
 18.4

金融機関
 9.2

親類縁者
 4.9

１～３億円未満 321 税理士
 66.0

知合いの経営者
 20.2

特に外部に相談しない
 15.9

金融機関
 8.7

民間の経営コンサル
タント 4.4

３～５億円未満 46 税理士
 78.3

知合いの経営者
 30.4

金融機関
 13.0

民間の経営コンサルタント／特に外部に
相談しない 8.7

５億円以上 53 税理士
 77.4

知合いの経営者
 30.2

金融機関
 28.3

民間の経営コンサル
タント 22.6

特に外部に相談しない
 13.2

 （複数回答：％）【図表Ⅱ－2－96】　外部相談先
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別や売上高規模別ほどの差異はみられない。

【図表Ⅱ－2－97】　経営理念・ビジョン
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46 

53 
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n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10%以上減少 

20%以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

6.5 52.4 30.8 10.2

3.3 43.7 40.8 12.1

5.4 52.1 34.3 8.2

6.2 55.1 28.7 10.0

8.7 58.3 26.2 6.8

14.4 66.7 12.4 6.5

32.1 52.8 7.57.5

28.3 60.9 8.7 2.2

15.3 64.2 15.6 5.0

6.6 63.0 22.6 7.9

4.1 55.5 29.0 11.4

2.7 51.1 36.5 9.8

3.1 38.9 44.4 13.6

31.6 55.6 5.1 7.7

10.0 63.5 18.9 7.6

3.9 55.3 30.3 10.5

2.3 41.7 44.3 11.7

7.3 53.5 28.5 10.8

7.1 52.2 31.4 9.3

4.6 57.3 28.1 10.0

5.2 50.3 34.9 9.5

2.6 50.3 32.3 14.9

18.7 49.3 25.3 6.7

⑵　事業計画
　事業計画の作成をみると、全体では［作成していな
い］が74.1％と最も高い割合である（図表Ⅱ－２－
98）。
　業種別にみると、コンビニエンスストアが多くを占
める各種商品小売業では、［作成している］が38.0％
と割合が比較的高いのが目立っている。
　従業者規模別にみると、［作成している］は「１～

２人」で7.2％であるが「20人以上」では56.4％と半数
を超えており、規模が大きくなるにしたがって割合が
高くなる傾向が顕著にみられる。
　同様に、売上高規模別においても規模が大きくなる
にしたがって割合が高くなる傾向がみられ、［作成し
ている］は「５億円以上」では52.8％と半数近くとな
っている。
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4　業界の将来性と事業展開

⑴　業界の将来性
　業界の将来性をみると、全体では［縮小する］が
32.9％で最も高い割合であり、［やや縮小する］（16.4
％）と半数近くが縮小傾向と考えており、［成長する］
と［やや成長する］をあわせた〔成長計〕（12.8％）
を大きく上回っている（図表Ⅱ－２－99）。

　従業者規模別にみると［縮小する］は、「１～２人」
では43.2％であるが、「20人以上」では12.8％であり、
規模が大きくなるにしたがって減少し、一方［成長す
る］と［やや成長する］が増加する傾向にある。
　同様に、売上高規模別や売上高増減別においても、
規模が大きくなるにしたがって［縮小する］が減少し、
〔成長計〕が増加する傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－98】　事業計画
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n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

増加 

ほぼ横ばい 

やや減少 

10％以上減少 

20％以上減少 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

売
上
高
増
減
別 

16.2 74.1 9.7 

9.9 79.4 10.7 

16.7 76.2 7.1 

16.6 72.9 10.5 

18.0 74.5 7.5 

31.8 63.2 5.0 

52.8 41.5 5.7 

41.3 52.2 6.5 

34.0 60.7 5.3 

19.3 71.5 9.2 

17.0 71.6 11.4 

8.9 82.1 8.9 

6.0 83.1 10.9 

56.4 36.8 6.8 

26.8 66.2 7.0 

10.5 78.4 11.1 

7.2 82.1 10.6 

16.0 73.0 11.0 

19.0 74.8 6.2 

17.2 73.6 9.2 

13.0 77.8 9.3 

7.7 78.5 13.8 

38.0 55.3 6.7 
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⑵　今後の事業展開
　今後の事業展開をみると、全体では「現状を維持し
ていく」が50.8％でほぼ半数である（図表Ⅱ－２－
100）。売上高規模別にみると、［現状を維持していく］
は「１千万円未満」より「１～３億円未満」までは半
数前後であるが、「３～５億円未満」及び「５億円以上」
では３割台に減少し、［既存事業領域に専念して、さ
らに拡充する］や［既存事業に加え、新たな事業領域
に進出］の割合が比較的高くなり、事業展開を積極的
に実施しようとする姿勢がうかがえる結果となった。
　創業年別にみると、いずれの創業年においても［現

状を維持していく］が第１位であるが、「平成６～10
年」では、［現状を維持していく］（46.7％）であるの
に対して、［既存事業領域に専念して、更に拡充する］
と［既存事業に加え、新たな事業領域に進出］をあわ
せると35.4％であり、一部に事業展開を積極的に行お
うとする経営者がみられる。更に、「平成11年以降」
では、［既存事業領域に専念して、さらに拡充する］
と［既存事業に加え、新たな事業領域に進出］をあわ
せると42.0％と、事業展開を積極的に行おうとする経
営者がより多くなっている。

【図表Ⅱ－2－99】　業界の将来性
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5　経営展開の具体的方向性

⑴　重視する顧客
　今後の経営展開の具体的方向性として重視する顧客
について、全体では［固定客を重視する］が44.0％で
あり［新規顧客を重視する］の19.1％を大きく上回っ

ている（図表Ⅱ－２－101）。
　従業者規模別にみると［固定客を重視する］は、「１
～２人」では50.8％でほぼ半数であるが、規模が大き
くなるにしたがって割合が低くなる傾向がみられ、
「20人以上」では29.1％となり［新規顧客を重視する］
と同率となっている。

【図表Ⅱ－2－100】　今後の事業展開
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1.0
5.5 8.6 10.7 5.5

53.2 12.4 3.7
0.7
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⑵　品揃えの方向性
　今後の経営展開の具体的な方向性として品揃えにつ
いては、全体では［専門化・絞り込む］が43.9％で、
［総合化・幅広く］の16.0％を大きく上回っている（図
表Ⅱ－２－102）。
　業種別にみると、各種商品小売業以外は［専門化・
絞り込む］が４～５割程度みられる。これに対して、
コンビニエンスストアが多くを占める各種商品小売業

では［専門化・絞り込む］は9.3％にとどまり、［総合
化・幅広く］が48.0％と他の業種と正反対の結果とな
った。
　従業者規模別にみると、［総合化・幅広く］は「１
～２人」では7.2％であるのに対して、「20人以上」で
は33.3％であり、規模が大きくなるにしたがって割合
が高くなる傾向がみられる。

【図表Ⅱ－2－101】　重視する顧客
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【図表Ⅱ－2－102】　品揃えの方向性
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⑶　価格競争力
　今後の経営展開の具体的な方向性として価格につい
ては、全体では［価格競争力以外を重視する］が43.4
％と［価格競争力を重視する］の13.9％を大幅に上回
っている（図表Ⅱ－２－103）。消費者意識や購買行動
の変化では低価格志向が42.5％で第１位となっている

が、この傾向を踏まえながらも価格競争に陥らない戦
略を模索しているものとみられる。
　［価格競争力を重視する］は、従業者規模別におい
ても売上高規模別においても規模が大きくなるにした
がって増加する傾向がみられる。
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⑷　サービスの重視度
　今後の経営展開の具体的な方向性としてサービスに
ついては、全体では［充実して差別化する］が45.0％
で最も高い割合である（図表Ⅱ－２－104）。
　業種別にみるといずれの区分においても、［省略し
て低価格化する］が１割未満であり、［充実して差別
化する］は「生鮮食料品小売業」と「食料品関連小売
業」を除き、およそ半数を占めている。
　従業者規模別をみると「１～２人」では［充実して

【図表Ⅱ－2－103】　価格競争力
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13.9 31.7 43.4 11.1

23.3 43.3 25.3 8.0

10.8 26.2 50.8 12.3

13.0 31.5 45.0 10.5

14.0 30.4 43.3 12.3

19.9 26.1 42.0 11.9

11.6 33.3 44.0 11.0
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13.8 30.6 45.0 10.6
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9.1
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29.1 35.9 30.8 4.3
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13.0 31.0 46.4 9.7
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差別化する］は37.4％であるのに対して、「20人以上」
では60.7％と規模が大きくなるにしたがって、割合が
高くなる傾向がみられる。
　売上高規模別においても、従業者規模別と同様に
［充実して差別化する］は「１千万円未満」では32.7
％であるのに対して、「５億円以上」では67.9％と従
業者規模別と同様に規模が大きくなるにしたがって、
割合が高くなる傾向がみられる。
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⑸　人材活用の方向性
　今後の経営展開の具体的な方向性として、人材につ
いて全体では［どちらともいえない］の中間意見が
44.1％で最も高い割合であり、［パート等を活用する］
と［専門的な人材を育成する］はともに２割程度で拮
抗している（図表Ⅱ－２－105）。
　業種別にみると、コンビニエンスストアが多くを占
める各種商品小売業では［パート等を活用する］が
64.7％で半数を超え、［専門的な人材を育成する］（5.3
％）を大きく上回っている。
　従業者規模別にみると、「１～２人」では［どちら
ともいえない］の中間意見が58.2％で、［パート等を
活用する］と［専門的な人材を育成する］はともに１
割に満たない。これは、「１～２人」のほとんどが家
族従業員のみであり、売上高が低迷するなかで今後も

従業者の雇用自体をそもそも検討していないためとみ
られる。このため、売上高規模が大きくなるにしたが
って中間意見が減少し［パート等を活用する］と［専
門的な人材を育成する］が増加し、二極化する。
　売上高規模別にみると、従業者規模別と同様に規模
が大きくなるにしたがって［どちらともいえない］が
減少する傾向にある。「１～３億円未満」では［パー
ト等を活用する］（40.8％）が［専門的な人材を育成
する］（28.0％）に比べて割合が高くなるのに対して、
「３～５億円未満」と「５億円以上」では［パート等
を活用する］よりも［専門的な人材を育成する］の割
合が高くなっている。
　業態別にみると、「コンビニエンスストア」におい
ては［パート等を活用する］が63.3％と高い割合で目
立っている。

【図表Ⅱ－2－104】　サービス重視度
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⑹　仕入の方向性
　今後の経営展開の具体的な方向性のなかで仕入につ
いては、全体では［どちらともいえない］の中間意見
が46.4％で最も高い割合であり、［仕入先を集約する］
が２割台で［仕入先を分散する］が１割台である（図
表Ⅱ－２－106）。

【図表Ⅱ－2－105】　人材活用と育成

0 20 40 60 80 100（%） 

パート等を 
活用する 

どちらとも 
いえない 

専門的な人材を 
育成する 

不明 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

486 

716 

317 

305 

321 

46 

53 

180 

1,975

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

コンビニエンスストア 

専門店 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

業
態
別 
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14.7 46.6 20.4 18.3

63.3 19.4 8.9 8.3

20.8 13.2 64.2 1.9
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　業種別、従業者規模別、売上高規模別にみても［仕
入先を集約する］がおおむね２割であり、唯一コンビ
ニエンスストアが多くを占める「各種商品小売業」に
おける［仕入先を分散する］が5.3％と著しく低い割
合であるのを除き、それほど大きな違いはみられなか
った。
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⑺　経営成果の方向性
　今後の経営成果の具体的な方向性としては、全体で
は［どちらともいえない］（35.2％）の中間意見が［利
益を大きくする］（33.6％）をわずかに上回っている（図
表Ⅱ－２－107）。
　従業者規模別にみると［利益を大きくする］は「１

～２人」では28.0％であるが、「20人以上」では47.0％
と半数近くとなり、規模が大きくなるにしたがって増
加する傾向がみられる。
　売上高規模別と売上高増減別においても同様に、大
規模及び売上高増加している企業ほど利益志向が強く
なっている。

【図表Ⅱ－2－106】　仕入先の集約と分散

0 20 40 60 80 100（%） 

仕入先を集約する 
どちらとも 
いえない 

仕入先を分散する 不明 

n

今回調査（全体） 

各 種 商 品 小 売 業 

生 鮮 食 品 小 売 業 

食料品関連小売業 

衣料品関連小売業 

住 関 連 小 売 業 

そ の 他 小 売 業 

1～2人 

3～4人 

5～19人 

20人以上 

1千万円未満 

1～3千万未満 

3～5千万未満 

5千万～1億円未満 

1～3億円未満 

3～5億円未満 

5億円以上 

業
種
別 

従
業
者
規
模
別 

売
上
高
規
模
別 

2,341 

150 

195 

733 

349 

226 

688 

856 

694 

657 

117 

486 

716 

317 

305 

321 

46 

53

24.9

28.3

21.7

28.3

27.2

24.3

24.3

23.3

24.8

28.0

24.1

23.1

26.2

21.2

25.2

24.1

29.2

21.3

46.4

49.1

52.2

48.9

45.9

49.2

47.2

41.8

50.4

47.5

47.4

44.7

47.7

42.9

43.6

47.5

39.0

57.3

14.3

17.0

15.2

11.8

15.7

16.4

15.4

12.1

14.5

14.3

16.1

12.7

14.1

21.7

15.5

13.6

13.3

5.3

14.4

5.7

10.9

10.9

11.1

10.1

13.1

22.8

10.3

10.2

12.4

19.4

12.1

14.2

15.8

14.7

18.5

16.0



169

第
Ⅱ
編
第
2
章　

小
売
業

【図表Ⅱ－2－107】　経営成果の方向性
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第8節　スタンプ・クレジット・
　　　　電子マネー

1　スタンプ・ポイントカード

　スタンプ・ポイントカードの実施状況をみると、全
体では「実施していない」63.5％であり、実施してい
るのは３割に達していない（図表Ⅱ－２－108）。実施
主体としては、［自店で実施］（13.0％）が［商店街で
実施］（10.3％）をやや上回っている。
　実施企業における実施方式をみると、機器費用など
付帯費用が低く抑えられる［紙を媒体とした方式］
（57.8％）が半数を超えており、［磁気カード、リライ
ト方式］（23.4％）が続いている（図表Ⅱ－２－109）。

2　クレジットカード

　クレジットカードによる商品販売をしているかにつ
いてみると、全体では［いいえ］が68.9％であり、「は
い」は27.1％と一部にとどまっている（図表Ⅱ－２－
110）。
　業種別にみると「はい」の割合は業種によって大き
な差がみられ、「衣料品関連小売業」では６割に達す
るほか、「各種商品小売業」と「住関連小売業」では
４割台、「その他小売業」では３割台になっているも
のの、「食料品関連小売業」では１割を下回り、「生鮮
食料品」では1.5％とわずかな割合である。
　これを従業者規模別や売上高規模別にみると、規模
が大きくなるにしたがって「はい」の割合が増加する
傾向がみられる。
　また主たる店舗の立地別にみると、［はい］の割合
は「住宅地」（17.6％）と「幹線道路沿い」（25.8％）
が低い割合である。反対に多くの高額商品を販売して
いる、「有力繁華街」（54.1％）と「駅ビル・ショッピ
ングセンター等の店舗内」（65.1％）において過半数
が［はい］であり、商業施設全体で統一的に導入が可
能である「駅ビル・ショッピングセンター等の店舗内」
で割合が高くなっている。

【図表Ⅱ－2－108】　スタンプ・ポイントカードの実施方式
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【図表Ⅱ－2－109】　スタンプ・ポイントカードの実施方式
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【図表Ⅱ－2－110】　クレジットカードによる商品販売
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3　電子マネー

⑴　電子マネーの消費者意識
　消費者の今後の意識について、電子マネーでの購入
が増えるかについてみると、全体では［どちらともい
えない］が36.2％と中間的意見が多く、［そう思う］
（25.8％）と［そう思わない］（24.6％）は拮抗してい
る（図表Ⅱ－２－111）。
　業種別にみると、「各種商品小売業」と「その他の
小売業」において［そう思う］が［そう思わない］を
上回っており、特に「各種商品小売業」は「そう思う」

が66.7％と比較的高い割合である。これは、「各種商
品小売業」の多くがコンビニエンスストアで占められ
ているためであり、業態別における「コンビニエンス
ストア」においても［そう思う］は66.7％である。た
だし、コンビニエンスストアにおいて競争環境の変化
で重要と考えるものとして、［カード・ポイントでの
顧客の囲い込み］は7.8％とわずかであり（前述P. 
145）、競争環境の変化として重要とは捉えられていな
い模様である。
　また、店舗立地別にみると「オフィス街」の［そう
思う］が41.8％で比較的高い割合である。
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【図表Ⅱ－2－111】　電子マネーの消費者意識
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⑵　電子マネーでの商品販売
　エディやパスモなどの電子マネーでの商品販売につ
いてみると、全体では［予定なし］（59.8％）が過半
数を占め、［対応している］（8.7％）と「検討中」（4.8
％）をあわせても13.5％と少数にとどまっている（図
表Ⅱ－２－112）。
　業種別にみると「各種商品小売業」が61.3％と［対
応している］の割合が高く、売上高規模では「１～
３億円未満」が34.6％と割合が高くなっている。業態

別にみると、「コンビニエンスストア」において65.0
％が［対応している］であり、「各種商品小売業」で
の電子マネー利用に影響しているとみられる。一方、
「専門店」は63.4％が［予定なし］としており、対照
的な回答である。
　主たる店舗の立地別においても、［対応している］
は多い地域でも14％程度であり、クレジットカードほ
どの大きな差異はみられない。
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【図表Ⅱ－2－112】　電子マネーでの商品販売
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